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概要書 
本稿では、観光市場におけるマーケティングの先行研究を踏まえた上で、マーケテ
ィングの考え方で中国人の視点から中国人観光客を分析し、彼らを誘致する方法を検
討する。 
「観光」は、旅行・宿泊・輸送・飲食・お土産など広い範囲に経済効果をもたらし、
21 世紀のリーディング産業として注目されているのは周知のことであり、日本は「観
光立国」政策に国策として取り組んでいる。数が膨大かつ購買力の高い中国人観光客
を誘致することは日本の観光立国を実現するにあたって、非常に重要な意味を持って
いる。 
 
第 2 章では、論文の研究背景に関する考察である。まず、日本の観光市場の変遷に
ついては、石森秀三が提唱する観光革命論及び戦後日本における観光情報革命の実相
という研究が挙げられる。石森によると、今起こりつつある第四次観光革命は大きく
二つの側面をもつと予想される。一つは中国を中心とした新興諸国における、経済発
展を背景とした国際旅行者の爆発的増大であり、もう一つは成熟した先進諸国におけ
る、脱工業化社会の進展にともなう観光の質的大変革である。石森らは、「第四次観光
革命」における、観光の質的大変革を「観光情報革命」と呼び、観光のあり方そのも
のの文明史的な大転換であると位置付けている。そして、戦後の観光の潮流としては
マス・ツーリズム⇒ニューツーリズム⇒次世代ツーリズムのように進化してきたとい
う。だが、国情の差異で、訪日中国人観光客を分析する際に、マス・ツーリズム（発
地主導の観光）とニューツーリズム（着地主導の観光）の範囲内で議論する方が有意
義であると筆者は考える。 
 観光産業が重視されていく中で、日本は 2003 年 1 月に「観光立国懇談会」が立ち上
げられ、観光立国時代の幕が開けられた。観光立国の意義について、国土交通省観光
庁が以下の 4 つの観点を主張している。 
① 国際観光の推進は日本のソフト・パワーを強化する。 
② 観光は尐子高齢化時代の経済活性化の切り札になる。 
③ 交流人口の拡大によって地域を活性化させる。  
④ 観光立国によって国民の生活の質を向上させる。 
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 観光立国政策の実行は、インバウンドの観光を通じて、地域に海外からの観光客を呼
び込み、経済の活性化を促す可能性があるという点で、従来の地域産業に代わる新たな
産業育成として期待されている。 
 観光立国政策を実現するために、ここでは諸外国の観光環境について日本との比較を
行い、観光の現状を俯瞰的に把握することにより、課題の分析、戦略的な取組の方向性を
検証した。また、本稿の研究対象は中国人観光客になるので、この部分でも中国の観光市
場におけるアウトバウンド市場の特徴、中国人観光客に関するできことを詳しく考察し
た。 
 
第 3 章では、日本は観光に関する研究は「観光」と「ツーリズム」という 2 つのキー
ワードが頻繁にかつ混同して用いられている。観光に関する研究にあたって、用語の定
義に関する差異が生じることを防ぐために、本稿は既存の「観光」の定義に関する議論
を整理し、それぞれの定義の問題点を明らかにした上で、最も分かりやすく、しかも妥
当であるものを導き出した。また、観光研究の歩みもレビューし、本稿における観光研
究の位置づけを明確にし、観光産業がもたらす効果を明らかにすることで昨今における
観光の重要性を再認識した。 
 
第 4 章では、マーケティングの視点から、日本の観光市場における問題の解決に必要な
理論ベースを構築した。観光を商品として取り扱う場合、無形の商品（サービス）と有
形の商品（デスティネーション）の 2 種類に分けられる。したがって、観光という商品
を分析するにあたって、サービス・マーケティングとデスティネーション・マーケティ
ングの捉え方が重要になる。本稿ではサービスとデスティネーションの固有の性質を把
握したうえで、特定のサービスやデスティネーションを消費者に優先的に選択をしても
らうためには、観光のデザインとデスティネーションにおけるブランド構築が有力な戦
略であることを明らかにした。そこで、フィルム・ツーリズムを通じて、地域ブランド
（イメージ）を構築および発信することによって、中国人観光客を誘致することは、有
効性が高いといえる。 
 
第 5 章では、第 4 章の主張を支持するために、中国人観光客を対象とする議論を行った。
ここではまず優良なリピーターを獲得するにあたって、観光による経験価値を顧客に提
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供するために、観光地における観光デザインが重要であることを明らかにした。そして、
地域ブランドの構築にあたって、メディア特にフィルムの重要性について分析した。さ
らに、2 つの中国の「フィルム」に関する事例を取り挙げて、日本の観光市場における
フィルム・ツーリズムが中国人観光客を誘致するにあたって有効性が高いことを明らか
にした。 
 また、Simon,H and J.R.Brent Ritchie(2006)のモデルを参照し、2 つの事例の分析から、
成功するフィルム・ツーリズムのあり方として、①地域のデスティネーション・マーケ
ティングに携わる組織からの支持は重要である、②「フィルム」がヒットするためには、
ストーリー性を備えなければならない、③素晴らしいデスティネーションの属性を持
たなければならない、といった 3 点にあることを提案した。 
 
 第 6 章では、震災後の日本の観光市場の現状を明らかにするために、アンケート調
査を通じて中国人の震災後の対日イメージを検討し、日本の観光市場の復興について
議論した。 
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１.はじめに －問題意識－ 
 
１－１ 問題意識 
 
 本稿の目的は、近年注目されている中国人観光客をいかに日本の観光市場に誘致する
のかを分析することである。 
 
 21 世紀の日本は国策として「観光立国」政策に取り組んでいる。そのなかでは、中
国人観光客がとりわけ重要視されている。理由以下の三点である。 
①観光の経済効果が大きい 
 周知のように、「観光」は 21 世紀のリーディング産業と注目されている。なぜなら、
観光は、旅行・宿泊・輸送・飲食・お土産業など広い範囲に経済効果をもたらすためで
ある。日本観光庁の調査によると、平成 20 年度の観光産業の二次的な経済波及効果を
含む生産効果は、国内生産額 972 兆円の 5.3％にあたる 51.4 兆円、雇用効果は総雇用 6445
万人の 6.7％にあたる 430 万人が関わっていると推計されている。 
 このように、「観光」が日本の経済、雇用、地域の活性化に大きく貢献していること
が数字の上からも理解できる。 
②日本は「観光途上国」 
 日本総務省の資料によると、2003 年当時、日本人の海外旅行者数が 1652 万人だった
のに対し、訪日外国人旅行者数は 524 万人に過ぎなかった。海外からの集客活動を行っ
た 2008 年（平成 20 年）には、日本を訪れた外国人旅行者数は 835.1 万人と過去最高を
記録し、その 7 割近くを韓国、台湾、中国、香港などのアジア諸国からの旅行者が占め
ていた。しかし一方、日本人海外旅行者数は、経済状況の悪化などで減尐したものの
1599 万人を記録し、訪日外国旅行者との差は依然として大きく開いている。外国人旅
行者受入数を諸外国と比較すると、日本は世界で第 28 位、アジアで第 6 位となってい
て、観光大国とは言えないが、今後の発展の余地は大きいといえる。  
③中国人観光客は非常に多く、かつ購買力が高い 
 2010 年 4 月 28 日、国連の世界観光機関（WTO）が発表したところによると、中国は
09 年、フランスを抜いて世界第 4 の観光消費国となった。また中国人観光客の海外旅
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行での消費額は 4 兆 2826 億円に達した。同機関によると 2000 年から、中国人観光客に
よる消費額が平均で年 22％増加しており、08 年は 362 億ドルで世界第 5 位、そして 09
年にはドイツ（7 兆 5952 億円）、米国（6 兆 8714 億円）、英国（4 兆 5590 億円）に次ぐ
第 4 位に躍り出た。また、日本政府観光局「JNTO 訪日外客消費動向調査 2007-2008」
によれば、中国人観光客一回の訪日で消費する平均額は 12.8 万円であり、この額は、
韓国（6.8 万円）や台湾（11.8 万円）を上回り、米国（15.0 万円）、英国（13.1 万円）
の観光客の消費平均額と比較しても遜色ない。なかでも、物品購入額は 7.9 万円と主要
国の中で最も多く、中国人観光客の高い購買力が窺える。そして、訪日中国人数は、近
年大幅に増加し、2003 年の 44.8 万人から 2009 年には 100.6 万人と 6 年間で 2 倍以上に
拡大した。特に 2008 年から 2009 年にかけては、グローバル金融危機による景気後退
が深刻化し世界全体の訪日外国人数が大きく落ち込むなか、主要国で唯一微増を維持し
ており、中国人の旅行需要の強さが窺える。訪日外国人全体に占めるシェアも 2009 年
時点で 15％に達し、１位の韓国（22％）、2 位の台湾（15.1％）に次ぐ規模にまで拡大
した。 
 
 今の日本政府は「観光」を重要視して、観光産業を発展させるために様々な方策、戦
略に取り組んでいる。しかし、日本の観光市場、とくに中国人観光客向けの市場には未
だ課題が残されている。以下で、課題を三点挙げる。 
① 日本の観光市場へのマーケティングの適用 
 「観光発展途上国」の日本は観光庁を設置し、観光（とくにインバウンド）を推進し、
観光立国を目指そうとしている。しかし、今のところその成果は見られない。日本政府
観光局の発表によると、3 月に来日した外国人は 35 万 2800 人で、前年同月より 50.3％
減った。落ち込み率は、大阪万博の翌年に反動減が生じた 1971 年 8 月（41.8％）を上
回り、過去最大だった。震災後、日本への渡航自粛や延期を求める国が続出し、一部の
国が、日本にいる自国民に出国を求めたことも影響したようである。このように、地震
と原発の放射能の漏洩問題が日本の観光市場に大きな打撃を与えているとも言える。こ
れは極端なケースであるが、一般的な観光・ツーリズムの価値観や生活様式を反映した
行動である。したがって、もし価値観や生活様式に大きな変化がある場合、観光はその
影響を大きく受けることになる。その意味では観光は大変リスクのある産業・ビジネス
である。近藤（2009）は、観光産業が政治・経済・社会・気候変動・自然災害・テロ・
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民族運動・食物などのコントロールできないリスクに直面している。経済や環境が安定
している時は大きなリスクはないであろう。しかし一旦リスクが顕在化すると、観光に
代替する産業がないかぎり、その打撃は決定的となると主張している。したがって、常
にツーリストの嗜好や環境など外部要因をウォッチしながらリノベーションを繰り返
し、場合によってはブランドを再構築しなければならない。筆者は日本の観光立国政策
を賛同しているが、政策の成果を確実なものとするために、日本の観光市場において、
マーケティングが欠かせないと考えている。 
② 訪日中国人観光客の比率が依然として低い 
 近年訪日中国人観光客数は増加している。しかし、2007 年の中国人海外旅行者数 4,095
万人のうち、2％しか日本を訪れておらず、訪日中国人観光客数（アウトバウンド）が
中国の海外旅行者数の中に占める比率はまだ低い。これは日本政府の中国人観光客を誘
致するためのプロモーション戦略がうまく機能していないためであろう。日本国内宿泊
観光・旅行の動向を見ると、1990 年代には延べ２億人を超えていた宿泊旅行者は、2000
年以降は年々減尐し、2004 年では 1.5 億人となっている。また一人当たりの年間消費額
も同様に減尐傾向にある（平成 17 年版「観光白書」）。日本全体で見れば、国内の観光
市場は縮小している傾向にあり、それをそれぞれの観光地が取り合い、勝ち組と負け組
に分かれているというのが現状だ。さらに追い討ちをかけるように、日本の総人口はす
でに減尐に転じており、今後の経済環境にもよるが、差し当たり国内観光市場の規模自
体が大幅に増えることは期待できそうにない、内需の伸び悩みが予想される日本では、
海外旅行客の取り込みによる需要創出の重要性は明らかである。しかし、日本の旅行収
支の受取額は、2007 年時点で約 9300 億円、名目 GDP 比 0.2%程度と諸外国（フランス
2.1％、スペイン 4.0％）と比較すると極めて低水準に留まっており、海外旅行客を十分
に獲得出来ているとはいえない状況である。中国人観光客の購買意欲の高さや、来日者
数の急激な増加を背景に、近年日本の対中旅行サービス収支の受取額は大幅に増加して
いる。2006 年以降、中国は日本にとって最大の旅行収支の受取国となっている。2009
年には小幅ながら減尐に転じたものの、それでも 2,364 億円と全世界からの旅行サービ
ス収支受取額のうち、四分の一を占めるに至っている（日本銀行『国際収支統計』）。中
国人観光客は観光立国を目指している日本にとって非常に重要な存在であると言える
だろう。購買力の高い中国人観光客をいかにして大勢誘致するか、この点は、現在の日
本の観光産業にとって重要な課題になっている。 
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③ 訪日中国観光客の観光ルートが単一 
 訪日中国人観光客の旅行形態は、団体観光ビザで入国する団体観光と個人観光ビザ
で入国する個人観光（自由行）の 2 種類に分かれている。 
 団体観光では、2000 年に団体訪日観光ビザが解禁されて以来、知名度の高い東京と
大阪の間を 5 泊前後で、富士山や京都観光を楽しみながら東海道に沿って移動する「ゴ
ールデンルート」と呼ばれるツアーが主力である。 
 この「ゴールデンルート」は中国人観光客を誘致するにあたって、重大な意味を持
っているが、中国人観光客が日本の他の地方へ訪れない原因にもなっていると考えら
れる。中国人観光客の訪日ツアーのルートが単一化している問題はしばしば指摘され
ている。 
  
 本稿はこういった背景、課題を踏まえたうえで、日本の観光産業におけるインバウ
ント市場を分析していく。本保（2009）は日本の観光産業における海外プロモーショ
ン戦略の基本的な考え方を以下のようにまとめている1。 
①日本は東アジアにあることの地政学的有利を最大限活用すること。  
②日本の生活水準に見合った，生活大国に相応しい「住んでよし、訪れてよし」のさ
らなる推進。 
③アメリカ、中国、韓国などの主要パートナー国との交流の拡大。 
④地方の魅力を戦略的に発信し、外国人を地方に呼ぶこと。 
⑤マーケットの成長動向を踏まえて戦略的、機動的に実施していくことである。  
 このように、「中国」、「地域ブランド」、「マーケティング」などの要素が今の日本の
観光市場のキーワードになっている。 
 本論文では、観光市場におけるマーケティングの先行研究を踏まえた上で、中国人
の視点から中国人観光客を分析する。そして、彼らを誘致する方法をマーケティング
の観点から検討する。 
 マーケティングの定義はさまざまに変遷してきているが、最も有力な定義は 1985 年
にアメリカ・マーケティング協会（AMA）が制定した「マーケティングとは、個人及
び組織を満足させる交換を創造するために、アイディア・製品・サービスを企画する活
動や、価格・促進・流通を計画し、実行するプロセスである。」である。マーケティン
                                                        
1
 『運輸政策研究』Vol.11 No.4 2009 Winter P.125.を参照した。 
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グの観点から、日本の観光市場を効果的に分析するため、対象者である観光客へのアプ
ローチが最も重要なことと考えられる。本稿では、現在とくに注目を浴びている中国人
観光客に着目する。中国人観光客を日本へ誘致するための方法および日中の観光市場に
おける円滑なホスト－ゲストの関係構築を提案したい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 11 
２．日本の観光市場に関する考察 
 
２－１ 日本の観光市場の変遷 
 
 日本の観光市場を研究するにあたって、日本の観光市場の歴史的な変化を理解する必
要がある。石森秀三（2009）は観光革命の視点から、日本の観光市場の変遷を以下のよ
うにまとめた。 
 石森秀三の観光革命論 
 1994 年に国立民族学博物館で「観光の 20 世紀」をテーマにした国際シンポジウムが
開催されたさいに、北海道大学の石森秀三は「観光革命」という新しい概念を提起した。
それは、観光をめぐる地球的規模での構造的変化を意味している。石森は、人類はこれ
までに 3 度にわたる「観光革命」を経験していることを明らかにした。 
 石森は、観光革命は 19 世紀以降、およそ 50 年周期で起こっていると考えている。す
なわち、第一次観光革命（1860 年代）はスエズ運河やアメリカ横断鉄道など地球規模
でのインフラ整備が背景となって起こり、第二次観光革命（1910 年代）はアメリカが
経済発展したことにより多くの中産階級が生まれ、彼らが好んでヨーロッパ観光に行く
ようになったことにより起こった。そして、第三次観光革命（1960 年代）はジャンボ
ジェット機の就航による北の先進諸国における旅の大衆化によって引き起こされた。こ
こまではいわゆるマス・ツーリズムの歴史と言える。そしてこれに続く、第四次観光革
命が現在起こりつつあり、2010 年代に大きな構造的変化を見るであろうと考えられる
（図 1 参照）。 
図1 観光革命の流れとその内容
 
出典：石森秀三、山村高淑（2009）p6 
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 石森によると、この第四次観光革命は大きく二つの側面をもつと予想される。一つは
中国を中心とした新興諸国における、経済発展を背景とした国際旅行者の爆発的増大で
あり、もう一つは成熟した先進諸国における、脱工業化社会の進展にともなう観光の質
的大変革である。前者はこれまでの観光革命の延長線上にあるマス・ツーリズムの流れ
に位置づけられるものである一方で、後者はより本質的な、観光のあり方そのものの大
転換（文化資源や観光情報のあり方、旅行行動・交流のあり方の変革）となると考えら
れる。そして後者を特徴づけるのが、インターネットに代表される情報技術の高度化・
情報インフラの革新的進歩やメディアコンテンツの多様化である。石森（2009）はこれ
を「観光情報革命」と呼ぶ。 
 筆者は現時点の中国人観光客の主な観光活動はマス・ツーリズムの範疇に入ると考え
ている。しかしながら、今後主力客となる「80 後（バーリンホウ）」と「90 後（ジュー
リンホウ）」2は情報社会で育てられ、インターネットの利用をしている。こうした中国
の若者たちが行う観光行動は先進諸国の観光行動に近いと想定される。 
 次世代ツーリズムは旅人主導の観光行動であるため、簡単に観光地へアクセスできる
ことと双方向性の観光情報送受信は前提となる。しかし、現実には、収入とビザなどの
問題で、中国人観光客が自在に日本に入国することができず、コミュニケーション上に
も支障がある。 
 
 戦後日本における観光情報革命の実相 
 石森らは、「第四次観光革命」における、観光の質的大変革を「観光情報革命」と呼
び、観光のあり方そのものの文明史的な大転換であると位置付けている。図 2 は、山村
高淑（2009a）、p6 掲載図をもとに石森（2009）が加筆・修正したもので、戦後日本の
観光開発の歴史を、観光を支援するインフラの変遷と観光情報の特質を中心に大まかに
整理したものである。以下、その流れについて概観してみたい。 
 
 
 
 
 
                                                        
2中国で 80 年代と 90 年代生まれの中国の若者の通称である。 
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図 2 時代区分とその時代を特徴付ける観光の潮流 
 
 
出典：石森秀三（2009）,p.6. 
 
①マス・ツーリズムの時代：高度経済成長期 
 まず、高度経済成長期（60～70 年代）は、交通インフラが観光行動を規定し、その
発展が新たな観光行動を誘発した時期である。旅客輸送量が飛躍的に伸びた時期であり、
これを「観光輸送革命」と呼んでも良いであろう。新幹線やジャンボジェット機に代表
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されるように、交通インフラの整備は、大量輸送化・高速化がキーワードであり、一時
に輸送できる旅客数を最大化し、移動時間を最短化する方向へと進化し続けた。したが
って観光行動は、自ずと交通網の整備された限られた土地へ、同時に大人数がまとめて
効率よく訪れる形態を採ることになる。これが日本におけるマス・ツーリズム成立の背
景であり、こうした観光形態を効率よくさばく方法として、旅行会社の規格化されたパ
ッケージ旅行商品が発達した。これが、運輸業者と旅行会社が観光開発の中心を担う、
いわゆる「発地型観光」である。これによって、旅における生産者（旅行商品開発者）
と消費者（旅行者）が明確に区分されるようになり、両者は完全に分離していくことに
なる。「観光」という言葉がいつのまにか消費行為を指すようになり、「地域資源」は「商
品」として位置づけられるようになった。こうしたマス化の流れは観光産業においての
みならず、他の産業分野においても共通して見られる特性である。それは文明史的に見
てこの時期の日本が、戦後の復興を経て、産業革命によって成立した市場交換を前提と
した消費社会が最も効率よく回転し始めた時期であることによる。トフラーの定義を借
りれば、そうした産業文明を成立させるための原則は 6 つあり、①規格化、②専門化、
③同時化、④集中化、⑤極大化、⑥中央集権化、であるといわれている。この原則はマ
ス・ツーリズムの特性をも見事に説明し得るものである。 
②ニューツーリズムの時代：バブル経済からその崩壊へ 
 これに続くバブル経済前後（80～90 年代）は、所謂ハコモノ（観光施設）と地域資
源の商品価値とが観光行動を規定した時代である。バブル期においては地域外資本によ
るリゾート開発が活発に行われると同時に、ふるさと創生事業（88～89）による観光振
興を目的とした施設整備や温泉掘削など、自治体による観光資源開発も活発に行われた。
さらにバブルが崩壊すると、今度は荒廃した地域経済を立て直す切り札として観光振興
に注目が集まり、地域おこしの核としての施設や資源の再整備が進む。ただし、自治体
行政には観光開発の余力がなかったため、自ずと住民主体の観光まちづくりを志向せざ
るを得なかった。そうした経緯から、マス・ツーリズムに代わる地域住民主導型の新た
な観光形態としてのニューツーリズムの取組みが 90 年代に活発化するわけである。そ
して、現在の観光をめぐる趨勢は、一般にこの後者の住民主導型「着地型観光」の流れ
にあると理解されている。観光研究において、盛んに「ホスト」と「ゲスト」、「地域」
と「地域外」の役割について議論が展開され始めたのもこの時期である。さらに現在も
多くの関係者が「発地型観光」から「着地型観光」へ移行することが、地域振興の手法
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として重要であるとの見解をとっている。確かにこの「着地型観光」の議論は、「観光
商品を提供する側」を「地域外」から「地域内」へとシフトさせたという点で非常に重
要である。しかし、観光における「消費者」と「生産者」の二項対立による消費構造と
いう点においては、内外の主導権が逆転しただけで、従来の産業主義的発想の枠を一歩
も出ていないのが実情である。つまり、地域資源の商品化を通して消費行動としての観
光を位置づけるという意味においては、「発地型観光」も「着地型観光」も同様の発想
に依拠している。石森はこれらをまとめて「観光消費型アプローチ」と呼んでいる。 
③次世代ツーリズムの萌芽：情報インフラの台頭と「観光創造型アプローチ」  
 石森（2009）は上述したような流れが、2000 年を境に大きく変わりつつあると考え
ている。それは、交通インフラ、ハコモノ・地域資源に代わり、観光行動を規定する最
も重要な要素としてインターネットに代表される情報インフラが台頭してきたことに
よる大変革への胎動である。 
 石森らはこうした情報インフラの台頭が観光のあり方に与えた最も本質的かつ重要
な変化は、旅行者個々人が強力な情報発信ツールを得た点にあると考えている。つまり、
これまで観光に関する情報は、「発地型観光」であれば企業が、「着地型観光」であれば
地域の観光協会などが発信することが普通であり、旅行者が発信することはほとんどな
かった。 
 しかし情報インフラの整備が進むにつれ、こうした技術をいち早く身に付けた若い世
代を中心に、旅行者個々人が自らのブログやホームページで目的地に関する情報を発信、
相互参照をし始めた。さらに mixi に代表される SNS（ソーシャル・ネットワーキング・
サービス）は、旧来の地縁社会や職場社会では出会うことのなかった人々を、共通の趣
味のもとに結び付け、新たな観光に関するコミュニティの形成を促進した。こうして、
たとえばファン層が限定されるサブカルチャー的なアニメ作品など、それまで旅行会社
や地域社会が思いもよらなかった対象が観光の目的としてとりあげられるようになっ
ている。こうした状況の中、単に消費行動を行うのみならず、自らが観光の情報発信者
としてガイドブックを作成したり、現地でボランティアとしてイベントの運営や商品開
発に企画段階から携わったりする旅行者が現れるようになっている。  
 つまり、旅行者は単なる消費者ではなく、観光情報の発信者となり、観光を創出する
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作業に携わり始めたのである。まさにトフラーの言う「プロシューマー（prosumer）3」
＝「生産消費者」の登場である。「第三の波」＝「脱工業化社会」においては、生産者
と消費者との差異が技術革新によって尐なくなり、生産に関わる消費者として「プロシ
ューマー」が台頭するのである。また、これによって、マス・ツーリズム時代に定着し
た、「消費行為」としての「観光」、「商品」としての「地域資源」という概念自体が再
定義を迫られている。 
 情報インフラの発達と情報（コンテンツ）量の増大化・多様化により、文明史的に否
応なく、産業社会から情報社会への移行が促進される。そして当然のことながら移行に
ともない、観光を含む、社会のあらゆる分野が産業主義とは反対の原理で動き出す。す
なわち社会が以下のような方向に向かって、行動の価値原則を移行し始める。①規格化
→多様化、②専門化→一般化、③同時化→適時化、④集中化→分散化、⑤極大化→適正
規模化、⑥中央集権化→分権化、である。 
 このような背景で生まれてくる次世代ツーリズムは、図に示すように、これまでの観
光形態とは明らかに一線を画すものとなる。とくに、観光行動を支援するインフラ、情
報発信者、情報の内容・送受信の様式、観光振興に関わるコミュニティ、といった面に
着目すれば、まさにこうした変化は、「観光における情報革命」と呼ぶべきものになる。
そして、こうした状況では、旅行者自身がプロシューマーとして創造性を自律的に発揮
し、自ら旅の楽しみを発見し、生み出していくことが主流となる。石森はこれを、「観
光創造型アプローチ」と呼んでいる。 
 
２－２ 日本の観光立国政策 
 
２－２－１観光立国政策 
 
 2003 年は日本における「観光立国元年」といえる記念すべき年であった。日本では
長らく「観光」は国家的課題と見なされずに軽視されてきた。ところが、小泉純一郎首
                                                        
3
 消費者（consumer）と生産者（producer）を組み合わせた造語。アルビン・トフラーがその著
書「第三の波」（1980）の中で示した概念。自ら生産に関わるようになった消費者のこと。イ
ンターネットの普及により、同一の嗜好性を持つ消費者に対してきめ細かな、カスタマイズ型
の製品供給を行うことが可能となったことにより、その存在がマーケティングの面でも注目さ
れるようになっている。 
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相の登場によって、観光をめぐる状況が大きく変化した。小泉首相の主宰で 2003 年 1
月に「観光立国懇談会」が立ち上げられ、観光立国時代の幕が開けられた。  
 小泉政権のもとで、日本政府は 2003 年に観光立国懇談会の提言を受けて、「観光立国 
宣言」を行い、国土交通大臣を「観光立国担当大臣」に任命した。それにともなって、
各省庁は「住んでよし、訪れてよしの国づくり」をスローガンにして、観光立国に関連
する各種の施策や事業を積極的に展開している。小泉首相の「観光立国宣言」以後、「観
光」は重要な課題として捉えられ、ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）をはじ
め、ニューツーリズムなど数年の間に多くの観光施策が企画され、2008 年 10 月には国
土交通省の外局として観光庁も発足した。 
 小泉首相の登場によって、日本における観光立国への取組みは加速度的に向上し、こ
れまであまり重視されてこなかった観光が「国策」として認められる契機となった。2006
年 12 月 13 日の参議院本会議において、議員立法による観光立国推進基本法（図 3）が
可決・成立し、2007 年 1 月 1 日より施行された。この法律において、観光は 21 世紀に
おける日本の重要な政策の柱として初めて明確に位置づけられた。 
図 3 観光立国推進基本法概要 
 
出典：国土交通省観光庁 
 
  そして、この基本法に基づいて政府が観光立国の実現に関するマスタープランであ
る「観光立国推進基本計画」を策定した。 
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 訪日外国人旅行者数を平成22年までに1,000万人にすることを目標とし、将来 
的には、日本人の海外旅行者数と同程度にすることを目指す。【平成18年：733万人】 
 我が国における国際会議の開催件数を平成23年までに5割以上増やすことを目標と
し、アジアにおける最大の開催国を目指す。【平成17年：168 件】 
 日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数を平成22年度までにもう1泊増や
し、年間4泊にすることを目標とする。【平成18年度：2.77 泊】 
 日本人の海外旅行者数を平成22年までに 2,000万人にすることを目標とし、国際相
互交流を拡大させる。【平成18年：1,753万人】 
 旅行を促す環境整備や観光産業の生産性向上による多様なサービスの提供を通じ
た新たな需要の創出等を通じ、国内における観光旅行消費額を平成22年度までに30兆円
にすることを目標とする。【平成17年度：24.4兆円】 
資料：国土交通省観光庁 
 「観光立国推進基本計画」の中で、日本の観光ビジネスにとっての最重要課題は訪日
外国人旅行者の数を増やすことであると認識されている。 
 観光立国推進基本計画に掲げられた訪日外国人観光者数の目標数値は官民一体の訪
日観光推進運動（VJC）が掲げていた目標数値である。基本計画には、それがそのまま
取り込まれた。 
 そして、2009 年 9 月に発足した鳩山内閣は、今後の日本の経済成長分野の柱に観光
を位置づけており、国土交通省においては、前原国土交通大臣のイニシアティブの下、
2009 年 10 月に国土交通省成長戦略会議を立ち上げ、観光分野の成長戦略について具体
的な方策の検討を開始した（＝「2010 年に 1,000 万人を確実に達成、2013 年に 1,500 万
人、2016 年に 2,000 万人、2019 年に」2,500 万人、そして将来 3,000 万人へ」とする「訪
日外国人 3000 万人プログラム（仮称）」（図 4））。また、2009 年 12 月には、前原国土交
通大臣を本部長とする観光立国推進本部が発足し、政府全体で観光立国の推進を図って
いく体制が整えられたところである。日本政府はこうした一連の動きを踏まえ、中国を
はじめとする東アジア市場に重点を置き、PDCA サイクルを活用した効果検証を徹底さ
せた訪日旅行促進事業の展開、地域が主体的に取り組む観光地づくりに対する支援など
に重点を置いた内容とし、成長戦略の策定を踏まえ、効果的な観光施策を展開していく。 
 計画期間における基本的な目標 
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図 4 訪日外国人 3000 万にへのロードマップ 
 
出典：国土交通省観光庁 
 
２－２－２ 「観光立国」取組みの意義と背景 
 
 日本を取り巻く社会経済環境は、本格的な人口減尐・高齢化社会の到来、GDP の約
1.7 倍の長期債務を抱えている財政等、大変厳しい状況にある。このような中、将来に
わたって持続可能な国づくりを進めるためには、日本の人材・技術力・観光資源などの
優れたリソースを有効に活用することが重要である。このため、地域経済の活性化、雇
用機会の創出、国際相互理解の増進等に資する観光立国の実現は、日本の 21 世紀の国
づくりの柱として、今後ますます取り組みを強化することは疑う余地がない。 
 観光立国の意義について、国土交通省観光庁が主張している 4 つの観点を紹介したい。 
①国際観光の推進は日本のソフト・パワーを強化するもの。諸外国との健全な関係の構
築は国家的課題であり、国際観光を通じた草の根交流は、国家間の外交を補完・強化し、
安全保障にも大きく貢献できる。 
②観光は尐子高齢化時代の経済活性化の切り札。尐子高齢化で成熟した社会には、観光
振興は交流人口の拡大、需要の創出による経済の活性化に役立つ。 
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③交流人口の拡大による地域の活性化。地方においては地域振興策の新たなアプローチ
が必要である。観光による交流人口の拡大は地域経済の起爆剤となる。集客力のある個
性豊か地域づくりは、各地域の自主・自律の精神も促す。 
④観光立国による国民の生活の質の向上。退職期を迎える団塊の世代は、新たな生きが
いを模索している。観光交流の拡大は、特に団塊世帯の精神活動を含めて生活の質の充
実に貢献できる。観光立国の推進は、日本の歴史・文化的価値を再認識するプロセスで
あり、日本の魅力の再活性化にもつながる。 
 日本政府が観光立国を唱えるようになった具体的な背景として、中央三井トラスト・
ホールディングスの貞清栄子（2007）の指摘が挙げられる。それは、①グローバリズム
による世界的な人の交流の拡大（日本はその果実を獲得できていない）、②国内人口の
減尐による内需の頭打ち、及び観光を基軸にした地域再生への対応、③観光産業の経済
効果の大きさ（重要性の再認識）という 3 つがあげられる。 
①については、世界観光機関（World Tourism Organization：以下 WTO）によれば（図
5）、国際観光客（各国が受け入れた外国人旅行者）数は、1990 年の 4.4 億人から 2006
年には 8.5 億人と倍増しており、2020 年には 15.6 億人にまで増加すると予測されてい
る。国際旅行観光収入（各国の国際旅行収入受取額）も、90 年の 2,640 億ドルから 2006
年には 7,330 億ドルと約 3 倍になっており、こうした果実を獲得できれば、内需の拡大
に大きく貢献する。 
図 5 国際観光客数および国際観光収入の推移 
 
出典：WTO「Tourism Highlights 2007 Edition」 
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②については、日本はすでに 2005 年の 1 億 2,777 万人をピークに人口減尐過程に入っ
ており、特に尐子高齢化の影響による生産年齢人口(15～64 歳)の大幅な減尐で、地域経
済が衰退することが懸念されている。経済産業省「2030 年における地域経済規模予測」
によれば（図 6）、2000 年から 2030 年の 30 年間で、全 269 の都市雇用圏のうち、人口
が増加するのは、東京都市雇用圏のみで、30％以上減尐すると予想される地域が 40 ヶ
所もある。また、経済規模(域内総生産)についても、経済規模が拡大するのは、大きな
都市雇用圏を中心に 35 の都市雇用圏のみで、2000 年から 2030 年の 30 年間で域内総生
産が 30％以上縮小すると予想される地域が 11 ヶ所あり、いずれも人口が大きく減尐す
る地域である。地域再生には、交流人口の拡大による（域外需要の取込み）活性化が不
可欠であり、観光がその成否を握っているといえる。 
図6 2030年における人口・経済規模予測 
 
出典：中央三井トラスト・ホールディングス 調査レポート2008/冬No.64 p.18. 
③については、国土交通省「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究Ⅶ」によれば、
2006年度の国内旅行消費額4 (最終需要)は23.5兆円であるが、この23.5兆円の旅行消費額
が生み出す生産波及効果(国内産業の売上高)は52.9兆円、国内生産額（2000年産業連関
表:949.1兆円）に占める割合は5.6％に相当する。特に注目されるのは、旅行消費による
生産誘発係数（1次波及効果の乗数）が1.72と大きいことである。これは公共事業投資
（1.96）や科学技術関連投資（1.63）、情報化投資（1.86）に匹敵する（平成20年版観光
白書より）値である。産業別にみると、旅行消費額は、運輸業（6.4兆円）、宿泊業（3.6
                                                        
4
 （国内旅行消費額(2006 年度)の内訳は、宿泊旅行：15.7 兆円（66.6％）、日帰り旅行：4.7 兆
円（20.1％）、海外旅行(国内収入分)：1.7 兆円（7.4％）、訪日外国人旅行：1.4 兆円（5.8％）と
なっている。） 
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兆円）など観光に直接関係する産業が多いが、2次的な生産波及効果まで含めてみると、
農林水産業や食料品産業、卸・小売業など他産業への波及効果が大きくなっている。ま
た、雇用誘発効果でみても、卸・小売業や農林水産業が多くなっている（図7)。 
図7 旅行消費の経済効果 
 
出典：中央三井トラスト・ホールディングス 調査レポート2008/冬No.64 p.19. 
 
 以上の三点に加えて、流通科学大学の横山斉理（2010）の「日本の地域において産業
の空洞化が進みつつあることと関連する」という主張も、日本政府が観光立国をうなえ
るようになった具体的な背景としてあげられる。横山斉理（2010）によると、近年、日
本では人口が大都市に集中することによって、地域の疲弊が生じている。それにともな
って地域産業の空洞化が進行している。こういった状況下で、インバウンドの観光は、
地域に海外からのお客さんを呼び込み経済の活性化を促す可能性があるという点で、従
来の地域産業に変わる新たな産業育成として期待されている。 
 
２－３ 世界および日本の観光市場の現状 
 
 本項では、諸外国の観光環境について日本と比較を行い、観光の現状を俯瞰的に把握
することにより、課題を分析し、戦略的な取組の方向性を検証する。 
 
２－３－１ 世界の観光市場の現状と観光市場を取り巻く環境 
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 過去数十年間、観光は世界で最も重要な産業のひとつとして発展を遂げてきていた。世
界的な生活水準の向上や、科学技術の発展などによって海外旅行者の数は著しい増加をみ
せている。旅行者数の増加に伴い観光収入も大きく伸びている。日本政府観光局（JNTO）
国際観光白書 2009 年版の内容によると、2008 年の世界の国際観光客到着数は、9 億 2,181
万人（前年度比 1.9％増）、国際観光収入は 9,444 億米ドル（前年度比 10.2％増）となっ
ている。世界観光機関（UNWTO））の予測では、到着客数は 2020 年までに 16 億人に達
する。また、行き先については、アジア、大洋州、中東、アフリカ地域の割合が伸びて
いる。多くの国では国際観光収入が重要な外貨収入源となっており、また同時に雇用や
開発機会を創造するなど、他の産業への波及効果が高いため、観光はどこの国において
も期待される産業となっている。世界旅行産業会議（WTTC）による予想では、2009 年
度には全世界の関連産業、関連投資、税収を含む観光産業の経済規模（総生産）は世界
の国内総生産（GDP）の約 9.4％に相当する 5 兆 4,740 億米ドルに達する見込みである。 
 21 世紀に入り、世界の観光を取り巻く環境では、同時多発テロ（平成 13 年）、重症
急性呼吸器症候群（SARS）（平成 15 年）、新型インフルエンザの発生（平成 21 年）、
そして世界的な金融危機（平成 20 年）など、大きなマイナス要因となる事件が発生し
てきたが、観光客数は増加を続けている。また、今後も国際観光市場は拡大を続けると
予測されており、世界観光機関(UNWTO)が平成 12 年に発表した「Tourism 2020 Vision」
は、平成 32 年の国際観光客数を 15 億 6,100 万人と推計している。特に、東アジア・太
平洋地域を訪れる旅行者数は、平成 22 年から平成 32 年にかけて年平均 7.4%と最も高
い伸び率で増加を続け、平成 32 年には、平成 22 年の約 2 倍の 3.97 億人となり、世界
の全旅行者の 25.4%を占めると推計している（図 8）。 
図8 国際観光到着客数の年平均伸び率予測/国際観光到着客数の予測 
 
出典：観光白書 平成22年版  
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 世界の国別の外国人観光客の受入状況を見ると、受入の上位5ヶ国は、フランス、ス
ペイン、アメリカ、中国、イタリアとなっているが、各国とも近隣の国・地域からの受
入が多い（図9） 
図9 外国人観光客受け入れ数の現状 
 
出典：観光白書 平成22年版  
 
２－３－２ 日本の観光市場の現状（インバウンドの観光） 
 
 2003 年４月から始まったビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）以降、海外から
日本を訪れる観光客の数は、2003 年の 521 万人から順調な増加をみせ、2008 年には 835
万人（世界第 26 位、アジア第 6 位）と過去最高人数を記録した。しかしながら、同年
秋のリーマン・ショックを契機とした世界同時不況や円高に加え、新型インフルエンザ
の流行等により、2009 年の訪日外国人観光客数は 679 万人、前年比では、18.7％激減と
大阪万博の反動で大幅に減尐した 1971 年（同 22.6 減）以来の落ち込みとなった（図 10）。 
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図 10 訪日外国人旅行者数の推移
 
出典：日本政府観光局（JNTO） 
 日本政府観光局（JNTO）が 2010 年１月 26 日に発表した出入国者数の速報値による
と、2010 年の訪日外国人旅行者は前年に比べ 26.8％増の 861.2 万人だった。一方、出国
日本人は 7.7％増の 1663.7 万人で 4 年ぶりに前年を上回った。 
 訪日外客数は、世界規模の景気の回復や新型インフルエンザの影響などで 6 年ぶりに
落ち込んだ前年の反動もあり、大阪万博のあった 70 年の 40.4％増に次ぎ 2 番目に高い
伸びとなった。（トラベルニュース 2011 年 2 月 1 日の記事より） 
 訪日外国人旅行客の内訳をみると（図 11）、地理的距離が近いということもあって、
アジアからの旅行客が 7 割以上を占めた。アジアの中でも特に韓国が多く、最も訪日数
が多かった 2007 年には 260 万人と、全体のうち実に約 3 割超を占めていた。しかしな
がら、世界的な景気悪化、ウォン安を受けて、2009 年には、159 万人、全体に占める割
合は 23％と大幅に縮小した。また、韓国に次いで訪日数が多いのが台湾であるが、人
数としては緩やかに増加しているものの、シェアは趨勢的に縮小傾向にある。一方、人
数、シェアともに大幅に拡大しているのが、中国である。 
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図 11 訪日外国人旅行客の国別シェアの推移 
 
出典：日本政府観光局（JNTO） 
 
 しかしながら、外国人旅行者受入数の国際ランキングをみると（図 12）1 位はフラン
スで、日本の約 9 倍以上の 78,449 万人もの外国人を受け入れている。日本の 835.1 万人
は世界で 28 位、アジアの中で 6 位であり、世界、アジアとも、平成 19 年と同順位となり、
中国、マレーシア、香港、タイ、マカオといった国・地域には及ばない状況が続いている
のが現状である。 
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図 12 諸外国の外国人旅行者受け入れ数の国際ランキング（平成 20 年） 
 
出典：国土交通省観光庁 「観光白書」平成 22 年版 
 
 訪日外国人観光客が尐ない原因として、浅羽（2011）は次の二点を指摘している。 
①「工業立国・経済大国」のひずみ 
 日本は世界的にアピールできるような自然観光資源に必ずしも恵まれていない、  
国際的な有名な歴史・文化遺跡を豊富うに擁してはいない。しかも、沖縄地方を除き、陽
光に恵まれた南国の地は尐なく、かつ日本旅行は何しろ価格が高いとのイメージが出来上
がっている。陸続きでない島国であることも障害となっており、さらに所得水準の最も高
いヨーロッパや北米地域から遠く離れているという地理的ハンディーも背負っている。し
かし、世界的にみて国際観光の競争力が極端に弱いのは、こうした上記に示したさまざま
な要因もさることながら、むしろ戦後日本がひたすら推し進めてきた「工業立国・経済大
国」の裏返しと言ったほうが適切である。日本が目標としてきたアメリカに追いつき・追
い越すためには、官民一体となって総力をあげて工業力の向上を図ることが必要であり、
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他の分野は、すべてそのためのサポート・補助としての副次の役割を担うに過ぎなかった。
その結果、日本は名実ともにドイツと並んで工業大国・経済大国となり、その産物たる工
業製品の輸出によって、農産物・石油をはじめとする第 1 次生産品はもとより外国観光の
費用さえもすべて賄うことが出来た。これまで日本は外国人観光客の誘致・国際観光収入
の獲得にほとんど関心を示さなかったが、それは上記のような事情により、観光の競争力
を高める必要がなかったためである。 
②インバウンド観光政策の不在 
 それ故にまた、世界中の外国人観光客を日本に迎え入れるための、インバウンド観光政
策が政府より積極的かつ具体的に実現された形跡は、21 世紀のごく最近に至るまでほとん
どなかった。しいてあげれば旧運輸省が 2005 年までに、訪日外国人旅行者数を 700 万人に
増加させることを目指し、1996 年 4 月に「ウェルカムプラン 21」を発表したこと、更に観
光政策審議会が 2007 年までの訪日外国人観光数を上方修正し、800 万人とする「新ウェル
カムプラン 21」を、2000 年 12 月に答申したことぐらいであった。外国人観光客を多数迎
え入れ、国際観光収入を増大させる、すなわちインバウンドの観光政策の意図は、20 世紀
を通じ、ほとんど皆無に近かった。 
 ところが、20 世紀末に入ると、事態は一変しはじめた。これまで目標としてきた北アメ
リカの工業の国際競争力が著しく低下し、今や工業に代わって教育や金融・保険、特許な
ど使用料、コンピュータ・情報サービスに加え国際観光が新たな経済の柱に成長してきた
からである。他方、日本の工業もまた、20 世紀の後半から 21 世紀初頭の、いわば世紀転換
期にあって、21 世紀最初の世界の工場中国の飛躍・台頭により、にわかに危うくなってき
ていた。しかも、それは工業国家としてのピークが過ぎ、かなり早いスピードで工業の空
洞化・サービス経済化が目立ちはじめてきた日本の状況と軌を一にして進行しはじめてい
た。地域ひいては日本全体の経済の復活・再生のための一環として、訪日観光客の誘致と
あわせ、観光産業の育成・振興が日本にあっても焦眉の課題となってきたのは、以上のよ
うな事情に鑑みると理解できるとことであろう。 
 この課題の解決にあたっては、まさに今日の日本の魅力5を発見し、創造し、海外に発
信することで外国人観光客を誘致する「観光立国」政策が有効である。  
                                                        
5
 観光立国懇談会報告書（骨子）：日本の魅力は 1.「自然との共生を図り、美を追求すること」
2.「伝統的なものと現代的なものが共存していること」3.「産業的な活力と文化的な香りが共
存していること」4.「日本的なものと西洋的なものが並存していること」5.「自然の景観に恵
まれていること」6.「社会の治安と規律が保たれていること」 
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 ここで、日本の観光産業の現状について概観したい。2008 年度の国内旅行消費額は、
国内の宿泊旅行など国民による旅行分が約 22.2 兆円、訪日外国人旅行分が約 1.3 兆円、
合計約 23.6 兆円であった。この旅行消費額が日本経済にもたらす直接的な経済効果は
11.5 兆円（付加価値誘発効果、名目 GDP の 2.3％）であり、雇用誘発効果が 220 万人（全
就業者数の 3.4％）と推計されている。さらに、この旅行消費がもたらす間接的な効果
を含めた生産波及効果は 51.4 兆円（国内生産額の 5.3％）、付加価値誘発効果は 26.5 兆
円（名目 GDP の 5.3％）、雇用誘発効果は 430 万人（全就業者数の 6.7％）に及ぶと推計
されている。その生産波及効果や雇用誘発効果は、運輸業、宿泊業など観光に直接関連
する産業だけでなく、農林水産業や小売業などにも広く及んでおり、観光産業の裾野が
広いと指摘される所以である。 
 国内旅行消費額は今のところ、大方が国民旅行によって発生しているが、日本は 2005
年から人口の減尐が始まっており、中長期的には国民旅行市場の縮小が懸念されている。
「新成長戦略」が掲げる休暇取得の分散化などによる国内観光需要の喚起で国民旅行消
費を維持しつつ、外国人旅行者の増加による旅行消費の増大で補うことにより、国内旅
行消費全体を今まで以上に高めることが期待されている。 
 経済活性化策として期待が集まる観光であるが、現状の観光産業の日本経済への貢
献度は決して大きいものとはいえない。日本の観光 GDP6は 9.3 兆円と推計され、これ
は日本の 2008 年度名目 GDP（497.7 兆円）の 1.9％を占める。観光雇用（「観光雇用」
（Tourism Employment）は、観光産業における雇用者数のこと。）は 2007 年度就業者数
6,445 万人の 2.9％に相当するが、これは TSA での数値を発表している国の中ではもっ
とも低いシェアであり（図 13）、拡大する余地は大きいと言える。 
 
 
 
 
 
                                                        
6
 Tourism Gross Domestic Product 観光産業が作り出す付加価値であり、観光産業を構成する各
産業の付加価値のうち観光に対応する額（＝付加価値×観光シェア）を積み上げた数値として
捉えられる。国際比較に際しては、観光経済を計測する手法の国際基準である TSA（Tourism 
Satellite Account）に基づく指標を使用している。「観光 GDP」とは、観光産業が作り出す付加
価値で、観光産業の範囲に土産品や日用品などの購入は含まれない。 
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図 13 観光 GDP・観光雇用の国際間比較 
 
出典：国土交通省観光庁 『観光白書』平成 22 年版 
 
２－４ 訪日中国人観光客 
  
 日本の観光産業のさらなる発展のために、中国人観光客を誘致することが非常に重要
だと筆者は考えている。 
 本項では最新の中国の観光市場におけるアウトバウンドの特徴および中国人の海外
観光活動に関して考察を行い、本稿の論述の前提とする。とくに近年の訪日中国人観光
客の観光動向を注目し、彼らの消費習慣と消費行動などの特徴を把握したい。 
 
中国では社会主義体制のために、中国人の国外への観光は、中国政府と外国政府とが
相互に承認した国へし認められていない。一般的な観光旅行として団体で国外に行くこ
とが解禁されたのは1997年（それ以前は、ビジネス、留学、親戚訪問のみ許可されてい
た）からである。また、特定の地域住民のみを対象に観光ビザを発行するケースもある。
日本は、2000年に北京市、上海市、広東省の住民を対象に観光ビザの発行を始めた。全
土を対象としたのは2005年である。そして、訪日団体観光旅行では、日本国内での失踪
事件発生を防止するため、日中双方が指定する旅行会社のみが訪日旅行を取り扱えるこ
ととし、事件発生時には旅行会社にペナルティを科す制度が設けられた。そのため、ツ
アー参加に際して旅行者は、保険として多額の保証金を求められる上、全旅行日程中、
添乗員の目の届く範囲での団体行動を強いられるため、観光をゆっくり楽しむことが難
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しいとの課題が指摘されていた7。 
  2009 年 7 月、「十分な経済力を有する者」8との要件を満たす富裕層に限って、個人
観光ビザが解禁された。個人観光旅行で来日した中国人富裕層が示した高い購買力は、
驚きをもって迎えられた。更なる訪日中国人の増加と消費拡大への期待から、2010 年 7
月「一定の職業上の地位及び経済力を有する者」9（中間層）へと要件が緩和された。
発給申請を受け付ける在外公館についても、北京、上海、広州での限定から、全公館へ
と拡大した。これにより、個人観光ビザの発給対象がこれまでの約 10 倍、約 1600 万世
帯にまで広がった。 
 経済成長による中産階級の増加、所得水準の向上から、中国人による海外観光は増加
している。ブランド品が大好きで金払いが良い、一方でマナーの悪い中国人観光客は、
各地で良く悪くも注目されている。こういった背景を踏まえて上で、以下は中国の観光
市場及び中国人観光客の具体像を見ていく。 
  
２－４－１ 中国の観光市場におけるアウトバウンド市場の特徴 
 
 中国のアウトバンド市場の特徴 
 中国旅行研究院最新の研究成果『中国出境旅行発展年度報告 2011』によると、2010
年の中国のアウトバウンド市場では六つの特徴が顕在化している。 
 
①アウトバウンド市場の規模が継続に拡大しつつある。 
 2010 年には中国人の海外旅行人数は 5739 万人を記録し、前年より 20.4％増加して
                                                        
7菊池礼仁「地方都市への中国人訪日観光客の誘致について」『Clair Report』334 号, 2008.12.15, 
pp.10-11.（http://www.clair.or.jp/j/forum/c_report/pdf/334.pdf）なお、2006 年 7 月に日本側取扱旅
行会社が実施するオプショナルツアーへの参加、2008 年 3 月に 2 名からの家族旅行が認められ
たものの、引き続き自由行動は認められなかったという。 
8外務省は当初、「一定の条件を満たす個人観光客」とだけ発表していた（外務省プレスリリー
ス「中国人の訪日個人観光」2009.6.29.また、外務省が公式に認めたものではないが、収入要件
について、「運用上 25 万元（約 350 万円）程度」と報道されてきた（『国土交通省メールマガ
ジン』403 号, 2010.5.21. 
9外務省プレスリリース「中国人への個人観光査証」2010.5.18.なお、より具体的には、「1）大
手のクレジットカードの「ゴールドカード」を保有、2）官公庁や大企業の課長級以上、3）年
収数万元以上の安定収入―などの条件を総合的に判断」し、「世帯主が条件を満たせば 2 親等
以内の家族の単独渡航も認める」と報道された（「千客万来？―中国人観光ビザ緩和」『日本経
済新聞』2010.5.19.）。 
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いる。「私用出境」の比率のさらなる上昇に対して、「公用出境」の比率は中国旅行研
究院が統計を実施して以来、初めて 10％未満の 9.92％に下落した。 
②解禁された海外デスティネーションが継続に増加し、ビザの申請はより便利になる。         
中国国民が自費で申請可能な海外デスティネーションとして認められている国・地
域は 140 である。同時に、数多くの国・地域は中国の観光客にビザ申請のハードルを
低くしている。例えば、ヨーロッパ 25 ヶ国は中国人を対象とする、ビザ申請の利便化
とビザの申請費用の低減化を推進する EU ビザ法典を実施している。ドイツはネット
予約システムを開通させ、韓国の法務部は『中国人観光客のビザ発行条件の緩和法案』
を提出した。そして、日本でも 2010 年 7 月より、観光などを目的に訪日する中国人の
個人観光ビザ発給条件が、大幅に引き下げられた。 
③観光安全問題はより注目され、旅行保険の標準化が加速しつつある。  
 台湾蘇花道路の重大交通事故、アイスランドの火山の噴出、中近東地域の突発事件
などの発生を原因として、海外観光の安全問題はますます中国人観光客に重要視され
る。こうした背景の中、2010 年 10 月 29 日に、中国とロシアは旅行保険に関する合作
協定を結び、外国との旅行保険体制の融合を推進している。さらに 2010 年 11 月 8 日
には、中国で『旅行社責任保険管理方法』が可決され、海外旅行保険の法律根拠が全
面的更新された。 
④観光消費が大幅に増加し、海外での支払い方法は便利になりつつある。  
 2010 年、中国人が海外旅行先で支払う国際観光支出額は 480 億ドル、前年より 14％
増加して、世界第４位となっている。とりわけ、ショッピングは国際観光支出額増の
要因となる。そして、2010 年まで全世界で 98 ヶ国（地域）で銀聯カード10が使えるよ
うになり、海外でのクレジットカードの決算サービスは日々改善しつつある。そして、
中国旅行研究院の研究結果によると、2011 年も中国の海外旅行市場は継続的かつ高速
に発展する。その結果、アウトバウンド数は更に 13％上昇し、国際観光支出額は 550
億ドルを突破するという。 
⑤クルーズ観光と島観光は人気選択肢となりつつある。 
 2010 年、クルーズで海外観光に行った中国大陸の観光客は 79 万人に達し、前年同期
と比べて、20.1％増になる。中国旅行研究院と携程旅行網（中国最大のネット旅行サ
                                                        
10
 「銀聯」（ぎんれん）のロゴがあるキャッシュカード及びクレジットカードは「銀聯カード」
（银联卡/銀聯卡）と呼称されている。 
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ービス会社）の調査によると、2010 年の人気海外デスティネーションランキングの上
位 10 位（香港、ソウル、シンガポール、東京、バンコク、プーケット島、済州島、バ
リ島、マレーシア、カンボジア）のなかで、島をデスティネーションとするのはタイ
のプーケット島、韓国の済州島とインドネシアのバリ島の三つある。この結果から、
島観光は中国人観光客にとって魅力的な選択肢だと言える。 
⑥2010 年の国際観光の満足度が 2009 年より上昇している。 
 中国人観光客の 2010 年の国際観光の満足度は 90.22 点で（100 点満点）、2009 年（87.83
点）より国際観光に満足していることは明らかである。国際観光の内容のなかでは、
宿泊とデスティネーションのサービスがもっとも重要視されており、それらに対する
評価も比較的高い。しかしながら、現状ではアウトバウンド客のショッピングと飲食
に関するサービスの評価が比較的に低い。 
 
 以上の内容から見ると、短期間で観光者が大きく増加した背景には、私用による「出
境旅行」者数の急増がある。「公用」旅券による観光は、一般的に政府による派遣・研
修が中心であるが、私用の「出境旅行」は、「私用」旅券を利用するもので、海外での
長期滞在、親族訪問、自費留学、観光等を主な目的としている。中国経済の高速発展に
より、中国のアウトバウンド市場は今後も引続き高速成長期にあると判断できる。また、
2010 年の国内観光の満足度の 80.05 点であるのと比較して、先ほど示した 2010 年の国
際観光の満足度は 90.22 点とははるかに高く、中国人観光客の海外旅行志向が窺える。
中国人観光客は海外旅行中の購買力が高いため、「観光立国」を掲げる海外諸国にとっ
て、この結果は非常に魅力的であろう。 
 
 中国人の海外観光（「出境旅行」）の形態 
 中国人の海外観光（出境旅行）は、「香港・マカオ・台湾以外に住む中国国民が、香
港・マカオを含む外国へ行く旅行」と定義される。「出境旅行」は、さらに「香港・マ
カオ旅行」、「国境旅行」、「海外旅行」の 3 つに大別される（中国国家旅游局，1997）。
中国人観光客を誘致するために、まずは彼らの海外観光の経緯を概観する必要がある。
ここでは、考察の前提として、中国人の「出境旅行」について概説を行ったうえで、と
くに「海外旅行」の現状について、制度的な面からの考察を行う。 
①香港・マカオ旅行 
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 「香港・マカオ旅行」は、広東省、福建省（この 2 省は中国で有名な僑郷としている）
などに住む中国人の親族訪問から発展してきたものである。「香港・マカオ旅行」は、
1983 年 11 月 15 日に、広東省の旅行会社が広東省の住民を対象として、香港・マカオ
地区の親族を訪問するための「香港・マカオ親族訪問ツアー」を設定したのが最初であ
る。ただし、訪問先に居住する親族が香港での旅行費用を負担することが条件とされ、
ツアーの参加人数も限定された。 
 その後 1992 年には、中国国務院が、福建省の海外旅行会社による香港・マカオ親族
訪問旅行等を認可し、これを契機として香港・マカオ親族訪問旅行が中国全土で解禁さ
れた。1996 年には毎日平均で 900 人以上、年間 30 万人以上の中国人が本土から香港・
マカオを訪れるようになっている。 
 現在では、中国各地 38 都市からの個人旅行が解禁され、香港・マカオへの旅行者数
は毎年大きな割合で増加し続けている。中国人の「出境旅行」において初めて個人旅行
が解禁されたことで、今後、個人旅行の志向が増加し、旅行形態の多様化も進行するこ
とが予想される。 
②国境旅行 
 「国境旅行」とは、「指定された旅行会社の手配により、中国国民及び隣接する国の
国民が、グループで指定された国境のゲートから出入国をするもので、双方の政府の決
定した区域と期間内で行う旅行」とされる（中国国家旅游局，1997）。  
 「国境旅行」の手続きは次節で説明する「海外旅行」よりも簡便で、中国人の「国境
旅行」参加者は、通常のパスポートの代わりに、「出入国通知証明書」を提出すること
で出国が可能となる。また、「海外旅行」と比較して費用が安価で、沿岸部より平均所
得が低い内陸部の省からも旅行者を集めている。 
 これらの旅行者の旅行目的としては、観光のほかに、買い物、国境貿易などが挙げら
れるが、「国境旅行」が行われる地域によって、旅行の特徴に大きな違いがみられる。
鐘・郭（2001）によれば、北朝鮮への「国境旅行」は、その目的は観光が多くを占め、
ベトナム・ラオス・ミャンマーなど東南アジアへの「国境流行」は、観光のほかに買い
物も主要な目的となっている。これらの「国境旅行」における旅行者の流動は中国から
隣国へと向かう流れが主で、国境地帯に住む中国人の経済発展や、尐数民族との交流を
促進するために存在しているという側面が強い。 
 一方、ロシアとの国境では、主に買い物や貿易が行われ、旅行者の流動は双方向的で
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ある。近年では、ロシアから中国を訪れる旅行者が増加するなど、従来の「国境旅行」
とは異なる様相を呈している。 
③海外旅行 
 中国人の「海外旅行」は、「香港・マカオ旅行」や「国境旅行」から尐し遅れて認め
られた旅行形態である。この旅行形態は、査証の種類によって、観光旅行、商用旅行、
親族訪問旅行などに下位分類される。 
 観光を目的とした「海外旅行」は、香港・マカオやヨーロッパの一部地域を除いて、
団体旅行の形式しか認められていない。また、渡航先は、旅行者が自由に選択できるわ
けではなく、「海外旅行目的地（Approved Destination Status：ADS）」として中国政府
の承認を受けた国・地域に限られる。 
 「海外旅行」の認可の経緯は、以下の通りである。1990 年 10 月、中国国家旅游局な
どが「我が国国民の東南アジア三ヶ国観光に関する管理条例」を発表し、シンガポール・
マレーシア・タイの 3 ヶ国に個人旅行をすることが認められた。当時の海外旅行では、
管理条例の適用は親族訪問旅行のみに限られており、海外の親族が旅行者の保証人とな
ることや、海外で発生する旅行費用を支払うことなどが規定されていた。つまり、東南
アジアに親族を持たない中国人は、旅行すること自体が認められていなかったのである。
また、「海外旅行」者数は中国政府によって管理されていたため、海外旅行の経営認可
を受けていた旅行会社は旅行の参加者数を一定限度以上に増やすことができず、無許可
で海外旅行業務を行う会社も現れた。このため、海外旅行市場の整備を目的として、1997
年 3 月には、国家旅游局と公安部によって「中国人海外自費旅行管理に関する暫定条例」
が発表された。この条例によって、旅行会社の海外旅行業務に対する管理が強化され、
同時に、海外旅行市場の整備も本格的に進められた。 
 なお、2011 年 1 月 1 日現在、中国政府によって「海外旅行」のデスティネーション
として認められている国・地域は 140 である。 
 
 中国人の海外観光におけるデスティネーションの選択行動と特徴  
 本稿は日本の観光市場への中国人観光客の誘致を目的としているので、ここでは、私
用の「海外旅行」、とくに観光目的の旅行について検討したい。 
 中国からの海外旅行者の増加に伴い、中国人観光客のデスティネーション選択行動に
関する研究も増えている。様々な分析結果のなかに、次の二つの特徴が多くの先行調
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査・研究で指摘されている。  
（1）中国人観光客は、知名度の高い都市・地域、特に中国と違うもの（制度・文化・
景色）を有するところを選好する。デスティネーションの内在的な魅力よりも、知名度
や奇異さなど表面的な要素を重視する傾向がある（Zhou, King & Turner, 1998; Keating 
and Kriz, 2008）。  
 こうした旅行先選好傾向が形成された背景について、多くの議論があったが、①海外
有名地に訪問したことを周囲に自慢したがる虚栄心、②長期間の鎖国への反動、③集客
しやすい有名地めぐりツアーを重視する旅行社の企画・経営方針、などの要因による影
響が大きいと考えられる。  
（2）中国人観光客は、ショッピングを旅行活動の重要な一環として非常に重視してお
り、ブランド商品や実用性の高い電子製品、特色のある記念品などを買いやすい都市を
含む旅行スケジュールを選好する。なお、一部の研究は、ショッピングが中国人観光客
の旅行先選択の重要な要因だと強調するとともに、旅行目的や旅行形態、および旅行者
の性別、年齢などによって、ショッピングの重要性と旅行先に関する選択行動はかなり
違うと指摘している（Lehto, Cai, O‟Leary and Huan, 2004）。  
 周知の通り、中国は「世界の工場」であり、海外旅行者の大半を送り出している沿海
都市における商品の豊富さは先進国並みである。にもかかわらず、なぜ観光客にとって、
海外でのショッピングがこのように重要視されているか。その理由として、①中国は「関
係」（親戚や友人、職場の上司・同僚、学校の先生、病院の医者などとの絆）を重視す
る人情 社会であり、旅行先で購入した物品を関係者に贈る「お土産文化」が根強いこ
と、②先進国製品の品質とブランド力（特に最先端電子製品、化粧品、洋服・かばん、
医薬製品など）は国産製品より高く評価されること、③一部の商品について、海外では
中国よりも安く購入できること、④（前述したように）海外で購入した商品を周囲に自
慢できること、などが挙げられる（日本政府観光局、2010b）。 
 注意すべきは、中国は、地域間の経済･文化の相違が非常に大きい大国だという点で
ある。居住地域によって、観光客の旅行先選択行動がかなり違う可能性がある。また、
中国は、急速な経済成長とともに、さまざまな面で変化しており、当然ながら、国民の
消費需要と行動パターンも変化している。このため、主に中小規模の抽出調査に基づい
た先行研究で観察された観光者の旅行先選択行動（上述した 2 つの特徴を含む）は、必
ずしも最近の訪日中国人の観光行動にも見られるわけではない。  
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 中国人の「海外旅行」は、商用旅行や親族訪問旅行などに関しては、個人の手配によ
って個人旅行を行うことができる。一方、観光目的の旅行に関しては、香港。マカオや
ヨーロッパなど一部の地域を除いて、旅行会社のツアーによる、団体旅行のみが認めら
れていた。 
 これまで、中国人のツアーは、中国語で「走馬観花」（馬に乗って花見をする意）と
形容されるような、一度の旅行で多くの観光地をまわるツアーが主流であった。同じ価
格であれば、訪問地が多いほど旅行者に歓迎されるという傾向もみられた。しかし近年
では、そうしたツアーに加えて、これまでとは異なった特徴を持つツアーも実施されて
いる。たとえば、 1 つの都市に長期間逗留する滞在型のツアーが増えてきたことが挙
げられるほか、チャーター機で国外の地方都市を直接訪れる旅行や、東南アジアのリゾ
ート地で長期休暇を過ごすツアーも提供されており、ツアーの内容も多様化している。 
 このほか、中国語で「自由行」といわれるツアーも、近年多く行われている。「自由
行」とは、個人旅行が認められている香港・マカオやヨーロッパの一部の地域へ、旅行
会社のパッケージ・ツアーを利用して個人で旅行する形式である。香港、ヨーロッパへ
の「自由行」のツアーの最低価格は、一般の団体旅行のツアーと同程度の価格であるた
め、旅程に拘束される団体旅行に比べて人気が高く、「自由行」の形式を選ぶ旅行者も
増える傾向にある。 
 以上のように、「海外旅行」の目的地となる国・地域の増加や、中国政府による観光
政策の整備などによって、中国人の「海外旅行」は拡大している。また、旅行会社が実
施している「海外旅行」のツアーでは、個人旅行志向の高まり、ツアー内容の多様化な
どの特徴が見られることが明らかになった。 
 
 多様化する中国人海外旅行 
 近年、中国人観光客の海外旅行の定番路線とされていた、新馬泰（シンガポール、マ
レーシア、タイ）ツアー人気が陰りを見せている。2002 年頃から多くの中国人観光客
が東南アジア旅行へと出向いて来たが、旅行地の多様化や多くの国でのビザ簡素化によ
り、人気が落ちているようである。 
  最近の新しい傾向では、都市部観光とショッピングという二大目的に飽きている人
も見られる。もちろん、依然として海外旅行の目的の中で、ショッピングが占める割合
は高い。しかし、以前では見られなかった傾向として、忙しい海外旅行を避けたいとい
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う人の層が急増しリラックスできる旅の人気が高まってきているのも確かだ。例えば、
アメリカを訪れる中国人観光客が増えているのも、リゾートを目指す層が多いことが一
つの要因となっている。また、経験を重視し、自然や遺跡を満喫したいという要望から、
オーストラリアやヨーロッパでの長期滞在ツアーの人気も高い。 
  それ以外には、文化コンテンツが人気を牽引している例もある。台湾の芸能人が中
国内で精力的に活動していることや、韓国のテレビドラマの人気が、若い女性の旅行意
欲を駆り立てている。 
 台湾旅行は、去年までは銀髪族、いわゆる高齢者層の旅行者が主流だった。しかし、
今年に入ってから 10 代や 20 代の人気が急増している。10 代は親と一緒に旅行を楽し
み、20 代は自費での旅行を楽しむ。 
 韓国はドラマのロケ地を売りに、女性層を捉えている。化粧品やブランド品のショッ
ピングに加え、中国人にアピールできる最も有力な観光コンテンツが韓流ドラマだ。す
でに、ロケ地を巡るツアーは定番化し、女性を捉えて離さない。   
 今年に入って、海外旅行商品が急速に多様化している。従来からの、観光とショッピ
ングの定番ツアーではなく、自分の趣味にあわせた旅行の選択が増えている。その中で、
日本だけがオリジナルのコンテンツを提供できていないことが残念でならない11。 
 
２－４－２ 訪日中国人観光客の概要 
 
 中国人観光客を誘致する前提として、対象者となる中国人に日本のビザを発給しな
ければならない。日本への中国人入国は厳しく制限されていたが、2000 年の団体観光
ビザの解禁を皮切りに、順次緩和されてきており、2009 年には、7 月から、個人観光
ビザの発給も開始した。さらに、2011 年 7 月 1 日から一定以上の収入がある富裕層の
中国人観光客に、有効期間内なら何回でも使える沖縄への数次査証（ビザ）を発給す
ることを明らかにした。 
 
 
 
                                                        
11
 資料：来来中国人 http://www.lailaichinese.cn/news/2011/06/post-139.html を参照した。 
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表 1 中国人入国規制緩和の経緯 
2000 年 9 
月～ 
団体観光ビザ解禁 
【対象者】北京市、上海市、広東省に限定(所得要件なし・4～40 名程度） 
【添乗員】日本側及び中国側旅行会社各 1 名(計 2 名） 
2004 年 9 
月～ 
団体観光旅行の対象地域を遼寧省、天津市、山東省、江蘇省、浙江省に拡大 
中国人修学旅行生に対するビザ免除 
2005 年 7 
月～ 
団体観光旅行の対象地域を中国全土に拡大 
2008 年 3 
月～ 
家族観光ビザの発給を開始 
【対象者】十分な経済力を有する者(年収 25 万元以上が目安)とその家族(2 名又は 3 
名の尐人数旅行） 
【添乗員】日本側及び中国側旅行会社各 1 名(計 2 名） 
2009 年 7 
月～ 
個人観光ビザの発給を開始 
【対象者】十分な経済力のある者(年収 25 万元以上が目安)と同行する家族(1 人でも
発給可） 
【手続き】日本側旅行会社の身元保証を得た上で、中国側旅行会社を通じてビザ発給
を申請 
【添乗員】なし 
【失踪防止策】失踪者発生の場合に日本側及び中国側の旅行会社に課されるペナルテ
ィ（一定期間の取扱い停止措置）を団体・家族観光よりも強化） 
【実施時期】2009 年 7 月から北京、上海、広州の公館において試行開始、2010 年 7 
月から中国全土に拡大(本格実施） 
2011 年 7 月
～ 
数次ビザの発給開始 
【対象者】十分な経済力のある者とその家族 
【滞在可能期間】90 日間（従来は 15 日） 
【申請機関】中国本土に 7 ヶ所あるすべての在外公館で、現在中国人の訪日個人観光
を扱う中国側の旅行会社 
【条件】初回は沖縄県での入国（2 回目以降は沖縄以外の訪問も可能） 
出典：中央三井トラスト・ホールディングス 調査レポート 2010/夏 p14 の内容と外務書省の発表より
筆者作成 
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 こうした規制緩和に合わせるように、日本を訪れる中国人旅行客も大幅に増加して
きており、2007 年にはアメリカを抜き、2008 年には 100 万人の大台に乗り（団体旅行
客は 32 万人）、2009 年には 100.6 万人（同 33 万人）と、他の国からの旅行客が軒並み
減尐する中、唯一前年比で増加を維持するなど、存在感を増している（図 14） 
図 14 訪日中国人旅行客及び団体観光旅行客の推移 
 
出典：日本政府観光局（JNTO） 
 
 前述したように、訪日中国人観光客の旅行形態は、団体観光ビザで入国する団体観
光と個人観光ビザで入国する個人観光（自由行）の 2 種類に分かれている。 
 団体観光は、2000 年に団体訪日観光ビザが解禁されて以来、知名度の高い東京と大
阪の間を 5 泊前後で、富士山や京都観光を楽しみながら東海道に沿って移動する「ゴ
ールデンルート」と呼ばれるツアーが主力になってきた。訪日中国人観光者は、主に
東京都、大阪府を中心とした大都市に集中する傾向が非常に強く、近年では神奈川県
や千葉県、京都府といった周辺の観光都市への訪問が急速に高まっていることが分か
る（表 2）。これは、ツアーの参加者に初来日層が多いことから、参加者のニーズを最
大公約数的に満たすハイライト的な商品に人気が集中することに由来する。  
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表 2 中国人の都道府県別訪問率の推移 
 2005 年度   2006 年度   2007 年度  
順位 都道府県名 訪問率 
（％） 
順位 都道府県名 訪問率 
（％） 
順位 都道府県名 訪問率
（％） 
1 位 東京都 70.8 1 位 東京都 65.7 1 位 東京都 74.8 
2 位 大阪府 41.1 2 位 大阪府 42.9 2 位 大阪府 50.2 
3 位 神奈川県 35.9 3 位 京都府 30.5 3 位 京都府 36.9 
4 位 千葉県 33.7 4 位 神奈川県 28.0 4 位 神奈川県 34.6 
5 位 京都府 29.6 5 位 千葉県 25.4 5 位 千葉県 22.0 
 2008 年度   2009 年度   2010 年度  
順位 都道府県名 訪問率 
（％） 
順位 都道府県名 訪問率 
（％） 
順位 都道府県名 訪問率
（％） 
1 位 東京都 76.9 1 位 東京都 70.8 1 位 東京都 80.0 
2 位 大阪府 47.9 2 位 大阪府 41.6 2 位 大阪府 51.3 
3 位 神奈川県 36.2 3 位 神奈川県 30.1 3 位 京都府 39.3 
4 位 京都府 34.3 4 位 京都府 29.4 4 位 神奈川県 36.4 
5 位 千葉県 25.2 5 位 千葉県 23.1 5 位 千葉県 35.3 
出典：JNTO『国際観光白書』2005～2010 版を参照の上 筆者作成 
 
 このルートは人気が高いので、多くの中国人観光客を集める。しかし、一方で、こ
のルートに中国人観光客が集中することによるルートの単一化の問題もしばしば指摘
される。最近は、東京滞在型、北海道、静岡県を舞台にした映画のヒット（詳しくは
第 5 章の事例研究を参照）を契機にした北海道周遊、山梨県などを経由する中央道ル
ートなど、商品の多様化も徐々に進んできている。今後、着実に中国人観光客向けの
ツアールートを複数化するために、日本各地は地域ブランドの構築より、新たに形成
されたイメージを彼らに発信することが要求される。 
  
 また、旅行会社間の競争は商品価格の下落をもたらし、訪日旅行者の増大に貢献して
きた。一方、低価格化と引き換えに起こる質の低下や、一部業者によるコミッション（手
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数料）収入目当ての利益確保行動などの問題点も指摘されている。日本側のランド・オ
ペレーター（地上手配業者）には当初、日本の大手旅行会社も参入していたが、価格競
争の激化から（経営戦略上）手を引く会社が増え、主に華僑系が経営する「民族系」と
呼ばれる旅行会社が多くを手掛けるようになっている。ときには無資格で観光ガイドも
引き受ける一部業者による粗悪な観光案内の結果、日本について悪い印象を持って帰国、
周囲にマイナス的な口コミが伝播するケースもあると筆者はよく旅行代理店を経営し
ている友人から耳にしている。中国人観光者を保護し、ツアー商品を高品質するため、
訪日外国人客を日本で取り扱う上での法規制を求める声もある12。 
 個人観光客には、来日経験を持つリピーターが多く、しかも個人観光ビザの発給要件
をパスする必要があるため、一般に団体観光客より富裕層が多い。滞在中の活動も多様
である。団体観光客が買い物時間の制約から必要なお土産の量を満たすことを重視する
のに対して、個人観光客は買い物に時間と予算をたっぷり使うと言われており、百貨店
や家電量販店で大量に高額商品を購入する行動が報道されているが、その多くは個人観
光客がだと言われる13。 
 個人観光ビザの中間層への発給拡大に伴い、今後筆者と同年代生まれの若者、「80
後（バーリンホウ）」と呼ばれる 1980 年以降生まれのファッションや流行に敏感な世
代の訪日ケースも増えていくであろう。彼らの買い物予算は富裕層に比べると尐ない
が、消費意欲は高く、日本人にとって日常的な生活雑貨や衣料品にも関心を持ってい
る。日本の観光市場はこういったターゲット層を重要視しなければならない。  
 
２－４－３ 訪日中国人の消費動向 
 
 観光庁が 2010 年度から通年で調査を開始した「訪日外国人消費動向調査」（2010 年 
年次報告）によると、訪日中国人 1 人当たりの旅行中支出額は 176,784 円と集計され、
訪日中国人数は前年比 40.4%増加の 1,412,875 人を記録し、訪日中国人旅行消費額は約
                                                        
12
 「ランド・オペレーターの手配行為は、本条［旅行業法（昭和 27 年法律第 239 号）第 2 条
第］1 項各号に定める行為に該当しないことから、旅行業には当たらず、旅行業法上の登録［同
法第 3 条］を要しない行為」とされている。三浦雅生（2006）を参照した。 
13所得の上昇と外国旅行への意欲との関係について、「中国では年収 20 万元（約 260 万円）を
超えるあたりから、国外旅行への意欲が高まる。年収 250 万円以上の層は、現在、全人口の 5％
程度、約 6700 万人になる計算」であるとされているチャイナ・コンシェルジュ（2009）を参
照した。 
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2,498 億円になる。これは、訪日外国人全体の旅行消費額約 11,490 億円の約 21.7%を占
めており、重点 15 市場の中で、シェアが最も大きい。また、土産品を購入した訪日中
国人の平均購入額（購入者単価）は訪日外国人全体の購入者単価の 2 倍を上回る高い消
費力を示している。とくに「化粧品・医薬品・トイレタリー」の購入率が 6 割を超え、
「電気製品」の購入率も 2 割超で、国籍別では圧倒的にに高い。訪日中国人の「カメラ・
ビデオカメラ・時計」の購買への支出は 67,229 円で、費目別の購入単価の中で、最も
支出の多い。 
 以下に、2010 年 4 月～12 月の旅行形態別の訪日中国人一人当たり旅行支出の表を掲
載する。この期間の訪日中国人のうち、「パッケージツアー利用客」（団体旅行客）の割
合が 48.4％、「個人手配客」（個人観光客、商用客など）が 51.6％であった。個人観光で
訪日する中国人は全体の半分以上を占めている。「パッケージツアー利用客」と「個人
手配客」との間には、1 人当たりの旅行前支出額と旅行中支出額を合わせた総支出額で
はほとんど差がないが、旅行中支出額だけを見ると「個人手配客」の方が大きい。ただ
し、「個人手配客」の中には、比較的長期の滞在客が含まれていると推測され14、平均宿
泊数が多くなっている。そのため、1 泊当たりの旅行中支出額・総支出額は小さくなっ
ている（表 3）。 
表 3 旅行形態別の訪日中国人 1 人当たり旅行支出（2010 年 4～12 月期） 
 割合 
（％） 
旅 行 前 支
出額（円 /
人） 
旅 行 中 支
出（円/人） 
総支出 
（円/人） 
平 均 宿 泊
数（泊） 
1 泊当たり
旅 行 中 支
出額 
（円/人泊） 
1 泊当たり
総 支 出 額
（円/人泊） 
団 体 旅 行
客 
48.4 119,050 114,210 233,260 6.6 17,406 35,549 
個 人 旅 行
客 
51.6 69,234 180,762 249,995 29.2  6,198 8,572 
出典：観光庁『訪日外国人の消費動向―訪日外国人消費動向調査結果及び分析（平成 22 年 4－12 月期報
告書）』を基に筆者作成   
                                                        
14訪日中国人全体で、滞在期間を「28 日～90 日」と回答した人の割合は 4.6%、「91 日以上 1
年未満」と回答した人の割合も 2.2%いるため、合計して 6.8%は、28 日以上滞在したことにな
る。どちらの旅行形態であるかは明示されていないが、平均宿泊数の比較から多くは商用客を
含む個人手配客であると判断できる。 
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 トラベルズーは 2011 年 1 月上旬にインターネットで、トラベルズーチャイナの中国
人会員に対し、日本への旅行に関するアンケート調査を実施した。調査によると、日本
で訪問したい地域の第 1 位は北海道で、70.7％と圧倒的な人気をみせた。トラベルズー
によると、自然や温泉、食事といった魅力や、2008 年から 2009 年にかけて大ヒットし
た北海道を舞台にした映画『非誠勿擾 I』（日本語名『狙った恋の落とし方。』）の人気
によるものだという。次いで富士山（37.4％）、東京（35.2％）、京都（22.9％）、大阪（22.3％）
となった。  
 日本で体験したいことは温泉が最も高く、81.4％と 8 割を超える結果となった。2 位
はディズニーリゾート（31.4％）で、3 位は歌舞伎や相撲などの伝統文化鑑賞（30.6％）、
4 位はお祭（27.5％）となり、日本の伝統文化に触れる体験に興味が集まったが、寺社
仏閣見学は 8 位の 11.5％にとどまった。 
 また、食ベたいものは寿司や刺身が 68.3％と 1 位で、次いで懐石料理（44.9％）、焼
肉（42.6％）と続いた。5 位になった和菓子（39.1％）は女性の割合が高く、女性だけ
でみると 45.6％で 3 位にランクインした。買いたいものの第 1 位はパソコンやデジカメ、
ビデオカメラ、携帯電話などのデジタル機器で 63.8％。2 位は女性から人気の化粧品
（48.1％）、3 位は民芸品類（31.7％）となり、ブランド品（30.0％）は 4 位であった。 
 
２－４－４ 中国人観光客の誘致に関する現状 
 
 中国人観光客の特徴と問題点（マナー） 
 日本の地震、中東やアフリカでの内戦、オーストラリアの洪水など、世界各地で大き
な災害や事件が頻発しているにも関わらず、海外旅行へ出向く中国人観光者は依然とし
て増加の一途をたどっている。そのため、中国旅遊研究院も、海外観光者の急増に旅行
業界全体がしっかりと対応しなければいけないと指摘している。 
 中国人観光客は、表面上は旅行での消費額が大きく、世界 4 大旅行消費国と呼ばれる
ようになったが、消費スタイルに大きな問題がある。多くの人が海外でのショッピング
で多額の消費をするものの、宿泊や観光などショッピング以外での消費が非常に尐ない。 
 さらに、多くの中国人観光客は「海外へ行って来た」ことを重視する傾向にある。海
外に行って来たことだけが、ただのステータスになっており、本当の旅行体験というも
のが重視されていないと中国旅遊研究院が指摘している。こうして見てみると、中国人
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観光客の忙しい周遊観光スタイルが、実は理にかなっているのかとも思えてしまう。 
 また、海外旅行に行く中国人観光客が増えるに従って、世界中で大きな議論を巻き起
こすことになると思われるのは、中国人観光客のマナー問題である。 
 「Newsweek」が「世界を騒がす中国人観光客」なる特集記事を組んでいた。  
 
「羽振りのよさとマナーの悪さを振りまく中国人ツーリストは 2020 年に 1 億人にふくらむ 
巨大市場。（略）世界の観光地はあの手この手で熱烈歓迎に必死だ。果たして中国人客は観  
光産業の救世主となるのか」（「Newsweek」日本版 2007 年 8 月 29 日号） 
 
 そこにはヨーロッパのホテル経営者 1 万 5000 人による「観光客ランキング」なる集
計結果が掲載されており、中国人の評判は散々だった（ワースト 1 位はフランス、その
次はインド、中国）。 
 「最も品行方正でない」「最もおしゃれでない」「最も地元の料理を試さない」「最も
部屋をちらかす」など、不名誉な項目はすべて中国人がランク入りしている。「（成金趣
味で素行の悪い）中国人は 21 世紀の日本人観光客だ」という表現は多尐過激で問題が
ある。しかし、筆者自身の見聞を考慮に入れても、今の中国人観光客のマナー問題が重
要視されなければならない。 
 2010 年 8 月 27 日、日本華字紙・中文導報は、急速に増加した中華圏から日本への旅行客
が、その行動とマナーで問題を起こすケースが増えていると報（ほう）じた。例えば京都
の嵐山では、トイレを使用しても流さない、許可も無く人の家を撮影する、食べ放題を
1 人分頼んで他の人も一緒に食べてしまう、買わないうちから商品の包装を開けてしま
う、などなど、既に中国人観光客のマナーの悪さが問題となっているようである。また、
浅草の浅草寺、秋葉原の大型電器店などのトイレのゴミ箱には、使用済みのトイレット
ペーパーが大量に捨てられ、関係者は困惑しているそうである。 
 しかし、今後中国の観光業界は大きく変わっていく必要があるだろう。  
 顧客のために観光の楽しみ方を提案する必要があり、今後増加すると思われる個人旅
行者やフリーツアーではショッピング以外の観光の楽しさを提案する必要がある。海外
旅行の新時代に向け、観光業界は変わっていかなければならない時期に差し掛かってい
る。 
 10 年ほど前の中国人観光客と言えば「声が大きい」「集団行動ができない」「禁煙ル
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ームでタバコを吸う」「どこにでも痰を吐く」といった悪評ばかりだったが、中国人観
光客のマナーは最近かなり改善されて来たのも事実である。「衣食足りて礼節を知る」
という諺はあるが、文化の差異などの原因もあって、中国人が自国の常識で行動すると、
外国では非常識と見なされる事件がしばしば起こる。もちろん、「郷に入っては郷に従
う」は重要な礼節で、中国人観光客は今後勉強すべきである。しかし、一方的に中国人
観光客を批判するのではなく、中国人観光客と平等な立場でコミュニケーションしなが
ら、中国人観光客に自国の良いところを知ってもらう。一方で、中国人観光客にもマナ
ーを勉強してもらうことが上策であろう。そもそも、観光は国際親善の向上と文化交流
の増進に役立つという社会文化効果を持っている。（詳細は第 3 章第 2 節 観光の社会
効果にて） 
 
 訪日中国人観光の実態とデスティネーション分布構造 
 日本政府観光庁が実施した「訪日外国人消費動向調査 2010 年第 1 回調査」による
と、訪日外国人全体との比較において、訪日中国人観光客には、固有の特徴がいくつか
見られる（表 4）。 
 表 4 2010 年訪日中国人観光の実態 
調査内容 調査結果（特徴） 訪日外国人全体との比較 
観光形態 個人旅行化の進展が著しい。パ
ッケージツアーの比率は 56.9％ 
※16 区分別の中では最もパッ
ケージツアー比率は高い 
ボリュームゾーン 男性は 30 歳代、女性は 20 歳代 訪日外国人全体の平均値とほ
ぼ同様 
滞在日数 4～6 日間が最も多く、3 分の 2
の 66.6％ 
訪日外国人全体で見ると 4～6
日間は約半分の 49.7％ 
日本への訪問回数 １回目が最も多く、約 3 分の 2
の 67.6％ 
16 区分別の中では最も高い、
訪日外国人全体で見ると 1 回
目は半数を切る 42.5％ 
同行者の傾向 「職場の同僚」というのが 38.0%
と最も多い 
訪日外国人全体では、「職場の
同僚」は 20.3％ 
観光目的 「商談などその他ビジネス」が 訪日人全体では 15.9％ 
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18.4%と全体より多いこと 
宿泊施設 ホテルはほぼ平均値の 80.6％、
旅館は平均より高く（31.6％） 
訪日外国人全体では 22.5％ 
宿泊についての満足度 期待以上の満足度は 59.5％ 訪日外国人全体では 44.0％ 
温泉入浴についての満足度 期待以上の満足度は 69.0％ 訪日外国人全体では 56.6％ 
ショッピングについての満足度 期待以上の満足度は 65.4％ 訪日外国人全体では 43.9％ 
訪問中の買物代 最も高く 10 万円を超える 平均は 5 万弱 
買物 ビデオカメラ、パソコン、化粧
品などは最も人気 
― 
観光全体の満足度 大変満足は 16.8％、満足が 59.8% 訪日外国人全体では大変満足
が 33.7％、満足が 59.8％ 
再訪問意向 必ず来たいが 39.3%、来たいが
43.3％ 
訪日外国人全体では必ず来た
いが 47.1％、来たいが 40.4％ 
出典：日本政府観光庁訪日外国人消費動向調査 2010 年第 1 回調査より 筆者作成 
※16 区分はインバウンドの最重点地域 15 か所とその他を合わせたもの。 
※具体的な 15 地域は「韓国」「中国」「中国（台湾）」「中国（香港）」「タイ」「シンガポール」「マレーシ
ア」「インド」「英国」「ドイツ」「フランス」「ロシア」「米国」「カナダ」「オーストラリア」となっている。  
 
 上記の表から分かるように、訪日中国人観光は現在のところ団体旅行が主力であるが、
今後は個人観光が増加すると思われる。また、初めて日本を訪問する観光客の比率が圧
倒的に多くい。そのため、彼らを満足させ、彼らのポジティブな口コミなどを通して、
「日本ブランド」の構築に繋げることが今後中国人観光客を誘致するにあたって重要で
あろう。 
 
 戴（2011）は観光庁の「宿泊旅行統計調査」における外国人延べ宿泊者数データを用
いて、中国人観光客の旅行先分布の構造と特徴を考察した。その結果を以下のようにま
とめている。 
①中国人観光客は、大都市や富士山など日本を代表する有名地を選好し、東京圏、大阪
圏、および富士山の周辺数県が三大人気旅行先となっている。  
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中国国内で配布されている現地旅行会社の日本観光パンフレットでは、大阪（関西国際
空港）⇒京都⇒名古屋⇒富士山⇒東京⇒千葉（東京ディズニーランド、成田空港）とい
った東上のルートか、または逆の西下のルートが「ゴールデンルート（黄金路線）」と
呼ばれている。このルートをたどることで、買い物から名勝旧跡の遊覧まで、さまざま
経験ができるため、訪日中国人観光客は、この人気ルートを選択し、同ルートにある都
府県を移動する傾向が強い。2007 年から 2010 年までの各年中国人観光客の旅行先分布
構造を比較すると、東京圏（東京・千葉・神奈川）、大阪圏（大阪・京都・兵庫）、富士
山の周辺数県（愛知、山梨、静岡）は、三大人気旅行先として、その地位がかなり安定
している。 
②大都市圏を中心とする三大人気観光先以外にも人気の旅行先がある。例えば、北海道
の知名度や特色のある自然環境（雪国）の魅力、人気映画の影響により来訪する中国人
観光客数が急増し、第 4 の人気旅行先として定着しつつある。 
③ 訪日中国人観光客の旅行先分布の全体の構造は、（東京・千葉と京都・大阪の２大都
市圏に顕著に集中している）欧米など遠い地域からの観光客と比べ、やや分散している
ように見えるが、（北海道や九州など地方圏への訪問がかなり多い）東アジアの台湾・
香港・韓国など近い国（地域）からの観光客と比較し、相対的に集中的である。また、
ほかの国・地域と比べ、中国人観光客には富士山が圧倒的に人気である。富士山周辺数
県で宿泊する観光客では、中国人観光客の割合が非常に突出している。 
  
 また、戴（2011）は回帰モデルに基づいて訪日中国人観光客のデスティネーション分
布の影響要因を検証した。その結果は以下の二点に集約できる。 
①中国人観光客の観光先分布（デスティネーション選択行動）は、主に地域の知名度と
「小売業売上額」で表す地域の商業繁華度に大きく影響されている。この結果は、ほか
の国・地域を訪問する中国人観光客を対象とする先行研究の結論とほぼ一致しており、
中国人観光客の観光先選択行動の主要特徴がかなり安定していることを示唆している。  
②中国人観光客のデスティネーション選択行動に対して、地域の名勝旧跡の数を示す諸
変数の影響は、統計的に有意ではない。京都や奈良など伝統文化都市における東洋的な
名勝旧跡は、中国国内で類似するものを見る機会の多い中国人観光客にとってそれほど
魅力的ではないからであろう。また、地域の安全性やホテル客室価格を示す変数の影響
も有意ではないとなっているが、この結果は、日本全国の安全性が高く、ホテル客室価
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格の地域間格差も縮小していることを反映しているためと思われる。   
 注意すべきことは、中国人の個人訪日観光は、2010 年 7 月以降から本格的に始まっ
たばかりで、中国人観光客の主な観光形態はまだ団体観光だという点である。したがっ
て、デスティネーションの選択を含む観光ツアーの企画・決定に当たって、団体旅行業
務を取り扱う中国国内の旅行社が個々の観光者の代わりにデスティネーションを選択
しているケースがほとんどである。もちろん、旅行社の観光先選択行動は、基本的に大
多数の中国人観光客のデスティネーション選好を反映していると言えるが、経営上の要
因にも影響されていると見られる。今後、個人訪日観光客の増加と訪問目的の多様化に
つれて、中国人観光客の観光先分布（デスティネーション選択行動）は徐々に変化する
と思われるが、これについて注意深く見守る必要がある 。 
 
 中国人観光客の誘致に関して 
 2010 年 4－12 月期の観光庁調査によると、訪日中国人観光客が出発前に得た旅行情
報は、「その他インターネット」（27.0％）や「旅行会社パンフレット」（21.5％）の選
択率が高い。特に、訪日客の主力となる会社員と将来の有望な潜在客として学生のイ
ンターネット利用者数と利用率が高く15今後、インターネットを活用した情報発信や地
域認知度の向上がますます重要になると想定できる。これに関する誘致戦略は第 5 章
で詳しく検討する。そして、中国では個人観光ビザの申請は、旅行会社を通して行う
ことになっていることもあり、中国の旅行会社が訪日旅行の動機形成、情報提供およ
び事務手続きに果たす役割は大きい。 
 ところが、菊池（2008）は、中国の旅行会社の訪日旅行担当者は、商品の企画から
販売に至るまでの広範囲の業務を抱えており、商品の企画に集中しにくいこと、給料
の中で成果に基づいて支給される手当の割合が高く、成果算定の基準として重視され
る旅行取扱人数に関心が集中するため、新しい旅行商品の企画より人気商品の安売り
に陥りやすいことなどを指摘している。そのため、現在、中国人観光客の来訪が尐な
い地域にとっては、地方自治体による中国の旅行会社への PR は来訪を誘致する上で重
要ではあるが、同時に困難な課題でもある。現段階では、中国人観光客がよく訪問す
                                                        
15
 「中国互聯網絡発展状況統計報告」2011 年版 pp.5-20：2010 年 12 月現在、中国のインター
ネットユーザーは 4.57 億人で、前年比 7330 万人が増加した、インターネットの普及率は 34.3％
で、前年比 5.4％が上昇した。なかでも、学生、一般会社員、自営業 /フリーターがユーザー全
体に占める割合が 30.6％、16.2％、14.9％となり、伸びしつつある。 
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る場所は知名度の高い都市（東京、大阪、京都など）に集中する傾向にあるが、日本
はそれ以外の良質のデスティネーションがまだ他にたくさん挙げられる（鹿児島、長
崎、熊本など）。今後はそういった地方自治体は中国人観光客を誘致するために、各自
の地域ブランドイメージを打ち出す必要があると考えられる。 
  また、新井（2009）は、中国では、目的が明確でない訪問はあまり歓迎されないた
め、中国の旅行会社や要人に対して一般的な表敬訪問を行ったり、パーティを開催し
たりしても、観光資源を一方的に宣伝するだけでは効果が薄いと指摘する16。また菊池
（2009）によると、中国の旅行会社の担当者からは、「思い切って、観光資源の説明を
せずに、交通アクセス、値段、買い物場所ぐらいに絞って」説明してはどうか、との
提案もされており、旅行商品として成立し得るか否かが重要であることがうかがえる。
筆者も新井、菊池が中国の旅行会社と中国人観光客に対する指摘に賛同している。し
かしながら、訪日中国人観光客の誘致に当たって、JNTO 企画部の意見「地域の誇りと
言えるような祭り・イベントであっても、日本人観光客によって交通手段や宿泊施設
が満杯で、中国人観光客を招く余地のないものは、紹介しても失望を招くであろう。
必要な情報などを即座に提供することが求められるため、訪問時に商談が出来るレベ
ルまで事前にモデルコースや想定価格帯などを詰めておくことや、日本の現地旅行業
者の同行が望ましいとされている」17は一理があるが、日本のソフト・パワー、とくに
日本の漫画、アニメの影響を大きく受けてきた中国の 80 後（バーリンホウ）は、訪日
の目的としてはショッピングだけではなく、むしろ日本の伝統文化に興味を持ってい
る。彼らを対象に適切な手はずを整え、日本の伝統のお祭り、イベントなどを参加さ
せることで、彼らに最高の観光経験価値の構築につながり、彼らを良い口コミの発信
者と忠実なリピーターになってもらうことは今後重要な課題となっている。  
 
 
 
 
 
                                                        
16
 新井（2009）を参照した。 
17
 『JNTO 訪日旅行誘致ハンドブック 2007-2008 年版（総合編）』を参照した。 
 51 
３．観光研究における先行研究のレビュー 
 
 本章では、研究上における「観光」の定義を明確し、これまでのマーケティングおよ
び隣接学問領域における観光研究の系譜について分析することを目的とする。 
 
３－１ 観光の語源 
 
 「観光」の語源は、今から約2000 年前に遡ることができ、中国の儒教の古典とされ
る四書五経の一つである「易経」に次の言葉が記されている「観国之光利用賓于王」（「国
の光を観す（観ると読む）、もって王の賓たるに用いるによろし」と読む）、すなわち「国」
とは、当時の中国の状況からみてひとつの地域を表し「光」とは、地域のすぐれたもの
ないし特色を意味するとされる。地域のすぐれたものを人々に観し（見せ）また観るこ
とによって人的交流を図ることが、王（地域の為政者）の大切な努めであると教えてい
るのである。この場合「観」は観すとの意があるが、示すとしないのは誇りをもって見
せる（観す）との意であり、また観るとも読むがこれも見ると書かないで観るとしてい
るのは、心をこめて見るという意だと説明されている18。しかし、「観国之光利用賓于王」
の本来の意味は、「士たるもの、輝くばかりに徳盛んな国を見ては、その君に仕えるこ
とを願わずにはいられない」であって、物見遊山やツーリズムとは無縁である。ここか
ら得るべきヒントは、徳の盛んな国づくり、風俗の美ある国づくり、であるべきであろ
う。そのような国を作った君子に仕えたい、すなわち住んでみたい、とつながるのであ
る。「行ってみたい国・まちづくり」ではなく、「住んでみたい国・まちづくり」こそ、
本義であろう19。 
 
 そして、加太宏邦（2008）の考察によると、用語としての「観光」の語源は中国にあ
るが（現代の中国語では「旅游」）、概念は西欧からのものである。ところが英語やフラ
ンス語でも、「観光者」tourist（e）が 19 世紀の初頭に生まれ、「観光」tourism（e）はこ
の語から派生した。概念（当初は、この語は、蔑視の意味で用いられた）は、遊山をす
                                                        
18
 須田寛（2005）を参照した。 
19
 本田済（1997）を参照した。 
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る人の生態から生まれたのである。また、ドイツ語では、Fremdenverkehr（異邦［人］
往来）が漠然と観光の意味を担っていたが、英語からの Tourismus が定着し始めるのは、
1970 年代以降のことである。ベデカーは、そのシリーズを Reisehandbüch「旅行案内書」
と表記し、旅行と観光の区別も不明確である。 
 
３－２ 観光とツーリズムの定義と概念整理 
 
 観光・旅行産業は 21 世紀に世界最大の産業になると予測（WTTC－World Tourism and 
Travel Council：世界旅行ツーリズム協議会）されている。その規模と重要度にもかかわ
らず、日本で「ツーリズム」の定義は諸説あっていまだに確立していない。津山他（2000）
の主張によると、一般に「ツーリズム」を「観光」と訳しているが、観光の字句そのも
のと、現代のマス観光時代のツーリズムでは人々の受け止め方にやや違和感がある。そ
して、これまで観光研究の諸論文で「観光」について定義されているが、観光とツーリ
ズムとの関係とは必ずしも明確ではない。このままにして観光の基本を踏み外すと、適
切な観光マーケティングを誤ることになり、観光事業の展開に支障を来たす（溝尾、
2003）。筆者は本稿で改めて「観光」を定義づけるつもりはない。ここで、「観光」の定
義に関する議論を整理し、それぞれの定義の問題点を明らかにした上で、最も分かりや
すく、しかも妥当であるものを導き出して、本稿で使用することを目的とする。 
 
３－２－１ 観光の定義 
 
 「観光」は官庁関連用語（観光課、観光協会など）または供給サイド（観光地、観光
客、観光振興、観光開発、観光施設など）で使われることが多いが、日常用語としては
使用頻度が尐なくその内容が正確に理解されていない。 
 日本の観光研究の現状を顧みると、基本的な用語である「観光」の定義には、定量的
研究を可能ならしめる形態での定説が存在せず、研究者の間に混乱が見られ、相互の知
見の円滑な共有を阻害している。更にこの状況は、多くの関連分野が存在し共同研究の
必要性が高いにも拘わらず、多様な研究者との共同研究を進める上での阻害要因伴って
いると大阪観光大学の教授の佐竹真一（2010）が指摘している。 
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 日本のおける観光の定義 
 現在、日本において観光の定義が公にされているのは、1969年の観光政策審議会の答
申である（内閣総理大臣官房審議室、1970）。そこにおいて、「レジャーを個人の自由時
間あるいはその時間における余暇利用の行為と定義」して、「レジャーのなかにレクリ
エーションとそうでないものがあり、レクリエーションをレジャーの中で、鑑賞、知識、
体験、活動、休養、参加、精神の鼓舞等、生活の変化を求める人間の基本的欲求を充足
するための行為」と定義する。そして観光を、「レクリエーションと同一の行為としつ
つ、観光はレクリエーションの一部であり、両者の相違は、日常生活圏を離れるかどう
かにあるとして、日常生活圏を離れて行こうレクリエーションを観光」と定義する（図
15）。  
図15 レジャー、レクリエーション、観光の関係 
 
出典：溝尾良隆（2006）『観光学 基本と実践』古今書院 p.5 
 
 日本の観光研究の古典となっている田中喜一（1950）の「観光事業論」と井上万寿蔵
（1967）の「観光と観光事業」は、次のように観光を定義している。 
① 田中：自由の動機に基づき一時定住地を離れて旅行すること、滞在地におけて愉楽
的、消費生活を享受すること。観光のなかには、見学、スポーツ、見本市・出張販売な
どの商業上の旅行が含まれる。 
② 井上：日常生活圏を離れ、再び戻る予定で、レクリエーションを求めて移動するこ
と。 
 両者の定義は、田中が後述する世界観光機関（WTO）のツーリストの定義、井上の
説が観光政策審議会の定義と同一である。 
 小谷達男（1990）は、「観光とは、人々がその自由裁量時間において気晴らし、保養、
自己拡大などのために行う随意的な旅行の総体である」と、観光政策審議会と同じ立場
をとる。 
 54 
 しかし、1974年に三者から観光政策審議会の観光の定義とは異なる意見が出されてい
る。末武直義（1974）は、観光と観光旅行に混同があると問題を投げかける。観光は目
的地での行動にあり、日常生活圏を離れるかどうかは、旅行の定義に関わるとする。末
武は、目的地において、その地の人々の生活、文化、自然などに接し、楽しみ、経験す
るという知識欲求的、休息的かつ娯楽的な消費生活を享受する余暇活動を観光と定義す
る。日本交通公社は（1974）は、活動の相違から、観光とレクリエーションを並列にな
る概念として捉えた。レクリエーションは、肉体・精神の回復に、観光は精神の発展に
あるとして、観光は、偉大な自然や文化にみずから対じし、みずからを知り、なにかを
得る“厳しい”ものとみている。用語も、双方使用するときは、観光・レクリエーショ
ンとすべきであるとする。塩田正志（1974）は、観光は人が日常生活から離れて、再び
戻ってくる予定で移動する行動であるが、営利を目的としないで、風物を親しむことで
あるとする。 
 このような流れの中で、1980年からの観光政策審議会で70年の観光の定義を再検討し
た。1982年に意見具申にまとめられ、そのなかで観光の行動様態は多様であるが、a.
鑑賞・体験型観光、b.活動型観光、c.保養型観光の3つに大別され、それぞれに対応す
る場があるが、その活動の場においてはこの行動様態も複雑に組み合わされたものにな
るとしている。注目すべきは、ここでは観光という言葉を使用しつつも、鑑賞・体験型
観光が観光、活動型観光がレクリエーション、保養型観光が宿泊にと、それぞれに対応
して、従来の観光とレクリエーションとを分けたことである。  
 これに加えて、観光政策審議会は、1995年に「余暇時間のなかで、日常生活圏を離れ
て行う様々な活動であって、触れ合い、学び、遊びということを目的とするもの」と新
たな定義をしている。 
 
 以上、観光の定義をまとめると、次のように分かれる。第一に、行動の内容が、自然
の風景や文化に接するという狭い範囲に観光を限定するか、第二に、日常生活圏を離れ
る移動を伴うという「旅行」の概念を強調し、自然の風景や文化に接する目的のほかに、
休息やスポーツなどレクリエーション活動を加えて観光レクリエーションとするか、第
三に、家事帰省、商用などを包含して、それを外国のツーリズムの意味と同じにするの
かである。 
 
 55 
 外国研究者による観光の定義。 
①スイスのザンクト・ガレン商科大学のWalter Hunziker（1954）によると、今や古典と
なった有名な定義では、観光は「その土地を異郷とするひとの旅行と滞在から生じてく
る関係性と現象の総体である。ただし、行った先で長期滞在をしないこと、かつ収入に
結びつく経済活動をしないこと」である。 
②同じくスイスの研究者Claude Kaspar（1996）の定義は、「観光とは、ひとの旅行と滞
在から発生する関係性と様相の総体であり、その人にとっては、滞在先が労働の場でな
く、また主たる継続的住居でないこと」となっている。 
 この両者の定義で、はじめて、「関係性」「現象」「様相」という概念が前面にでてき
ている。この点こそが、観光を規定するきわめて重要な要素なのである。その意味で、
この定義は画期的なものである。ただ、問題は、その滞在先で行う行為の内容が規定さ
れていないことである。 
③Valene.L.Smith（1989）のHosts and guestsにおける定義は「一般的に、観光者とは、一
時的に余暇にある人物で、何らかの変化を経験するために家から離れた場所を自発的に
訪問する者である」となっている。この限りでは正しいが、「楽しみ」や「消費」が欠
けているだけでなく、観光者の視点からだけの定義であって、観光空間や観光行為につ
いての概念が閑却されている。 
④イギリスの社会学者のJohn Urry,は、その著書『観光のまなざし』で、一文による定
義を与えていないが、観光という概念の条件を周到に網羅する形式で、枠組みを与えて
いる。それらは、「余暇活動」、「「近代社会での慣行」、「人の空間移動」、「新規の場所で
の一定期間の一時的滞在」、「比較的短い時間ののち郷土へもどること」、「通常の場の外
にある風景へ向かうこと」、「まなざしを向ける対象は夢想とか空想を通して非日常だと
感じる風景や町並みなどの空間であること」、「社会化された制度であること」、「強烈な
楽しみの期待があること」、「期待は、メディアなど非観光的な活動によって支えられ強
化されたイメージが作り上げる」、「観光地ではひとは、異なる風景に過敏になる」、「ま
なざしは再生産し再把握される」、「まなざしは記号として構築される」、「観光にかかわ
る専門職業集団が存在すること」である。（下線は筆者） 
 
 以上の内容に対して、中尾清（2006）は観光の定義を適切に整理している。「観光」
とは、観光者が自己の自由時間（＝余暇時間）に非日常生活圏で行う様々な（広義の意
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味での“生涯学習”）活動で、観光条件を伴うものであり、「非定住性原則」（住みつか
ない）・「非営利性原則」（働いて稼がない）を有する活動である。また、観光客を“客”
として受入する側は、ホスピタリティ精神（もてなしの心）を発揮して、“国の光”を
磨くほか様々な活動（観光事業やボランティア活動）をすることによって、経済的・精
神的対価を得る。そして、その様々な活動は、地域の経済や文化などに様々な効果をも
たらし、地域の活性化につながるものである、と概念づけることができる。 
 
３－２－２ ツーリズムの定義 
 
 外国研究者によるツーリズムの定義 
 1811年に英国の『Sporting Magazine』に、初めてツーリズムという語が載ったとされ
ている（Smith,1989）。そのときツーリズムは「各地を旅行して回る」という意味で紹介
された。ツーリズムは、tour+ismの合成語である。 
 ドイツではボールマンが 1930 年に、「およそ定住地から一時的に離れる旅行はすべ
て観光と称しうる」と定義して、観光のなかに、保養、遊覧、商用、職業などの目的
を含めている。個々で役者である国際観光局は fremdenverkehr を、「本来、外来者交通
の意味であるが、観光往来、観光事業に当たる場合があるので、本書では観光の訳語
を用いた」と断っている。(ボールマン、1940)。したがってここでの観光は、仕事を
含めた旅行の意味の往来のほかに事業の意味も含めている。同じドイツでグリュック
スマンが 1935 年に、観光を、「滞在地に一時に滞在している人と、その土地の人々の
間の諸関係の総体と定義する」とした。この定義の諸関係の総体というなかに、観光
事業の意味が含まれている。ここの観光もボールマンの著作を訳したのと同じ国際観
光客で、fremdenverkehr の訳である（グリュックスマン、1981）。 
 戦後においては、メドサンが、「人々が気晴らしをし、休息をし、また、人間活動の
新しい諸局面や未知の自然の風景に接することのよって、その経験と教養を含めるた
めに旅行をしたり、定住地を離れて、滞在したりすることから成立つ余暇活動の 1 つ
である」と、観光を定義した（塩田、1974）。 
 Gunn（1988）は、広義には「通勤・通学以外のすべての旅行がツーリズムである」
として、ツーリズムには、a.自宅・職場との関係のない地域への一時的な移動、b.その
目的地での活動、c.目的地において旅行者の欲を満たす施設・事業体、以上の３つの意
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味があるという。この 3 つの意味は、『The Dictionary of Tourism Second Edition』
（Metelka,1986）のツーリズムの定義と同じである。 
 
 Tourism についての現代的な定義は、佐竹（2010）が提案していたように、1990 年
代に広く推進され始めた UNWTO（United NationsWorld Tourism Organization：国際連合
世界観光機関）による TSA（Tourism Satellite Account：ツーリズム部門会計）の構築過
程において与えられ、国際的な合意が形成されてきている。最新のものとしては、TSA : 
RMF 2008
20によって、下記のような定義が与えられている。この定義において、tourism 
は、travel、即ち「旅行」ないしは「旅」の特殊形態の一つとして、より具体的な構成
要件が与えられている。  
 
  “Tourism is more limited than travel, as it refers to specific types of trips : those that take a 
traveler outside his/her usual environment for less than a year and for a main purpose other than to be 
employed by a resident entity in the place visited. Individuals when taking such trips are called 
visitors.” 
 
 上記の定義には、2000 年に国連総会に提案された TSA : RMF 2000、即ち、“Tourism 
Satellite Account : RecommendedMethodological Framework 2000”21による下記の定義と
の間に、重要な共通する合意内容がある。 
 
 “Tourism is defined as the activities of persons traveling to and staying in places outside  their usual 
environment for not more than one consecutive year for leisure, business and other purposes not 
related to the exercise of an activity remunerated from within the place visited.” 
 
 この定義の日本語訳は、佐竹（2010）のものを参照したい。 
 「ツーリズムとは、継続して1 年を超えない範囲で、レジャーやビジネスあるいはそ
の他の目的で、日常の生活圏の外に旅行したり、また滞在したりする人々の活動を指し、
                                                        
20
 即ち Tourism Satellite Account .“RecommendedMethodological Framework 2008”を参照した。 
21
 Tourism Satellite Account : Recommended Methodological Framework 2000, UNWTO, 2001 を参
照した。 
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訪問地で報酬を得る活動を行うことと関連しない諸活動と定義される。」 
 
結論  
  以上のように、「観光」と「ツーリズム」については、共通性の高い定義が確立され
ているとはいえない。不一致の原因の多くは観光をとらえる”視点の違い”によるとこ
ろが多いとする。観光をもっとも狭義で使用するならば、『易経』の観光になり、英語
ではそれはSeeingの語がふさわしい。観光を広義に使用するときには、観光とレクリエ
ーションと保養・休養を目的とした「旅行」になり、観光政策審議会の定義が該当する。
英語のツーリズムは、この広義の観光にさらに、ビジネスと家事帰省を加えたすべての
目的を含めた旅行で使用されるのが主流を占めている。したがって、ツーリズムに該当
する日本語は「旅行」であり、ツーリズム・インダストリー旅行産業とするのが望まし
い、と溝尾良隆（2006）が指摘している。そして、観光地（デスティネーション）にお
いては、マーケティング、開発の立場から、地域の有する資源特性と観光者の行動特性
を加味して、観光レクリエーションを、観光とレクリエーションとに、細分することが
望ましい。これらをまとめると図16のようになる。 
図16 観光、レクリエーション、旅行の関係 
 
出典：溝尾良隆（2006）『観光学 基本と実践』古今書院 p.13 
 
３－２－３ 現代観光の構成要素 
 
 「楽しみを目的とする旅行」であるかんこうが具体的に成立するためには、様々な条
件が満たされなければならない。たとえば、旅行のための移動手段が限られていれば、
観光のための移動範囲は大きく制限されるし、どんなに魅力的な目的地であっても、そ
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の存在が知られていなければ、そこを目的地とする観光は起こりえない。また、ある土
地に人がたいざいするのであれば、衣食住に関するさまざまな施設とサービスが求めら
れることになるのである（前田、2009）。ここでは、前田の研究に基づいて観光が成立
するための条件、あるいは、観光を構成しているものについて考え、観光を理解するた
めの基本的な枠組みを明確する。 
 
 観光の主体：観光者 
 観光の構成要素として、まず第一にあげなければならないのは、いうまでもなく、観
光をする人そのものの存在である。観光を行う主体、すなわち観光主体のことを観光者
という。 
 
 観光の客体：観光資源＋観光施設（含サービス） 
 観光主体である観光者の多様な欲求を喚起したり、欲求を充足させるための客体とな
る対象が必要であり、これらを総称して観光対象という。観光対象は、素材としての観
光資源と、資源を生かして観光者の欲求充足に直接的に寄与する観光施設（含サービス）
とに大別することができる。美しく豊かな自然環境は“素材”としての観光資源であり、
その自然の美しさを（多くの人々が）享受しうるためには、宿泊施設などの観光施設と
それに付随するサービスが必要なのである。もちろん、観光施設とサービスが欠けてい
たとしても、自然の美しさを享受することは可能であるけれども、その場合には、人数
的に限られざるをえない。今日のように、観光に多くの人々とが参加しうる時代におい
ては、観光施設という構成要素の存在はきわめて大きな意味を持つのである。 
 
 観光媒介（媒体） 
 観光は旅行の一種なのであるから、主体と対象の両者の結びつきを媒介し、助成する
ものが存在しないと具体化しにくいことになる。このような、観光主体と観光対象を結
びつける機能を果たしているものを観光媒介（あるいは媒体）と呼ぶことにする。それ
は基本的に、移動手段と情報である。 
産業革命以来の移動手段の飛躍的な進歩は、人々との往来の自由度を大幅に向上させた。
汽車・蒸気船・自動車・航空機などの移動主段の普及によって、大衆の観光への参加が
可能になったのである。また各種メディアが発達し、他国や他地域に関する情報が容易
 60 
に得られるようになると、それによって人々の観光への意欲が高められるのである。  
 こうした移動手段（観光移動）と情報（観光情報）は、現代観光の基本的な構成要素
であり、これらの観光媒介の存在と、その役割が大きくなったことが観光の大衆化をも
たらしたということができる。 
 以上のように、観光は基本的に、観光主体、観光対象、そして観光媒介の3つの要素
から構成される（図17）と考えることができる。 
図17 現代観光の構成要素 
 
出典：筆者作成 
 
３－３ 観光研究の歩み 
 
３－３－１ 観光研究学界の発展 
  
 第二次大戦後の観光研究は、マス・ツーリズムの世界的拡大にともない、それを研究
対象として 1960 年代後半からアメリカで着手された。当初の中心的な研究課題は、観
光事業関連の実務的問題であった。その後、マス・ツーリズムのもたらす諸問題が顕在
化すると、それたの問題を考察する学術的研究が 1970 年代以降に散見され始める。そ
して、アメリカの人類学者 V.L.スミスが編集した『Hosts and Guests』の出版を契機に、
その成果に触発された欧米の社会学者や地理学者が学術的観光研究に取り組み始めた。 
 観光研究の国際学界は、1988 年に「国際観光アカデミー」（International Academy for the 
Studies of Tourism）の創設で組織的に発進した。このアカデミーには、観光の本質とそ
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の国際の影響を理論的に研究する学術機関として、世界中から 75 名の学者が選出され
た。それは創設以来、観光研究の方向性を先導する存在として現在に至る。（安村克己 , 
2011） 
３－３－２ 現代観光の構造と変遷 
 
 観光の構造 
「観光」は、一般に「楽しみを目的とする旅行」である同時に、その旅行に関わる事象
の総体として捉えられる。そうした観光の構造について、Leiper.N.は「観光システム」
モデルを図 18 のように表す。 
図 18 観光システム・モデル 
 
出典：Leiper.N.,1979 "The Framework of Tourism:Towards a Definition of Tourism.Tourist,and the Tourist 
Industry."Annals of Tourism Research,6(4):pp.390-407.（一部修正） 
 
 この図には、観光客が旅行者として家を離れ、観光地を訪れ、家に戻る、という「観
光」の構造が、「観光客」を中心に描かれている。ところが、観光客が観光地を訪れる
と、そこには「観光地住民」がいて、観光は観光地住民の生活や地域全体に多くの影響
を与えた。また、「観光事業者」が、観光客と観光地を媒介する。観光研究では、観光
客を「ゲスト」、観光地住民を「ホスト」、そして観光事業者を「ブローカー」と呼ぶ。
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これら 3 つの要素とその結び付きから「観光の構造」を考えることが科学的であると安
村（2010）が主張している。 
 観光人類額のホスト－ゲスト論では、後ろにホストとゲストを媒介する観光の構成要
素として、ガイドや研究者などの「文化ブローカー」加えられた。また一般的な観光の
形態においてホストゲストを媒介する構成要素としての旅行業、宿泊業、交通業などの
観光事業者や、政府・自治体など、「ブローカー」と総称される。こうして観光構造は、
ゲスト、ホスト、そしてブローカーという 3 つの観光関係者（stakeholder in tourism）で
成立する。そして、この観光構造から観光の多様な事態が社会現象として発現するので
ある。 
 安村（2010）によると、現代観光の構造には不均等問題がある。マス・ツーリズムの
観光地経営では経済効果だけを追求するため、豊かなゲストの立場は貧しいホストに対
して優位となり、ブローカーもゲストの立場を優先する。しかも、先進国間の観光では
ゲストとホストの関係は交替するが、先進国－発展途上国間の観光では、先進国のゲス
ト－発展途上国のホストという関係が固定化する。そのため、両者の相互作用は不均等
となる22。この問題について世界観光機関（UNWTO）は、持続可能な観光の実践によ
る解決をめざし、観光関係者が相互の立場を尊重し合い、各自の役割を果たすための
10 項の基本原則からなる世界観光倫理規定23を制定した。 
 
 観光の変遷 
 アメリカで活躍する観光研究者 Jafari.J（1990）が観光文献を整理するための枠組み―観
光研究の土台（Platform）という概念を提示した24。観光研究の土台（Platform）は、ある
時期の観光の現実を鮮明に描き出すのである。Jafari.J は観光研究の文献が、擁護→警
告→適正→知識ベース、という順の土台で整理されると考えた。安村（2010）はこの
順で、現代観光の変遷について論じた。ここでは、その概要をみていこう。  
①擁護の土台とマス・ツーリズムの経済効果 
 擁護（Advocacy）の土台は、文字通り、観光の現実を「擁護」する研究の基盤であ
る。1960 年代にマス・ツーリズムが経済的効果を産み出す現実から生まれた。マス・
                                                        
22安村克己（2001）を参照した。 
23持続可能な観光の実践のため、ゲスト、ホスト、ブローカーの観光関係者それぞれが観光活
動で果たすべき基本原則。 
24
 Jafari.J.(1990)を参照した。 
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ツーリズムによって観光客が世界中に拡散すると、観光事業の興隆から波及的な経済
効果が発生した。そこで観光研究の焦点は、観光の経済的領域にあてられ、観光開発
事業の経済効果などの主題が考察された。その研究結果では、観光が観光地に及ぼす
影響は楽観視され、特に開発途上国では、観光が外貨獲得ばかりでなく、環境保全、
伝統再興、文化振興にも有効だと考えられた。 
②警告の土台とマス・ツーリズムの弊害 
 警告（Cautionary）の土台は、マス・ツーリズムが観光地に及ぼす弊害を調査研究し、
観光の諸問題を「警告」して、ときに厳しく批判する研究の基盤である。この時期の
観光研究の着眼点は、経済領域よりも、社会的文化的、そして環境的領域にある。マ
ス・ツーリズムの発現当初に期待された発展途上国の観光開発は、経済効果の漏出問
題ばかりか、デスティネーションでは自然環境の汚染や破壊、地域文化の変容や崩壊
という問題も深刻した。 その現実に関する調査や議論から、マス・ツーリズムの負
の効果が批判され、そのに代わる「新しい観光」のあり方を求める気運が醸成された。  
③適正の土台と新しい観光の模索 
 適正（Adaptancy）の土台は、マス・ツーリズムの弊害に対処し、新しい「適正」な
観光形態を模索する観光研究の基盤である。観光関連の国際機関も、マス・ツーリズ
ムに代わる「新しい観光」形態を模索した。その「新しい観光」の特徴は、地域中心
志向、地域資源の活用、施設やインフラのハードよりも文化や自然のソフト重視、な
どで特徴づけられる。観光研究は、そうした「新しい観光」形態の実践を調査研究し
ながら、ソフト・ツーリズム、責任を伴う観光、適正観光などのモデルを提言した。
Jafari.J は、観光研究が観光現象の全体像を「科学的」に捉えるべきだと考えた。  
④知識ベースの土台と持続可能な観光の実践 
 知識ベース（Knowledge-base）の土台は、観光現象の全体を「科学的」に分析し、観
光「知識」構成体を構築する観光研究の基盤である。それは、これまでにみた擁護、
警告、適正という３つの土台を架橋する役割も果たす。こうした、研究の客観性を重
視する土台に基づく研究成果は、すでに 1970 年代末から散見されたが、90 年代になる
と顕著に増大しはじめた。知識ベースの土台の今後の研究課題は、持続可能な観光の
理論と実践にある。 
 
 Jafari.J が観光研究土台という枠組みで簡潔に整理した通り、観光の現実は 1960 年代
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からほぼ 10 年毎にその形態を変容させ、その変化に応じて観光研究も新たな視座に転
換した。そして同時に、観光研究の新たな成果が観光の現実を変容させた。  
 
３－４ 観光の地域経済効果・社会効果 
 
 観光が地域に及ぼす効果は、経済効果と社会効果に分けて考えることができる。本節
では、この 2 つの効果を明確にし、今後の観光産業の重要性を再認識する。 
 
３－４－１ 観光の経済効果 
  
 観光の経済効果は、観光消費が地域産業にもたらす効果であり、直接的には地域の小
売・飲食業やサービス業等の売り上げとなってあらわれる。経済効果は、こうした最終
需要だけでなく、卸売りや流通、保険など事業者間の取引にも波及効果を与えている。 
 溝尾（2006）によれば、観光産業は地域へ与える経済効果を大きいといわれるが、そ
のようにいわれゆえんは、次に示すような観光産業の特性にある。 
①消費者が生産地を訪れる 
 一次産業と二次産業は、生産物・製品を市場（消費地）へ向けて出荷するが、観光産
業は、わざわざ旅行者（消費者）が観光地（生産地）を訪れて、消費活動をする。その
ため、 
②付加価値の高い産業である。 
 一次・二次産業が市場出荷すれば、流通コストがかかるし、出荷の梱包を含めた手間
もかかる。消費地値段の何割減で出荷する。それに対して、生産地では、消費地の値段
に比べて安くする必要はなく、野菜、果物、魚などであれば新鮮でおいしいだろうとい
うことで観光者は購入する。そのため、一次・二次産業の利益率は大きくなる。地場産
業は日本国内でその地域に生産が特化することから、他地域では生産も製品も見る機会
がないために、生産工程や製品を見たいと思うならば、その地を訪れなければならない
ので、地場産業の生産工程は観光対象になり、かつその製品は販売対象にもなるのであ
る。 
③消費が多くの業種に波及する 
 一次・二次産業が物を扱っているの対し、観光産業はヒトが相手である。観光者が一
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時的な滞在にしろ、観光地で生活する。観光地での滞在が長期になるほど、消費行動は
旅館や土産物店、飲食店など観光関連産業のみならず、生活者と同じく薬局店、果物店、
タバコ店など、普段生活するのに必要なものを販売するさまざまな業種に波及していく。 
 観光産業は、自らモノを作らず、他産業からの生産物を製品の供給を受け、そこにサ
ービスという付加価値をつけて成立している。したがって観光産業の規模が大きくなる
と、観光産業が依存する他産業への波及が大きくなる。 
 観光と連動する他産業は、同一地域内での対応が可能である。観光産業は、産業全体
として規模は大きくても、個々の産業規模はそれほど大きくなく高度ではないので、地
域の一時他産業が対応しやすい。工業も、地域に下請け企業が存在して地域と結びつき
は生まれるが、技術的対応からすぐに地域でなかなか対応できない。 
④人に依存するサービス産業である 
 省力化が進んでいるとはいえ、観光産業はヒトが重要な役割を果たしている。とくに、
女性、若者が対応できる好む産業であるため、女性の社会進出や若者の雇用の場となり
うる。観光地化が促進するにつれ、都市部の若者たちが U ターン、I ターンをする機械
が多々みられる。 
⑤生産即消費の産業である。 
 製造業あるいは物品を扱う業種のようには、観光産業は在庫管理ができない。季節変
動、曜日変動の大きい産業にとって在庫のないことは、観光業のような産業にはプラス
に働くが、宿泊施設や定時運行する鉄道や航空の運輸業によっては、観光者が尐なくて
も、室（席）を空けたまま運営しなければならない。しかも、観光者が多いシーズンに
は、需要に対応して鉄道の本数や空港の便数を増加させることができない。そのために
利用の尐ない時期の需給の調整を、オフシーズン・レート、あるいは朝割引といわれる
ような価格の変動で、需要の喚起に努めているのである。 
⑥消耗の尐ない、再利用が可能である 
 主要な観光対象の一つである、自然、人文の観光資源は、その資源を磨耗することな
く、つねに最善の状態で整備しておけば、日に何度も、毎年いつでも、そして子々孫々
にまで、多くの人を集めることができる。 
 
 これは観光の経済効果の一般論でもあるが、本稿に当てはまる国際観光の経済効果と
しては、訪問外国人消費・支出する国際観光収入が、当該国の国際収支の改善に役立つ
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のは当然のことながら、直接的には貴重な外貨収入となり、当該国の経済の発展・拡大
に寄与することが出来るという効果が挙げられる。こうした経済的意義・効果は、大黒
柱ともいうべき産業が十分に育っていない発展途上国はもとより、工業を中核とする産
業が空洞化しはじめた先進諸国にあっても、今や貴重な外貨獲得源となって、ますます
その重みを増えている。 
 
３－４－２ 観光の社会効果  
 
 観光振興によって地域にもたらされる社会効果には、プラス効果とマイナス効 
果がある。それぞれの効果は、結果として起こるイメージや影響等であり、数値化する
ことはできない。その意味では、プラス効果は期待されるものであり、マイナス効果は
予測することにより軽減への取り組みが必要なものとなる。無責任・無計画・不適切な
大型リゾート開発やマス・ツーリズムの弊害は、自然環境や文化・文明の破壊・荒廃の
原因となって、神の恵みたる自然環境や人間のいとなみの成果である文化・文明の保護
に、しばしば悪影響を及ぼしてきた。本稿では、ポジティブな姿勢で観光研究を行い、
観光のプラスの社会効果に重点を置いて議論したい。 
 
 観光地の知名度があがると、どこへ出かけても自らの地域を紹介できる。さらに評判
よく素晴らしいければ、「良いところですね」と言われ評判が良いので、自らの地域に
誇りをもち、地域性を自らのアンデンティティとすることができる。しかもこの社会効
果は、経済効果が地域の一部の人々に限定されものに対して、その地域に生活するすべ
ての人にプラスの効果を与える点に特徴がある。 
 さらに、観光振興を機会に「昔とった杵柄」ではないが、廃れていた技術や芸能文化
が復活することもあるし、なによりも、他地域の人々と交流することで、閉鎖的あるい
は同種の考えて固定されてしまう地域社会に異質の風が吹き、地域の人々が刺激をうけ、
人々の考えが一新したりする。 
 前田（1995）によれば、ある地域の生活文化が他の地域の生活文化と接触することに
よって、その影響を受けることを文化変容というが、発展途上国のみならず、経済先進
国においても、伝統的な生活文化をもつ観光地で観光に起因する文化変容が頻繁に起こ
ってきた。 
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 地域独自の自然や文化を資源として観光は成立していると考えられるが、実際には、
観光により経済効果を得た国や地域の人々の生活が、経済先進国の人々の意識や都会型
の生活様式に急速に近づく傾向がみられる。その主たる理由は、その人々が都市化され
た物質主義的な生活を望むからであり、観光の経済効果すなわち得た収入をまず工業製
品の購入へ向けるからである。 
 さらに、観光客の多くが、観光を可能とする経済的・時間的条件を持っている経済先
進地域の都市から流入することによって、地域の自然に即した生活、特に伝統的といわ
れる生活文化が次第に観光者のそれに近づくように作用するのである。 
 このような文化変容の傾向も、観光地が発展するにつれて、地域文化の再認識へと発
展することがある。団体観光が主体の段階においては、観光客は地域社会との接点が尐
なく、伝統芸能は一般にショーの形で提供され、物産は売店に陣列販売される場合が多
い。 
 しかし、観光者が尐しずつでも地域文化に関心を向け始めることによって、個人や尐
人数で訪れ、自然や文化のインタプリテーションを求めたり交流を希望する段階となる
と状況は異なってくる。このような観光者の志向変化は、観光地側自体が旅行業者など
から送られる安定した団体旅行需要（機構化された需要）の受け皿機能を脱して、地域
の主体性をより強くもとうとする時を転換点として起こることが多く、それが地域文化
の再認識へと向うことになる。 
 また、本稿の内容と関連性の高い国際観光の一般化によって、外国への訪問者と外国
からの来訪者とがともに増大しており、国境を越える国際間の人々の交流・往来は、国
民相互間の理解を深めつつ国際親善の向上と文化交流の増進に役立つ、ひいては世界平
和の促進に貢献することができる。「国際観光は国際親善と文化交流の架け橋である」
と津田昇氏の明言であるが25、国際観光客は、その意味でそれぞれの国を代表する大切
な民間親善大使に違いない。 
 そして、青年たちによる海外修学旅行やホームスティなどを通じた相互訪問・交流も
また、同じような効果を醸成したことは筆者自身の経歴からも証言できる。さらにこう
した相互交流・訪問は、彼らの成長を確実に促す教育的効果を限りなく持っているはず
である。 
 日本と中国の間には、現在も歴史認識や領土などの問題があり、依然として「壁」が
                                                        
25
 津田昇（1969）を参照した。 
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存在している。本稿と関連する、日中観光交流の日本と中国の相互理解と平和創出に及
ぼす効果において、観光が果たす役割が特に大きな期待が寄せられている。 
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４．観光とマーケティング 
 
 マーケティングは現代社会において深く浸透してものとなっている。元来、アメリ
カでマーケティングを先駆的に行った企業が提供してきたのは、ミシンや農業機械、
石鹸、自動車などのモノであった。しかし、経済が発展史し、第 3 次産業が発達する
とともに、サービス業におけるマーケティングも注目されるようになった。観光分野
にもマーケティングが取り入れられている。 
 観光に関わるさまざまな事業は、成果を挙げなければならない。成果は、いろいろ
な捉え方が可能だが、デスティネーションにどれだけ観光者が訪れてきたかというこ
とが最も明確であろう。高橋（2010）が、観光需要創造に向けてマーケティングの重
要性をについて「デスティネーションを消費者に選んでもらい、購買してもらえる状
況を作り出すことを担うのがマーケティングである」、「他のデスティネーションはも
とより、観光以外のさまざまな支出先と競争した上で、特定の地域・対象への観光訪
問を選択してもらうには、その観光行動がその消費者にとって魅力的であると感じら
れ、購買できるものである状況を提供しなければならないが、それを実現するのが観
光におけるマーケティングである」と主張していた。 
 本章では、まず、観光マーケティングの先行研究の生成と発達を概観した上で、現
代の観光マーケティング研究において生じている特徴と問題点を明らかにする。次に、
サービス・マーケティングとデスティネーション・マーケティングについて探求し、
第 5 章の理論基盤にしたい。 
 
 Kotler et.al.（1996）は、次のように製品を定義している。 
 「欲求あるいはニーズを充足する注意、取得、使用、消費のために市場に提供され
るもの。それは、観光分野に関するマーケティングには、2 つの主体があると考えられ
る。1 つは、人々に物理的客体、サービス、場所、組織、アイディアを含んでいる。」
（P.274） 
 従って、観光を推進するためのマーケティングを考える場合、観光そのものは製品
（Product）として捉えることが可能である。観光という製品は、有形の製品（デステ
ィネーション―目的地）と無形の製品（サービス）二種類に分けられる。次の節では、
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サービス・マーケティングについて探求する。 
 
４－１ 観光マーケティングに関する先行研究 
 
 現在、マーケティングは学術的研究やビジネスの現場において、その検討や手法が
広く浸透し、実際に展開がされている。しかしながら、観光を対象としたマーケティ
ングに関しては、さまさまな見解が行われているようである。そこで、本節では、観
光マーケティングに関する先行研究をレビューし、観光マーケティングの定義につい
てその特徴と問題点を整理したい（表 5）。観光マーケティングのレビューは塙（2007）
が行っている。彼は 18 世紀半ばに、世界で最初の旅行代理店トーマスクック（Thomas 
Cook AG）が誕生したイギリス26と日本の観光産業の発達を概観した上で、近代観光
の発達とマーケティングの登場及び観光マーケティングの変遷について内容をまとめ  
表 5 観光マーケティング定義の変遷 
発表年 発表者 観光マーケティング定義あるいはその記述の内容 出典 
1971 Krlpendorf ，
J． 
適正利潤を獲得しながら，ある特定の消費者グループ
のニーズの最適な満足のために、局地的・地域的・国
家的ならびに国際的な次元での、公共・国の政策およ
び観光企業の政策による組織的かつ調和的な適用。 
Marketing  et 
tourisme,p.46. 
1973 Menges，G． 観光財広告とともに、観光市場に基づく観光供給を計
画し組織化すること。 
Tourism 
Marketing 
Decision, 
P.46. 
1974 坂井幸三郎 観光市場において需要と供給とが結合しなくてはな
らない。その的確な遂行をもっぱら担うもの。 
現 代 観 光 論 ，
p.152. 
1978 前田 勇 観光の需要を拡大するために供給側が行うさまざま
な活動。 
観光概論，p.110. 
1989 Moutinho．L 観光組織が、観光客の最適な満足の達成と組織目標の
達成のために、観光商品をつくり、適合させるように、
Tourism 
Marketing and 
                                                        
26
 Copper,C.,（2005）を参照した。 
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各地域、レベルで観光客のニーズ・欲求を探り、影響
を与える。それら一連のマネジメント・プロセス。 
Management 
Handbook,p.259． 
1994 菊池 均（足
羽編） 
「観光」のもつ経営的現象に対応する観光関連産業の
観光経営的アプローチによるマネジリアル・マーケテ
ィングを中心に展開されている。 
新・観光学概論， 
p.202． 
1995 前 野  光 一
（前田編） 
観光・旅行市場のマーケティング活動の主要な要素
は、情報提供（観光パンプレット）である。 
現代観光総論，
p.68. 
1996 Kotler，P．， 
Bowen ， J ．
q ． and 
Makens， J． 
社会的プロセスであり、管理プロセスである。マーケ
ティングによって、個人や集団は製品や価値のあるも
のを創造し、それらを他者と交換して必要なものや欲
しいものを手に入れる。また、温泉、リゾート、町、
州や国に観光客を引きつける活動。 
Marketing for 
Hospitality and 
Tourism，p.7. 
1996 長谷 政弘 その主体や目的にかかわらず、観光需要に対応するマ
ーケティング活動を包括する概念。また、企業その他
の組織が観光行動実現に関わるニーズを満たすとと
もに、事業目的を達成するような取引を実現する過
程。 
観光マーケティ
ング，p.6. 
2001 香川 眞 観光需要を拡大させるためにブローカーが行う活動
の総称。分析的にみれば、マーケティング・リサーチ、
プロダクト・プランニング、セールス・プロモーショ
ンの過程からなる。 
観光研究の問題
意識と研究方法
の視点，p.36. 
2004 Lumsdon．L． 競争的供給者あるいは目的地よりも効果的に既存観
光客と潜在的観光客の欲求を予想し、満足させる経営
過程。 
Tourism 
Marketing， 
P.24. 
2007 K.Bonita M. リゾートであれ、都市や地域であれ、さらに国であれ、
目的地に訪問者を惹きつける戦略を計画するために、
マーケティングコンセプトを適切に応用することで
ある。 
Torism Marketing 
For Cities and 
Towns，p.3. 
出典：塙（2007）『明治大学 商学研究論集』第 27 号 p.228.の内容をもとにプラス K.Bonita M.（2007）
のもので作成  
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た。本稿では、彼の分析に大部分を依拠しながら、最新の研究までレビューを行いたい。 
 
 近代観光の発達とマーケティングの登場 
①イギリス 
 Holloway，J．C（2004）によると、「現代の観光産業は第二次世界大戦直後に生まれ、
当初の観光産業の活動は生産志向による販売促進を行っていた。…（略）… 現代マー
ケティング手法は、初期のイギリスの観光産業にとって重要とされていなかったのであ
る。なぜなら、1960 年代に、それは、新しい商業用飛行機を利用したパッケージ化し
た旅行商品がめさましい勢いで成長をし、ヨーロッパ大陸、特にスペインからの旅行商
品は非常に魅力的で、かつ低価格であり需要拡大を続けていたからである。しかしなが
ら、それらの過度の海外旅行商品は、需要に問題を引き起こした。それは、それらの新
しい海外のパッケージ商品が成功することにより、急激に国内旅行商品が在庫を抱える
ことになったのである。27」は「観光の起源は 100 年以上にも遡る。しかし、その商品
の要素や市場条件が、この 20 年から 30 年の間に急激に変化をしたことにより、ビジネ
ス手法において変化を要求された。このことが、観光マーケティングを利用する始まり
となったのである。歴史的には、マーケティングは、宣伝・広告として観光の中で長年
にわたり実施されてきた。28」と述べている。 
 長い観光の歴史を持つイギリスであるが、観光の実務において本格的にマーケティン
グを取り入れ始めたのは今から約 20 年から 30 年前なのである。 
②日本 
 日本においては、明治 4 年（1891）に国内旅行が自由化された。それ以前は、特別な
理由がなければ自分の土地を離れることができず、限られた人々にとっての旅であった。
この自由化は画期的な出来事であった。そして、明治 20 年（1907）に小中学生の修学
旅行が実施され、尐しずつだが大衆への観光の広がりを示している。さらには、近代化
の過程において、海水浴やスキー、スケートなどが欧米人によって導入され、明治 45
年（1912）に国の外郭団体として「ジャパン・ツーリスト・ビューロー（JTB）」が誕生
した。しかしながら、発展を続けていた観光だが、戦争突入により減尐を余義なくされ
た。 
                                                        
27
 Holloway,J.C.（2004）と CoPPer,et al.（2005）を参照した。 
28
 Copper,C.et al(2005)p.550.を参照した。 
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 戦後、生活の安定と共に旅行需要が拡大をした。昭和 20 年代から 40 年代前半（1945
－1965）には、団体旅行が盛んに行われた。日本商工会議所（1962）によれば、観光事
業とは「観光往来を促進するに足りる物的ならびに精神的諸要素を整備すると共に、そ
の活用を図り、もって経済的ならびに文化的効果を上げとする組織的な活動である。具
体的には、a.観光客を受け入れる施設、例えば、宿泊施設、交通施設、遊楽娯楽施設、
土産販売、b.自然景観、文化財、温泉等の観光資源の保護保存に関する事業、c.観光客
の誘致活動、d.旅客の接遇のための活動。」と述べられている。また、昭和 43 年（1968）
までに観光旅行を行った 6 割近くの人が、旅行の主な目的として「企業による慰安旅行」
を挙げており、その当時では圧倒的なものであった。しかしながら、1992 年には、そ
れら法人による需要は 2 割となり極度に落ち込んでいた。そして現在、旅行産業は、団
体やパッケージ型の旅行だけでなく、個人の多様化する旅行目的やニーズへの需要に答
えるべく、国際個人旅行券を格安で販売する専門業者が登場し、自社店舗網を持つこと
なくメディアによる旅行客を募集する手法を確立させ業績を伸ばしている企業もある29。 
 しかしながら、前田（1991）は、消費者のニーズを発見する、それを満足させるため
にさまざまな対応をする、といった一連の活動の構成要素とするマーケティングがみら
れるようになるのは、ごく最近のことであると指摘している。 
 以上のように、イギリスおよび日本において、100 年以上前から観光が社会的行動の
ひとつとして存在しているが、それが現代産業として登場してからは約 60 年であり、
さらに実務的にマーケティングの手法が取り入れ始めてからはまだ 30 年ぐらいなので
ある。その背景には、パッケージツアーをメインとしたマス・ツーリズムの登場、個人
単位による多様化した観光へのニーズの変化などがあったのである。 
 
 観光マーケティング研究の変遷 
 学術的研究における観光マーケティングの定義が登場するのは、1971年であり、まさ
しく観光産業の実務でマーケティング手法が取り入れ始められた時期と同じ頃である。
それは、現代までの問に多様な定義がされている。ここでは、それらに共通して特徴と
問題点を明らかにする。 
 
特徴 
                                                        
29
 鐘（2006）を参照した。 
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 まず、定義のうちの 2 つに関しては広告宣伝を中心とした活動であり、観光地の存在
を多くの人に知ってもらおうとした活動としての研究に焦点が置かれている。また、全
ての定義に共通しているのは、観光マーケティングとは「観光に関わる、取引に対する
組織によるマネジメント・プロセス（経営管理過程）である」という主張であって、あ
る組織のマネジメントの存在が前提となっている点である30。そして、最も顕著なこと
は、これらの定義は基本的に製品を対象としたマーケティングを援用したものであり、
なんら観光の特徴やサービスといったものを考慮して定義されているようには思えな
い。またそれは、Kotler（1996）が「観光マーケティングとは、社会的プロセスであり、
管理プロセスである。マーケティングによって、個人や集団は製品や価値のあるものを
創造し、それらを他者と交換して必要なものや欲しいものを手に入れる。また、温泉、
リゾート、町、州や国に観光客を引きつける活動。と定義して以来、この概念が基本的
に観光マーケティング定義として広く浸透している傾向がある31。 
 
問題点 
 既存の観光マーケティングの定義は、基本的にマーケティング理論を観光研究に援用
したものであって、戦略計画・市場細分化・リサーチなどの観光固有でない部分につい
て、マーケティング論そのものを展開している傾向があり、観光固有の性格を踏まえて、
新たにマーケティング理論を構築したものとは言いにくい32。加えて、どの組織が主体
なのかがが明らかにされていない。 
 さらに前田（1991）は「観光は財の利用ではなくサービスの利用であるので、ニーズ
の把握や商品化ということの意味が、有形物の場合とは基本的に異なっていると指摘し
ている。 
 また、Bull（1995）も、観光客が求めている最終便益は、交換可能な生産物では全く
ない。この点が問題の雑さを倍加させていると指摘している。 
 さらに、観光マーケティングのひとつの特微として、齋藤（2003）は、観光マーケテ
ィングのような広い概念は、一般マーケティング論においては、マーケティング環境に
おけるマクロ環境に含まれ、操作不能要因としてとらえられており、このような広義の
                                                        
30
 齋藤俊則（2003）を参照した。 
31
 Copper,C.et al.(1998)を参照した。 
32
 同注 30 
 75 
概念を、操作可能要素として論じなければならない点は観光マーケティングのひとつの
特徴であると指摘をしている。つまり、既存の観光マーケティング理論とは、単純に製
品のマーケティング理論を援用することであり、それは観光の特徴や本質を捉えたもの
とは言いがたく、その理論は必ずしも適切ではないのである。 
 したがって、観光マーケティングを研究する際に、観光の特徴や本質を明確にするこ
とが重要である。次の節では、「観光」という商品を無形財と有形財の捉え方で、より
全面的に観光マーケティングの研究を進めていく。 
 
４－２ 観光市場におけるサービス・マーケティング 
  
 既存の観光マーケティング研究は、そのほとんどが製品マーケティングの援用であり、
現代の多様な要因により成立している観光現象を論ずるには、問題が生じることが明ら
かになった。そして、サービス財の観点から、観光における取引空間の特徴を考察した
ことにより、「無形から有形化への活動」と「共同生産への参加と体験の活動」の特徴
の存在が浮き彫りになった。 
 サービスは観光商品の主要部分を占めているから、サービス・マーケティングが有形
財のマーケティングに見られないサービス固有の諸課題を如何に定期しているかを理
解することは、観光市場にとって有益である。これらは商品の生産、価格設定、プロモ
ーション、流通に影響を与えるから、マーケティング戦略の開発を考える上で欠かすこ
とのできない情報であることが理解できよう。観光のマーケティングに固有の諸課題は、
サービスに固有の特徴に起因する。 
 Kotler et.al.（2003）によれば、サービスのマーケティングにおいては、「無形性」、「不
可分性」、「変動性」、「消滅性」というサービスの４つの特徴を念頭に置く必要がある。
観光マーケティングの特徴としては、この 4 つの特徴に加えて、「複合性」、「季節性」、
「立地性」、「資産性」という 8 つの特徴（図 19）が挙げられる（高橋，2010）。以下は
本稿のテーマである「観光」に着目し、観光マーケティングの各特徴を順に確認してい
こう。 
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図 19 観光マーケティングの特徴 
 
       
 
 
  
 
  
 
 
 
 
出典：高橋一夫・大津正和・吉田純一（2010）『1 からの観光』碩学舎 p200（一部修正） 
 
①有形性 
 サービスは、顧客は購入前に、実際のサービスを見たり、味わったり、触れたり、聞
いたり、匂いをかぐことができない。こうした点は、日用雑貨や家電、食品など有形財
の販売とは異なる特徴である。観光ビジネスが販売しているのは、使用できるという「権
利」だけなのである。購入後に、顧客の手元に残っているのは、「領収書」だけなので
ある。だが、何も手元に残っていなくても顧客の心の中に「思い出」は残っている。こ
のように、観光ビジネスにおける製品の多くは、無形の「体験」なのである。そのため、
観光マーケティングにおいての顧客の「経験価値」が重要視される。 
 こうした体験はどんなものか購入前には分からない。その不確実性を尐なくするため、
顧客は証拠を探し安心感を得ようとする。従業員の外見や清潔さなどの有形な証拠が、
無形のサービスの品質の高さを伝える手がかりとなる。だが、こうした有形の証拠に関
する情報を、顧客が入手しにくい場合が多い。それは、観光地にある観光ビジネスと顧
客が住んでいる市場との距離が離れているためである。そのことで、顧客の不十分な事
前情報をもとにした顧客の期待と現実とミスマッチが起こる可能性もある。 
 そのため、観光ビジネスでは広告などのプロモーションを使った事前情報の提供が重
要となる。とりわけ、旅行前に購買の決定行われる宿泊産業では不可欠である。経験者
観光マーケティング 
無形性  
資産性 立地性 季節性 複合性 
不可分性 変動性 消滅性 
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の口コミやネットでの評価が説得力の高い事前情報として利用される。観光マーケティ
ングでは、利用者の満足度（CS）を継続的に高めることが、次なる顧客を呼び込むた
めにも重要となる。 
②不可分性 
 多くの観光ビジネスは、サービスの提供者と顧客の両方が取引の際には必要で、両者
を切り離すことができない。従業員も商品の一部であり、サービス全体の評価に影響を
与える。従業員の気配りや態度が悪いと評価が下がり、逆に優れていると評価が上がる。
まさに、従業員と顧客が接する「真実の瞬間（Moment of truth）33」において、評価は
決まるのである。 
 従業員だけでなく、同様に顧客も商品の一部である。顧客の振る舞いは他の顧客に影
響を与える。たとえば、洞爺湖で団体客が騒いでいたら、洞爺湖に静謐な自然風景を期
待していた顧客は失望するだろう。どういったタイプの顧客がツアー観光に参加するか
が、ツアーの選択行動に影響を与えたのである。そのため、従業員だけでなく、顧客に
もサービスのビジネスモデルを理解してもらうことが必要である。つまり、観光ビジネ
スは、顧客に対しても教育、管理する必要がある。とくに、日本の文化・風習と異なる
中国の観光客に対して、事前教育が非常に重要である。 
③変動性 
 サービスの品質は、誰が、いつ、どこで、どのようにサービスを提供するかによって
変化する上に、絶えずに変動するため需要のピーク時に安定した品質が提供されにくい。
さらに提供者と顧客の接触回数が多いため、提供者の技量や調子、体調によって差がで
やすい。観光マーケティングにおいては、こうしたサービスの一貫性の欠如や品質の変
動が、顧客を失望させる要因となる。働く人々の接客サービスの質をマネジメントする
ことが、観光ビジネスの成否の決め手となる。 
 このように、観光ビジネスは労働力への依存が高く、「労働集約性」が高い。高度で
品質の高いサービスを提供するには、従業員の知識、技能、判断力などが求められる。
観光マーケティングでは、省力化・効率化を図りつつ、個別対応のホスピタリティを提
供することが重要となる。これは中国人観光客の対応において具現化すると、中国人の
観光習慣、消費動向、中国語など知識と能力が従業員に問われる。 
                                                        
33
 Jan Carlzon の著書の英語版タイトルが「Moment of Truth」だったこともあって、英語圏のビ
ジネスシーンでは顧客接点の重要さを表す言葉としても一般的である。  
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④消滅性 
 サービスは在庫にしておいて後で販売したりすることができない。ホテルや飛行機の
部屋や席が、その日に空室あるいは空席だからといって、翌日に提供することはできな
い。繁忙期には供給不足となり、逆に閑散時には供給過剰になる。失った収益は、永久
に失われたままである。そこでホテルによっては、サービスの消滅性を考慮し客がチェ
ックインしなかった場合にキャンセル料をとるところもある。そこで、サービス利益の
最大化を目指すなら、収容能力と需要を管理しなければならない。 
⑤複合性 
 この特徴は、個別の観光産業レベルとデスティネーションの観光事業レベルの2つの
水準でみられる。まず、観光産業レベルでは、飲食業や土産品販売のように単独の業種
で成立するビジネスも存在するが、その大部分はサービスをベースに、複数の業種が組
み合わさった複合的なビジネスである。複数の業種のビジネスが、統一されたコンセプ
トのもとに１つのビジネスとして運営される。 
 それぞれの観光産業において、複数の業種のビジネスを個別のコンセプトで運営する
のではなく、一定のコンセプトでまとめ、全体をマネジメントすることで魅力ある観光
ビジネスが行えるのである。そのため、観光産業のビジネスにおいては、複数の業種に
わたる経営知識や、マーケティング能力、収益管理が求められる。観光産業では、こう
した多様な業種により構成されそれぞれの専門能力が求められる一方、全体としての一
貫性をもったコンセプトが必要とされる。 
 一方、デスティネーションの観光事業レベルにおいても、複数の観光産業による複合
的ビジネスであり、場合によっては地域住民や行政も組み合わさったものである。経営
主体の異なる多様な規模や業種の企業が、共通の事業コンセプトのもとに成立った集合
である。だが、その集合の境界は曖昧であり、提供者によりコンセプトに対する認識は
異なる。たとえば、中国人観光客が秋葉原でのショッピングを満足しても、自由活動時
間で街中のレストランで食事を取る際に、接客係りの印象が悪ければ、今回の旅行全体
の印象が悪くなることもある。レストランの接客係りは、自分が観光事業に従事してい
るという認識が薄く、観光客へのホスピタリティに無頓着であることも考えられる。
個々の事業者にとっては、それぞれのサービスが完結したものであっても、顧客にとっ
て部分的なものでしかない。顧客の満足は観光事業のすべてのサービスから成立つ。 
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⑥季節性 
 観光需要は季節や曜日により大きく変動する。この需要変動は、観光者側の要因と、
観光地側の要因が重なりあって生まれる。まず、観光者側の季節変動の要因は、学校の
行事や企業の休暇制度による影響である。たとえば、家族旅行では家族全員が取りやす
いゴールデンウィークなどの大型連休や、夏休み時期、年末年始に集中する。一方、観
光地側の要因は、観光対象の特徴による影響である。高原や海水浴場においては、夏季
の観光需要が中心となる。温泉やスキー場、大きなイベント（お祭り、花火）などの観
光対象があれば、他の時期にも観光需要は生まれる。 
 こうして、観光者側の要因はと観光地側の要因によって、繁忙期である「オン・シー
ズン」と、閑散期である「オフ・シーズン」が生まれる。季節によって異なる観光対象
の魅力や、観光の需要による影響を受けるビジネスである。そのため、観光需要の変動
に合わせた施設や労働力の柔軟性が必要となる。 
⑦立地性 
 観光施設は、立地条件の善し悪しに影響を受けるビジネスである。立地条件は、大き
くはデスティネーションそのもの立地である「大立地条件」と、デスティネーションの
中での当該施設の立地である「小立地条件」に分かれる。 
 大立地条件としては、さらに「交通面」と「観光対象面」の条件に分かれる。まず交
通面では、人口の集中する大都市からの移動時間・距離・費用が尐ない近隣の立地が有
利である。だが、これらの優位性は新幹線や高速道路の開通により変化する。このよう
に観光客が増加する観光地がある一方、減尐する観光地が生まれる可能性がある。次に、
観光対象面ではそれらの価値が差別化されていることが有利である。 
 小立地条件としては、さらに「交通面」と「観光対象面」の条件に分かれる。まず交
通面では業種により、その影響を異なる。たとえば、土産品店や飲食などの立ち寄り型
の観光産業においては、観光施設や交通ターミナルからの近さなど人通りの多いことが
有利であるが、ゆっくり過ごしたい観光客の多いリゾートホテルなどの滞在型の宿泊施
設ではむしろ不利になる場合がある。こうした小立地条件も、大立地条件の変動と同じ
く、時間の経過により変動する可能性をもつ。 
⑧資産性 
 ホテル・旅館などの宿泊業や、テーマパーク、スキー場などの大型観光レクリエーシ
ョン施設は、建設にあたって多額の投資を必要とする産業である。たとえば、ホテル開
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業の初期投資は、10年以上かけて回収されるという。そのため、途中での需要予測の変
更や、事前のターゲットと実際の顧客が異なったといっても設備を変更することは、容
易ではない。このように、観光は資産の割合の高い産業でもある。さらに、初期投資だ
けでなく、テーマパークや動物園を運営する企業が安定した成長と収益を最大化するた
めには、古くなった設備を更新したり、新しい設備を建設したりする必要がある。ディ
ズニーランドでは、計画的に設備投資が行われている。 
 
 こうしたサービスならではの特性に直面したとき、さまざまな方法でサービスの有効
性を高めることができる。 
 観光はサービス、つまり無形性という特質を持つ。よって、サービス財は物財のよう
に幾種類も店頭の陳列棚に並べられて、相互比較しやすい形で展示されることはありえ
ない。そのため、観光においても購入前の段階において事前に観光を試すことはできな
いのである。 
 したがって、観光のイメージ形成には情報を活用することが期待される。すなわち、
観光の魅力は心象でしかない、無形のものである。しかし、その真相の原因となる観光
対象は、それを情報化することによって有形化が可能なのである。そして、その有形の
観光対象情報を媒介として、観光未経験者に予測される観光の魅力、あるいは期待でき
る観光の魅力を創造させることが可能になる（野村、1996）。 
 また、観光においては、供給と消費が同時に発生する。つまり、観光を行うというこ
とは、観光客自らがその‘観光’というサービスに参加をして、体験をしなければなら
ないのである。近藤（2006）は、これからのサービスを考えるうえで重要なポイントと
して、十分な情報を保有し、かつ厳しい選択眼と高い評価能力を持っている現代の顧客
に対して、単に企業が出来合いの単機能商品を提案するというのではなく、顧客を巻き
込み顧客と共同で商品を創り出すというアプローチが必要になることを指摘している。 
 このように、観光という商品を無形から有形化し、観光客が観光体験中に満足度を向
上させる具体的な手法として、フィルム・ツーリズムは考えられる（詳細は第 5 章）。 
  
４－３ デスティネーション・マーケティング 
 
４－３－１ デスティネーションにおける先行研究のレビュー 
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 観光を商品として捉える際に、その有形の部分は観光者が訪れる目的地である。この
目的地は、ツーリズムの領域においてはデスティネーションと呼ばれる。 
 デスティネーションを取り仕切る長は，新規の訪問客獲得のみならず，既存の訪問客
との長期的な取引を行うために，戦略を立案し，他企業との差別化を図ることを試みて
いる。さらに，デスティネーションにおいて，政策的側面から産業クラスターの形成を
行い，地域内の産業集積，及び地域経済の発展が試みられている。しかし，デスティネ
ーションは，それを構成する企業・産業自体の繋がりが弱いことにより他地域より競争
力が务っているという課題，またデスティネーションの範囲が広いことにより，それが
形成される上でメカニズムが複雑であるという課題を抱えている（宮城、2010）。 
 このような状況下において、訪問客に魅力的な地域づくりを行うために、様々な立場
から地域研究が行われている。例えば、観光学においては主に、訪問客のニーズのみな
らず、ホスト地域の政府やコミュニティを意識したデスティネーション研究、経営学に
おいてはクラスターという内発的な企業や産業の立場から研究が行われている。しかし、
デスティネーション研究は、海外では活発に研究が行われているが、日本国内では、事
例研究は多いものの、海外の研究がほとんど紹介されていないという状況が存在する。 
 
 本稿は、外国文献に基づくデスティネーションの理論をレビューすることで、概念と
してのデスティネーションの進展過程を検証し、デスティネーションが抱える問題を探
り、望ましいデスティネーションの確立に向けて考察する。 
 
 全体像からの定義 
 観光学における地域研究に関しては、地域における経済的側面のみならず、多様な側
面を取り入れて分析される傾向がある。観光学において地域を捉える場合、「デスティ
ネーション」という用語を用いる場合が多い。例えば、 
 Lumsdon（1997）はデスティネーションを 
  
   休暇で滞在する観光客、もしくは日帰り訪問客を引き付けるために組み合わされる多くの要因から構
成されており、その構成要素とは、主要なアトラクション、造られた環境、供給サービスの維持、そして
雰囲気 
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と定義している。 
 また、Manente and Minghetti（2006）は 
 
  1. 観光を行う場所、例えば観光商品の生産と消費が行われ、観光客が活動する場所、 
  2．観光商品、及び資源、アクティビティ、地域住民の複合体として提供される供給資源 
 
とサプライサイドから 2 方向の視点を組み合わせてデスティネーションを定義してい
る。これらの定義をみるとデスティネーションとは、訪問客が旅行を目的として利用す
る施設、アトラクション、自然環境等が集合している場所であると言えよう。 
 通常のマーケティングで扱われる製品に関しても、欲求やニーズに応えるために市場に提
供されるものは何でも製品であるという顧客価値の観点から捉える傾向にあり、様々な要
素から構成されているという意味でデスティネーションにマーケティング戦略を応用可能
であると考えられる。しかし、デスティネーションの場合、その場所のアトラクションだ
けでなく、デスティネーションまで来るアクセス方法、地域の文化的背景、環境等、様々
な要因が関わっており、通常の製品と比較して複雑である（宮城、2010）。 
 
 需要サイドからの定義 
 Goeldner,C.R and Ritchie,J.R.B(2003)は、次のように述べている。 
ツーリズム・デスティネーションとは、最もシンプルにいえば、その中で観光者がさまざまなタイプ
の旅行経験（travel experiences）をエンジョイする、特定の地理的区域のことである。 
 
 これは最も一般的な定義である。この定義は観光者の視点によるものであるので、需
要サイドからの視点に基づくものであるということができる。 
 
 Goeldner,C.R and Ritchie,J.R.B(2003)は、デスティネーションをさらに詳細に次のよう
に定義している。 
  
ツーリズム・デスティネーションは、正式な用語では、世間一般に認められている政治的管轄権によ
って次のように定義されるのが一般的である。 
1．国 
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2．幾つかの国からなる（例、ヨーロッパ）または国境をまたがったり（例、リビエラ）経済貿易ゾ
ーンの反映（例、NAFTAやアメリカズ）であったりする 
3．一国の中の一つの地方または州 
4．一国の中の限定された地域、カナダ西部とか合衆国西北部のような 
5．ひとつの都市または町 
6．それ自身で十分重要で観光客を引き付ける、国立公園や歴史的な場所や記念といった、ひとつの
ユニークな場所。例としては、ディズニーワールドやサントペテルブルグのエルミタージュやローマのサ
ンピエトロ大聖堂といった、実質的でしっかりと見分けられる施設が挙げられる。これらはそれら自身で
十分な誘引力を発揮することができる。 
 
 上掲の定義のベースになっているのは、「政治の管轄権」である。これは観光客の訪
問先を政治・行政圏上での区分で定義したものであり、観光客の訪問に力点が置かれて
いると考えられる。すなわち、需要サイドに立った概念規定であるといえる。 
 
 供給サイドからの定義 
 Vellas,F.and Becherel,L.(1999)は、デスティネーションを次のように定義している。こ
れは供給サイドから視点に基づく概念規定である。 
 
  デスティネーションの定義の幅は非常に広い。 
一方の端には、テーマパークやカントリークラブ・ホテルや休暇村のような小さな複合施設がある。
これらは、日帰り旅行やちょっとした休暇のときのデスティネーションを考えられマーケットとなること
である。両者の間に、数多くのタイプのデスティネーションが存在し、これらは観光客や責任を負ってい
る行政組織によって定義される。数多くのタイプのデスティネーションには、次のようなものがある： 
・自己完結型のリゾート―カントリークラブ・ホテルや休暇村 
・村、町、都市 
・行政区域を越えるが固有のテーマの独自性を持つ区域、例として国立公園 
・行政区域で規定される地方（region） 
・国 
・国々から成るグループ（例、カリブ諸国） 
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 上掲は、Goeldner,C.R and Ritchie,J.R.B(2003)の定義とよく似ているが、それとの違い
は、定義されるページが「観光客や責任を負っている行政組織」とされていることであ
る。「観光客」は需要サイドに立つ存在であるが、「責任を負って行政組織」とは供給サ
イドに立つ存在である。供給サイドが主体的に自らをデスティネーションをと規定し、
その上で需要サイドに働きかける点において異なっている。 
  
 Buhalis,D.and Costa,C.(eds)(2006)は、供給サイドが需要サイドに向けて行う働きかけ
について、次のように述べている。 
 
デスティネーションとは、経済学及びマーティングにおいては単なる地理的な亜r場所ではない。そ
れは、多数の観光客をある場所に引き寄せるところの、商品、サービス、自然資源、芸術要素、及び情報
の複合体である。 
 Buhalis,D.and Costa,C.(eds)(2006)は続いて、明確に供給サイドの視点からデスティネ
ーションを次のように定義している。 
 
デスティネーションを、供給サイドからの2つの観点に立って定義することができる。 
1．ツーリスト・プレイスといて、ツーリストの活動が開発され、そのあとツーリスト商品が生産さ
れ消費される場所 
2．ツーリスト商品として、そのあとひと揃えの資源や活動や地域のアクターたちの活動を含む固有
の供給として 
 
 上掲の定義の第1項は場所として地理的に把握するものであり、第2項は商品として経
済活動・産業の一環とみて把握するものである。ツーリストを産業として把握するのが
一般的であるので、定義としては第2項の方がより適切であると思われる。 
 Law,E.(1995)は、デスティネーションの商品としての要素を強調して、次のように述
べている。 
 
  場所は、大人数の観光客を引き付けることによってのみツーリスト・デスティネーションとなるので
ある。換言すれば、場所は市場性のある商品となることによってツーリスト・デスティネーションとなる
のである。 
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 上掲の定義は、デスティネーションの商品よしての要素を際立たせたもので、供給サ
イドからの視点の極限を示すものと考えられる。 
 そして、Law,E.(1995)は、これまでのデスティネーション概念の進展について次のよ
うに述べて表を示している。 
  
（観光客が多数訪れることの）結果としてデスティネーションはダイナミックで急速な変化を経験し
つつある。デスティネーションの理解もまた進化し、デスティネーション・マネージャーたちは表が示す
ようなより根本的な問題に焦点を絞りつつある。 
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表6 ツーリスト・デスティネーションの概念の進展 
 
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Law,E.(1995)，Tourist Destination Management,London,Routeledge,p.133.  
 
1．従来の概念 
「人が休暇を過ごす場所」 
要素 
（1）場所 
    ・ツーリズム地方の構造と発展 
（2）人  
    ・人口統計、動機、観光客の参加率、サービス従業員  
（3）休暇 
    ・観光客の休暇行動 
2．最近の概念 
2a「人が休暇を過ごすのに選ぶ場所であし、そうした行動の結果」 
要素 
 （1）場所  
    ・海辺、都市、人の手の入っていない所、部族が住む遠くの地方、他  
 （2）選択 
    ・個人の動機、休暇仲間、代わりの場所と行動、選択に影響を与えるマーケティング  
 （3）効果 
    ・経済、社会、環境、生態系 
2b「ツーリズム需要のマネジメント、デスティネーション効果のマネジメント」 
要素 
 （1）需要のマネジメント 
    ・アクセス、品質管理、魅力の追加、イメージづくり  
 （2）ツーリズム効果のマネジメント 
    ・目標設定、影響とキャパシティの測定、プランニング、ゾーニング  
3．出現しつつある概念 
要素 
 （1）複数利害の認識 
 （2）ツーリズムの役割と規模に関するコミュニティの議論 
 （3）公共セクターと民間セクターの協力  
 （4）観光客需要別のレベル別マネジメント  
 （5）観光客行動への働きかけ 
 （6）質の高い経験の提供 
 （7）地方のプロモーションと開発への協力  
 （8）ツーリズム理論の開発 
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 上掲の表においては、第1項及び第2a項は需要サイドからの視点に基づく概念である。
第2b項及び第3項は供給サイドからの視点に基づくものである。第2b項及び第3項におい
て「マネジメント」なる語が出現しているのが注目に値する。これは供給サイドの主体
的取組みが始まったこととマネジメントの必要性を物語るものであるといえる。 
 デスティネーションの概念の進展は、デスティネーション・マネジメントの必要性を
告げるものである。デスティネーション・マネジメントの研究、すなわち、デスティネ
ーションをどう企画設計し、構築し、維持し、改善し、変革するかについての研究が世
界中で取り組まれている。 
 デスティネーション・システム 
 Law,E.(1995)はデスティネーションにおける環境への影響やマス・ツーリズム、観光客、
観光サービス提供者、地域住民との関係性といった課題について、限定的なアングルで
は実証できないとし、これらの課題を考察するために、システム・ アプローチを用いて、
「デスティネーション・ システム」を提案した（図 20 参照）。 
図 20 デスティネーション・システム 
 
出典：Law,E.(1995)p.36. 
 
 まず始めに「インプット（Input）」であるが、インプットとは、訪問者にデスティネ
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ーションのいいイメージを持たせ、旅行を成立させるための要素である。訪問客がデス
ティネーションに対して抱くイメージは、プロモーションや評判によって形成される。
さらに、他地域より優れているデスティネーション・システムを形成するためにはデス
ティネーションにおける従業員のスキル、新しい事業を起こす起業家の想像力、そして
それらを支える投資家が不可欠である。 
 次にデスティネーション・システムであるが、訪問客がどこに行きたいかを決定し、
そして手続きをしてから旅行が開始される。旅行において、訪問客にとっては多くの要
素が介在している。まず、デスティネーション・システムには、気候、文化といったデ
スティネーションの「主要要素」、目的地まで、そして帰着まで利用する交通業、目的
地で滞在するホテルや旅館などの宿泊業、観光地名物の料理を提供するレストラン等の
飲食業、ゴルフ・テニス・スキー等のレクリエーション事業や博物館・美術館といった
「副次的要素、サブ･システム」が含まれている。 
 そして最後に「結果（Outcomes）」として、訪問者の活動を通してデスティネーショ
ンでのステークホルダーは、訪問客満足、観光関連産業に従事している従業員の報酬、
企業の利益という形で経済的、社会的成果を得ることになる。この場合、デスティネー
ション・システムからの結果を通して、住民に悪影響を与える可能性が存在するが、こ
のような現象は訪問者の好み、競合地域、技術的側面といった外的要因に影響される。
さらに、デスティネーション・システムは観光客のニーズの動向、技術革新、経済状況、
人口動向等の外的要因に左右され、結果的にデスティネーション・システムからの「結
果」が影響される。 
 このように、デスティネーション・システムを通して、訪問客満足、デスティネーシ
ョン内で雇用されている従業員の報酬、企業の利益、地域に与えるインパクト等といっ
た結果が形成される。ある対象物に資金や人的資源を投入し、いかに良い結果を得るか
という研究は経営学の分野で活発に行われているが、デスティネーション・システムの
構成要素は互いにリンクしており、それを構成している要素が尐しでも変更することに
よって、訪問客の満足度に影響を及ぼす。Laws のモデルは様々な外的影響、観光関連
産業によって生み出されているデスティネーションをシステムとして捉えることによ
り、限定的ではなく、包括的な分析が可能であるかと思える。 
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４－３－２ デスティネーション・マーケティング 
 デスティネーション・マーケティングとは、「旅行目的地を商品として、旅行客のニ
ーズを満たし、かつ目的地となる地域の事業目標(旅行客数や経済効果の増大等)を達成
するように旅行客を誘致するために行う誘客活動」と定義することとする。デスティネ
ーション・マーケティングの主体となる観光組織は、国の場合は政府観光局(以後
National Tourist Organizationの略称である「NTO」と称する)、都道府県・市町村では、
観光所管部署である。（平田、2000） 
 
 デスティネーション・マーケティングの基本要素 
 現在、マーケティングの概念はとても拡がりを持っているが、マーケティングの目的
は、提供することによって新規顧客を呼び寄せ、かつ、既存顧客を引き留めることにあ
る。デスティネーション・マーケティングの場合、これを観光地に展開すれば、「観光
地がつくり出す価値を、誰に、どのように届けるのか」ということになる。山田（2010）
はデスティネーション・マーケティングを構築するにあたって、最も基本となる 3 要素
について指摘している。 
①コンセプト（Concept） 
 コンセプトは、基本概念、基本思想といったように訳すことができる。提供する「価
値」を規定する要素である。デスティネーション・マーケティング、ひいてはデスティ
ネーション経営を貫く考え方と言っても良いだろう。よって、コンセプトの出来・不出
来は、そのままデスティネーション・マーケティングの成果に直結するものであり、非
常に重要な位置づけとなる。 
 顧客が旅行に出かけたいと思う動機（モチベーション）は、プッシュ・モチベーショ
ンとプル・モチベーションに区分できるとされている。前者は、顧客が「旅行という余
暇活動そのものをしたい」と思う動機（例：休憩したい、仲間との時間を楽しみたいな
ど）であり、後者は、旅行先で行いたいと思う活動（例：温泉がある、食がある、珍し
い景観があるなど）に対する動機である。顧客を中心に、顧客を旅行に出かけることを
後押しする動機と、その動機を持った顧客を観光地が誘引、旅行先を決定する動機とい
うように整理することができるだろう。 
 デスティネーションの立場、デスティネーションの取組みが及ぼす影響力を考えれば、
デスティネーションが顧客のプッシュ・モチベーションを左右することは困難である。
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デスティネーション側ができることは、プッシュ・モチベーションを持った人たちが、
自地域を選んでくれるように「プル」することが基本である。 
 ただ、一方で、日本国内の同種観光地間で見れば、保有する観光魅力はさほど差がな
いのが実情である。さらに、日帰り温泉や年間 2,000 万人以上を集める巨大ショッピン
グセンターなどが都市近郊に立地する現在、プッシュ・モチベーションを有していても、
それが「観光」に向けられるとは限らない状況になっている。環境変化の激しい現状に
おいて、如何に魅力的なコンセプトを作り上げ、それは顧客に対し提供する価値を伝え
るかということが重要なのである。言い方を換えれば、「コンセプト」を換えていくこ
とが、持続的な成長において重要だと言える。 
 コンセプト作りに方程式は存在しないが、例えば、以下のような視点が挙げられる。 
 a.弱み・脅威を強み・機会に転換させる方法、つまりは弱み・脅威を強みや機会と考
えるような対象者、活動を考えてみる。また、強みや機会をあえて否定的に捉えること
で過度な依存感を弱め、新しい強み・機会を考えてみる。 
 b.今の観光客が 5 年後（加齢だけでなく、ライフステージの変化、リピーター化によ
る意識の変化）に何を望むのか、を考えてみる。 
 c.自地域における観光客や観光行動・活動、観光施設の「定義」を変えてみる（広げ
てみる）。 
 ②ターゲティング（Targeting） 
 コンセプトを考える際に、あわせて重要になるのが「誰に、その価値を提供するのか」
というターゲティングである。 
 前項において、旅行動機は、プル・モチベーションとプッシュ・モチベーションに分
けることができ、かつ、デスティネーションが影響を及ぼすことができるのは「プル」
のみであるということを整理した。しかしながら、プルとプッシュとは、相互に関係を
持っており、プッシュ・モチベーションにも意識を払う必要がある。 
 例えば、「温泉地」の場合、プル・モチベーションは「温泉に入りたい」「食を楽しみ
たい」ということになる場合が多いが、対応するプッシュ・モチベーションは、保養休
養であったり、懇親を深めたいというものであったり、または、未知のことを体験する
などさまざまである。当然ながら、保養休養を目的（プッシュ・モチベーション）とし
た顧客と、懇親を深めたいということを目的にした顧客では、温泉地に求める機能、対
応は異なってくることになる。前者であれば、静かな雰囲気でスパやエステなどを交え
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ながらゆっくりことに過ごしたいと思うであろうし、後者であれば、むしろカラオケや
観光施設などを利用しながら、グループでわいわいと楽しみたいと思うだろう。 
 どんなプッシュ・モチベーションを持った人が、主たる対象となるのか、そして、そ
うしたプッシュ・モチベーションを持った人は、どういった特徴（性別、年代、居住地、
年収、同行者など）を持った人たちなのか。そうしたことを明らかにしていくことで、
コンセプトの誘引力も高まるし、マーケティングに関わる各種の取組み（例：広報宣伝、
施設整備など）もより切れ味の高いものとなる。 
 ③ポジションニング（Positioning） 
 コンセプトとターゲティングを考えていくなかで、もう 1 つ重要な要素となるのが、
「自地域は、顧客から見て、どのような位置づけにあるのか」ということである。 
 コンセプトによって「伝えたい価値」を規定し、ターゲティングによって「対象者」
を規定したとしても、それは、観光地側の思い、考えであって、それを、対象者たる顧
客がどのように感じるのか、評価するのかについては、また別の話であるからだ。顧客
は、複数ある選択肢から、自由に旅行先を選択することができ、さらに、その選択候補
は、顧客によって様々となっている。 
 
 このように、コンセプトは、対象者となる顧客（ターゲティング）から見た、自地域
の位置づけ（ポジションニング）によって、有効なものが異なってくることになる。コ
ンセプト、ターゲティング、そしてポジションニングの 3 つを総合的に捉え、「どんな
価値にを、誰に、どのように伝えるのか」を規定することがデスティネーション・マー
ケティングの基本となる。ここでの「価値」はデスティネーションが持つ価値、「誰」
がいうまでもなく観光客である。「どのように伝える」は本稿で解明したいところで、
それについて第 5 章で筆者の考えを主張してみる。 
 
 デスティネーション・マーケティングの必要性と問題点 
 デスティネーション・マーケティングの必要性は、観光客の立場に立って、行き先を
検討する場合を想定すると分かりやすい。訪問したいと思う観光資源や宿泊施設のこと
を知ったとしても、その観光地が自らの嗜好に合うものでなかった場合、実際に出かけ
ないであろう。観光客のそれぞれの資源・施設への「思い入れ」によってくるが、多く
の場合、より好条件の観光地を選ぶことになるのが現実である。 
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 さらに、山田（2010）は既存顧客を維持するという観点から見ると、顧客の地域に対
する顧客満足度（CS）やロイヤルティ（紹介意向や再来訪意向）は、個々のサービスの
品質や価値だけではなく、その地域に対するイメージや人とのつながり、地域への信頼
感、思いやりなど多岐にわたる項目から構成されていることが明らかとなっている。こ
うした項目は、例えば、旅館などの単体の取組みで構築できるものではないと主張して
いる。 
 観光客を呼び込み、維持していく、また、顧客を再来訪させる、紹介してもらうため
には、多様な要素が必要であり、単なる商品・サービスづくりにとどまらず、地域の総
力、多面的な取組みが必要である。これらの要素を上手に管理し、適切な戦力を打ち出
すことよりデスティネーションを発展させるために、デスティネーション・マーケティ
ングの考え方が重要である。 
 「デスティネーションのマーケティングは、ある土地の評判を高めそれを維持するの
に欠かすことができない。にもかかわらず、ツーリズム産業の発展に関わる人々はその
土地を開発することばかり夢中になり、そもそも観光者を聞きつける要因となったその
土地ならではの特色の保護をおろそかにしているケースがあまりにも多い」
（Bergstorm.J,1994.p.32.）。 
 たとえば、その土地ならではの特色を維持しなかったためにさまざまなデスティネー
ションが苦労している。タイのパタヤ、インドネシアのバリ島、メキシコのウアトゥル
コといったところがそうである。アリゾナ州セドナなど、北米のデスティネーションの
多くも旅行者による自然破壊に悩んでいる。セドナの自然観光を観察したある専門家は、
旅行者による自然破壊に悩んでいる。セドナの自然環境を観察したある専門家は、旅行
者による自然破壊が原因で、ツーリズムの基盤が損なわれる危険性をBergstorm.J,（1994）
が指摘している。 
 Kotler et.al.（1996）によれば、ツーリズム産業を発展させるには、観光者の支出額
の最大化と観光者を引き付ける自然の景観保全と、地元住民の生活レベル維持のバラン
スをうまくとることが求められる。だがこの目標を達成するのは非常に難しいことが多
い。デスティネーションは、適切に管理されなければ短命に終わるかもしれない。ツー
リズム産業の発展に携わる人は、デスティネーションの環境容量34を念頭に置き、観光
                                                        
34
 観光容量とは、環境保全という観点からある環境が受け入れることができると考えられる人
間活動、または汚染物質の量を意味する。 
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者だけでなく地元住民も含めたすべての人々に望ましい結果をもたらさなければなら
ない。 
 
 上記にも言及してきたように、本稿ではマーケティングの視点で中国人観光客を誘致
する方法に焦点を置いて論述する。観光ビジネスに置いて、消費者への便益の中心（商
品の中核）となるのはサービスであるが、サービスは生産と消費が同時に行われるとい
う特質ゆえに事前の評価のしづらい商品である。デスティネーションも最初は誰にも知
られていない「隠れた名所」だった場合が多い。多くは、何らかの形でデスティネーシ
ョンとして価値を高める努力を続け、知っている人が居ない状況から、誰もがその価値
を知っているという状態を作り出したのである。特定のサービスやデスティネーション
を消費者に優先的に選択をしてもらうためには、観光のデザインとデスティネーション
におけるブランドの構築は有力な戦略である。次章では観光の創出に向けて、観光デザ
インと地域ブランドの構築の重要性を論じながら、事例研究を通して地域ブランド（イ
メージ）の構築は中国人観光客を誘致に当たっての有効性を証明したい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 94 
５．地域ブランドの構築による新たな観光需要の
創造 
 
５－１ 観光デザインと地域（国）ブランドの構築 
 
 第 2 章第 2 節ですでに言及したように、現在の訪日中国人観光客の主要の観光目的は
ショッピングである。そして、多くの中国人観光客は「海外へ行って来た」ことを重視
する傾向にあり、本当の旅行体験というものが重視されていないというのが現状である。
このような未成熟な観光客は日本観光でたくさんお金を落としても、それは一回きりの
ことになり、良質なリピーターを養成するために、彼らを魅了する「旅の経験」を提供
しなければならない。高い観光の経験価値を観光客に提供できるために、観光地におけ
る観光デザインが重要となる。 
 日本政府観光局は 2020 年に 2010 年 12 月現在の訪日中国人観光客数（141 万 2,875 人）
35の約 5 倍増の 600 万人に達すると見込んでいる。しかしながら、目標を掲げて待って
いるだけでは、短期間で観光客が勝手かつ急速に増えてくるようなおいしい話は現実世
界中にほぼ不可能である。既存観光客を維持すると同時に、新規観光客を開拓する必要
がある。観光地のブランド（イメージ）構築が新たな観光需要の創造に極めて重要な役
割を果たしていることはもう言うまでもない。 
 中国人観光客を日本の観光市場に受入、日本の観光事業を発展させるために、中国人
向けの観光デザインと地域（国）のブランドを構築することが大切なことは理解できよ
う。本稿は中国人観光客を日本への誘致する方法を検討することを最大の目的として、
リピーターの育成に重要な観光デザインに尐し触れて、直接観光需要の創造に繋がる地
域（国）ブランドの構築に力点を置いて論述したい。 
 
５－１－１ 観光デザインによる経験価値の提供 
 
 観光のスタイルが「個人旅行化」したり、「テーマ性の強い時間消費型」に変わって
                                                        
35
 日本政府観光局のホームページより 
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きたりと消費者ニーズは観光地に変化や創造を求めている。もともとある事柄に対して
問題意識をもち、その課題に対して新しい方向性や解決策をもってその事柄に対峙する
時にデザインが生まれてくる。（加瀬、1996） 
 地域を観光の視点で捉え直すことは、地域の住民はもとより、そこを訪れる人々も含
めて、地域のモノゴトを共有するという公共の生活のあり方に通じる。 
 観光は、する側にとっては、楽しみ、心身のリフレッシュ、教養の広大など文化的な
営みである。一方、される側にとっては、日常に突然迷い込む事柄でもある。しかし、
受け入れる地域の人々が改めて地域を見直すきっかけともなる。また地域の経済を潤わ
せる。 
 この課題は「総合性」が求められる。しかし具体化はひとつ一つである。それはデザ
インをはじめとするコミュニケーションの問題や環境や福祉問題を含めた移動の問題
かもしれない。（伊坂正人、2000） 
 
 観光の課題とデザインの問題点 
 デザインの各専門から市民までを横断し今日のデザインテーマを検討する団体「日本
デザイン機構」で観光のデザインに関し、以下の観光の課題、観光デザインの課題36を
集約した。 
①自然破壊、美意識の欠如 
・観光資源の乱開発。自然景観を破壊するものが多すぎる。自然の尊重・自然への尊敬・
畏敬が欠如している。環境と経済の両立が要る。 
・景観や自然保護に対する意識、法律や規定、条例などが不備。自然保護アピールの姿
勢の確立、規定（法を含む）の整備。美観に関わる条例、法規の整備、商業活動とモラ
ルの向上が要る。観光は自然保護と文化交流の原点から推進しなければならない。 
②地域の没個性化 
・「その場所」が個性（地域性）を失いどこでも「似たような場所」になってしまって
いる。自然、風土、歴史と一体化した「その場所独自の魅力」を再生させることが大前
提となる。「その場所」独自のデザイン。人間という生物が共通して感じる普遍的な魅
力は有するべきだが他のどことも違う極めてドメスティックな魅力を創出することが
全てに優先して必要である。 
                                                        
36
 伊坂（1999）を参照した。 
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・デザイン自体の土着性と脱土着の関係性の把握が不十分である。 
③表層的な観光の価値観把握 
・観光のライフスタイルマンネリ化している。何が人に心地よさを与えるのか、目に見
えるものや体で感じるものの心地良さが考えられていない。 
・社会構造（尐子高齢化、福祉、環境グローバル化等々）の変革に伴う観光資源（自然、
温泉、歴史的遺産等）のあり方の根本的な見直しが要る。そのうえで時間の過ごし方の
プログラムや新しい観光のフレームワークなどの先行研究開発が必要である。 
・日本の観光施策は見えにくく、あっても空回りしている。また新資源が未開発であり
ブランドマーケティングの視点が欠如している。何を見せられるのか、なにを見せたい
のかの目標を決め、各地方の特色を抽出して、全国的に計画する。滞在型の企画も必要、
国策レベルでの検討が要る。 
④景観に対する総合性の欠如 
・観光スポットのみにデザイン投資をするのではなく、その町全体のデザイン度アップ
に努めなければならない。移動にも見せ場が要る。 
・一般的に看板、サインが景観を悪化している。景観に対する無秩序、無責任、無統制
状況の解決が必要。 
⑤観光デザインの専門性の不足 
・ガイド、土産開発などの専門家の育成が必要である。 
・宿泊、食事は標準を押さえた上に地方色をつける。ガイド（標識、案内、説明など）
の標準化と徹底、ミュージアムショップなどを良くする。その上で年齢層の組み合わせ
のデザインや障害者、外国人等の分かりやすい観光ルートマップ、サイン、交通手段、
土産物パッケージデザインの開発をすることが必要である。 
・「ブランド」に対する哲学、政策の不一致による観効力が低下している。サクセスス
トーリーづくりが必要。 
⑥不明解な観光の切り口 
・例えば「都市観光」に着目し、1泊2日、あるいは2泊3日過ごせる都市をつくり、中心
市街地問題や祭りなどのイベント問題、あるいは諸文化施設の問題などを含めて考える。 
⑦その他、社会経済課題など 
・観光客のための空間とそこに住む人たちのアメニティが一致しているところが尐ない。
デザインの社会性への共通認識を高める。 
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 これらの問題点に対して、伊坂がそれぞれの課題・問題点に対する解決法は以下のよ
うに挙げられている。 
 
 問題解決の視点、方策など 
①観光都市の市民意識づくり 
・観光都市としての住民意識向上。 
・デザインとブランドの関係性についての論理的構築が要る。 
・現状認識とその発表展（現状写真とCGによる理想の景観写真を比較し訴求）。できれ
ばこれを世界の六大都市で行いたい海外の反響で日本を動かす。 
・住んでいる人の自発性を喚起する。自分たちの生活文化を提供する方法を考える。一
般市民に対する提案・シンポジウムなどを考える。 
②観光、観光デザイン教育づくり 
・地域ボランティアによる案内、管理などの充実をめざして専門ガイドを養成する。 
③マイナスのデザインの推進 
・「なにもない開発」「0開発」を表現する。例えば電柱の地中埋設化、看板の規制、ス
トリートファニチャー、標識の統一化などを図る。 
④総合的な視野からの見直し 
・画一な視点から総合的視点へ転換し、多面的関係調整、国の縦割り行政がそのまま内
在化している観光問題である故、長期展望と方策が必要である。 
⑤観光デザイン施策の立案 
・美的体系、マニュアル化の共通認識を深め、そしてデザインとブランドを育てる中長
期観光政策を立案する。そのためのプロジェクトチームを学際的に組織化し、取組み相
手（行政・地方）を明確化して進める。 
・課題別にモデル地域を設定し、具体的に国、地方公共団体観光協会などに調査を実施
する。 
⑥経済政策の見直し 
・宿泊施設の低料金化、文化遺産等の維持に関する補助を検討する。 
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図 21 観光の課題とデザイン課題の関係 
 
出典：伊坂正人「観光に対するデザインアプローチ」静岡文化芸術大学研究紀要、2000 p.94. 
 
 デザインそのものは、観光の新しい展開として、どのような時間を過ごすかを提示す
ること、またそれを観光目的として「観光のシナリオ」（伊坂、2000）をつくることで
ある。以上のように、伊坂の提案は日本国内市場に適用するだけでなく、インバウンド
市場においても参考の価値がある。これは中国人観光客の対応に具現化すると、特に地
域の住民は自分たちが住んでいる町に誇りを持って、喜んで中国人観光客を受け入れる
姿勢をとる必要がある。そして、中国人観光客が心地の良い観光があるように、町中に
中国語で表す標識、ガイドブックの整備が必要となる。最後、本章の冒頭で言及したよ
うに、訪日中国人観光客のお金を落とせるだけでなく、適合な観光プランをデザインし、
彼らに提供することによって彼らが日本の良さ、日本の美しさを感じでもらうことによ
って、彼らを日本の観光市場のリピーターになってもらうことが上策であり、日本の観
光産業の持続可能な発展にも繋がるであろう。 
  
５－１－２ 地域ブランドの構築による観光需要の創造 
 
 観光地となる各地の自治体は地域間競争に身をさらされている。地域の有形・無形の
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資源を活かし「地域ブランド」を構築することで如何に消費者に選ばれる地域となるか
が地域経営の課題となってきている。これは国レベルで探求することも同じ、すなわち
「国ブランド」の構築が重要となっている。地域ブランドには「住みたい価値」「買い
たい価値」「行きたい価値」とあるが、本稿では観光の地域ブランドとして「行きたい
価値」について扱う。デスティネーションのブランド構築について、K.Bonita M.のもの
を参照しながら検討しよう。 
 
 地域の特色、ベネフィット、価値を伝達する 
 K.Bonita M.（2006）によると、ツーリズム・マーケターは、潜在的な観光客を来訪さ
せるために、マーケティング・メッセージを用いて、その地域が何を提供してくれるの
かという情報を伝達する。デスティネーションを選択する際の手助けとなるように、地
域に関する3つのタイプの知識を潜在的な観光客に伝達する。マーケティング・メッセ
ージは、都市の特色（features）、ベネフィット（benefit）、価値（value）に関する情報を
含むと同時に、理性的かつ感情的に伝達するものでなければならない。特色に関する情
報は、その地域がデスティネーションと成りうることを気づかせるように理性的に伝達
する。ベネフィットに関するマーケティング・メッセージは、他の競合地域よりも好ま
しいと思わせるように感情的に伝達する。感情的なマーケティング・メッセージは、潜
在的な観光客が持つ価値や自分らしさの感情に訴えるものとしても用いられる。地域の
特色、ベネフィット、価値を伝達することによって、マーケティング・メッセージは、
潜在的な観光客にその地域を気づかせ、さらに実際に訪問したいと思わせるのである。 
 まず始めに商品の特色に関する情報を伝達する。例えば、その地域がどこにあるのか、
アトラクションとしてどんなタイプのものがあるのか、来訪におおよそいくらの費用が
かかるのか、食事や宿泊の利便性はどうか、を潜在的観光者は知ることになる。このタ
イプの情報は事実に基づくものであるから、ツーリスト・マーケターが伝達するのは容
易である。地域を観光客の新しいデスティネーションとする時は、ツーリスト・マーケ
ターはまず始めにその地域の存在を認識させなければならないので、特色に関するプロ
モーション・メッセージは常に同じでなければならない。というのは、それが認知され
るまで繰り返し聞かされるからである。この不変のメッセージは、来訪者を引きつける
中核的商品に焦点をあてた、地域の諸特色を最も簡潔に伝えるものでなければならない。
地域の全てをやたらと詳細に伝えるプロモーション・メッセージは潜在的観光客を混乱
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させるだけである。 
 地域の諸特色を認識させるマーケティング・メッセージは、スポーツ、ショッピング、
庭園、アミューズメントパーク、温泉、宿泊に関する事実情報を含んだ、理性的なメッ
セージでなければならない。そのメッセージは、どの施設が利用可能で、どこにあって、
費用はどのくらいかかるのか、といった質問に答えるものである。特色に関する情報と
してはさらに、地域へのローカルな交通手段を含めて、どうやって地域を来訪するかの
情報、どうすれば宿泊予約できるのか、そしてアトラクションについての情報を誰にた
ずねたら良いか、等々の情報を提供しなければならない。 
 地域の特色に関する情報の他に、潜在的観光者は来訪によって得られるベネフィット
についても知る必要がある。そのため、マーケティング・メッセージは、その地域が興
奮、リラクゼーション、冒険、レクリエーション、文化等をもたらしてくれるかどうか
を伝えるものでなければならない。それは写真やイメージを用いて、来訪によってもた
らされるベネフィットを伝える感情的なメッセージとなる。 
 特色とベネフィットの他にさらに、マーケティング・メッセージは地域が内在的に持
つ価値を伝達しなければならない。これは特にツーリズムにとって真理である。なぜな
ら、旅行の理由は合理的な必要性よりも、むしろ感情的な欲求であることが大半だから
である。ツーリズム・マーケターは、地域が持つさまざまな価値、友好マインド、洗練、
自己成長、精神性などの価値を、マーケティング・メッセージの中で情感に訴えるやり
方で伝達する。価値は内在する特性であり、通常、感情的なイメージを通して伝達され
るからである。“友好的な住民”というイメージは、言葉だけを用いたメッセージより、
感情的な水準ではより効果的に伝わるのである（表7）。 
表7 伝達メッセージの要件 
          特色           ベネフィット      価値 
回答すべき質問   それはどういうものか  それは観光客に    それは観光客にとってどんな 
                      何をもたらすか    意味があるか 
メッセージの目的  認識させること     観光客が求める    自己のアイデンティティと関 
                      好みを創出して    連づける 
                      くれる 
メッセージ・タイプ 理性的         感情的        感情的 
出典：ボニータ・M・コルブ著、近藤勝直 監訳、『都市観光のマーケティング』p.168.（一部修正） 
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 ブランド構築 
 ツーリズム・マーケターは首尾一貫しないプロモーション・メッセージを出すような
ことがあれば、地域の特色や地域を来訪して得られるベネフィットについて、潜在的観
光客を混乱させることになるのは明らかである。このような混乱を避け、地域の名前と
地域来訪によって得られるベネフィットを結合するために、ブランド構築という手法を
適用することができる。ただしブランド構築によって潜在的観光客に地域の名前を認識
させるためには、時間と金が必要となる。 
 ブランド構築とはメッセージからスローガンを創り、シンボルやロゴをデザインする
一連のプロセスをいう。これらのコピーやロゴは一体となって、潜在的観光客に地域が
提供する諸特色、ベネフィット、価値のイメージを伝達する。言葉やシンボルが一体と
なって用いられる場合はブランドと認識されるのに対し、言葉はブランドネーム、シン
ボルやロゴはブランドマークといわれる。 
 日本は 2003 年 4 月に官民一体となってスタートした「ビジット・ジャパン・キャン
ペーン（VJC）」で“YOKOSO!JAPAN”（図 22）というキャッチフレーズを用いられた。
これは外国人訪日旅行者への歓迎を表現したものである。 
図 22 日本政府観光局キャッチフレーズとロゴ（旧） 
 
出典：日本政府観光局（JNTO） 
 そして、日本政府観光局は 2010 年 4 月 6 日、訪日観光促進に向けた新しいキャッチ
フレーズとロゴを発表した。この“Japan. Endless Discovery.”（図 23）という新キャッチ
フレーズは、「尽きることのない感動に出会える国、日本」という意味合いで、海外の
方々に何度も日本にお越し頂き、その都度、桜に代表される日本の豊かな自然、あるい
は歴史、伝統文化や現代の文化、食、地域の人々の暮らしといった日本の多種多様な観
光資源を知ってもらいたいという意味が込められている。 
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図 23 日本政府観光局キャッチフレーズとロゴ（新） 
 
出典：日本政府観光局（JNTO） 
 もちろんこれは地域レベルのブランド構築ではなく、国レベルのブランド構築である。
「観光立国」という国策を打ち出した日本にとっては、他国と差別化し、外国人観光客
を誘致成功するために、「日本ブランド」を構築しなければならない。  
 ブランドの開発はハイレベルの熟練を要求する創造的なプロセスであるにもかかわ
らず、マーケティング計画の開発に、この創造性を発揮できる者が誰もいない場合は、
マーケティング専門家のアドバイスが必要となる。地域（国）そのものと言えるブラン
ドを創るには、時間と労力が必要となるが、それらの資源を費やすだけの価値があると
言える。 
 消費者の購入リスクの軽減、一貫したメッセージを伝達することによる認知の形成、
消費者ロイヤルティの確立によって再来訪を鼓舞すること、地域とユニークなアイデン
ティティと結びつけるなど、ブランド構築には多くの利点がある。地域をマーケティン
グするときのブランド構築の主要な利点は、消費者が新しい、または未知の商品に対面
するときのリスクを軽減することにある。潜在的観光客は、訪問体験によってベネフィ
ットが得られると確信できなければ、そもそも来訪しようとはしないであろうことは十
分理解できる。しかし潜在的観光客にはすべての可能なデスティネーションを通じて調
べる時間はないのが通常である。消費者はブランド・アイデンティティを通じて得た情
報を、どの商品が自分のニーズに最も適合するか選択する際の補助手段として用いる。
よくデザインされたブランドネームとブランド・メッセージによって、地域のプロモー
ションは、迅速かつ容易に来訪によって得られるベネフィットを伝えることができる。
それゆえ、ブランド構築は単一メッセージとシンボルによって、潜在的観光客にすべて
のベネフィットを伝える簡単明瞭な手法と言うことができる。 
 ツーリズム・マーケターによって一旦ブランド・メッセージが創造されたら、それと
地域来訪によって得られるベネフィットがすぐに結合されるように、あらゆるプロモー
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ションでそれを一貫して用いなければならない。デスティネーションを選択するとき、
多彩なイメージとベネフィットを反映している多くの地域ブランドを、観光客は評価し
なければならない。ブランドが容易に理解され、ただちに地域と結び付けられた場合に
のみ、潜在的観光客のターゲットグループにベネフィットが伝達されることになる。消
費者の心の中にブランドを固定するためには、パンフレット、宣伝、看板等のあらゆる
伝達手段の中でこれを用いなければならない。しかし異なったベネフィットを持った新
しいマーケット・セグメントをターゲットとする場合には、異なった言葉とシンボルを
用いた別のブランド・アイデンティティが必要となる場合もある。 
 ブランドが地域と結合された後でも、ブランドロイヤルティを確立するために、ツー
リズム・マーケターは同じブランドを使いつづける必要がある。同じブランドが一貫し
て用いられていたならば、良い訪問体験をした観光客はすぐに地域が提供するベネフィ
ットは不変であり、依然として有効であることを思い出すことになる。ブランドロイヤ
ルティが確立されたならば、ブランド構築の目的は潜在的観光客にベネフィットを伝え
ることから、過去の地域来訪者にもう一度来訪させることに変化することになる。ブラ
ンドロイヤルティは地域と来訪者の関係性の上に築かれる。それは同時に、かつての来
訪者が旅行しようと思い立ったときに、デスティネーションとしてまず当該地域を思い
浮かべるに違いない。 
 ブランド・メッセージは地域の価値を強調するものでもある。これが重要なのは、ど
こへ行くかの選択が観光客の自分らしさ（self-identity）の重要な部分を占めるためであ
る。マズローの欲求階層説で観光客の動機を説明すると、自尊欲求（self-esteem）ある
いは自己実現欲求（self-actualization）を満足させるために旅行する観光客が存在する。
それゆえ、あるデスティネーションを選択して自分がどのような人間であるかを表現す
るような地域を訪問したいという事実を他の人々に伝えるとき、観光客は自分らしさの
感覚を高めることになる。これが、地域の名前が入った土産物を購入したいと思う理由
である。土産物はどこへ旅行したかの有形の証拠であり、家に飾られることによって、
観光客の価値やアイデンティティを物語ることになる（Caldwell&Freire,2004）。 
 
 成功するブランド 
 K.Bonita M.（2006）によれば、成功するブランドは、ウソがなく、よくわかる、記憶
に残り、そして役に立つものでなければならない。どんなブランド・イメージを採用す
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るかを決定するとき、ツーリズム・マーケターはその地域が実際に提供すべきものを真
実かつまぎれもなく反映するアイデンティティを選択することが重要である。もしツー
リズム・マーケターが誤って地域を紹介したら、観光客が訪問するやいなや騙されたと
思うであろう。誤ったブランド構築は観光客に二度と来ないと思わせるだけでなく、彼
らは自分たちのネガティブな体験を他人にまで伝えることになる。それゆえ成功するブ
ランドを構築する上で最も大切な基準は、ターゲットとする潜在的な観光客にウソのな
いブランド・イメージを正確に伝えることである。 
 ツーリズム・マーケターはまた、潜在的観光客が、ブランド・シンボルやブランド・
メッセージが伝えるものを容易に理解できるように心掛けねばならない。ツーリズム・
マーケターは過度に器用となろうという誘惑にかられがちである。巧妙なブランド・メ
ッセージを創造する作業は楽しい。しかし、そのメッセージの言葉やイメージが伝達さ
れるベネフィットが潜在的観光客を混乱させるとしたら、そのブランドは潜在的観光客
に認知されても魅了することには失敗したことになる。それでも、ブランド構築は記憶
に残るものでなければならない。なぜなら、冴えないブランド・メッセージが記憶され
ることはないし、記憶に残るメッセージこそがブランド構築の目的だからである。冴え
たメッセージと冴えないメッセージの中間に落としどころを見つけなければならない
からこそ、ブランド構築は非常に困難などであえる。 
 ツーリズム・マーケターは、すべての媒体に使用できるブランドの言葉遣いやブラン
ド・イメージを選択しなければならない。ツーリズム・マーケターは、レターヘッドか
らTシャツまであらゆるものに用いたとき、それがどう見えるかについて考慮しなけれ
ばならない。言葉やイメージのデザインは、レターヘッドにまで縮小印刷されても読め
るように十分に明確でなければならない。そして同時にTシャツや広告看板にプリント
されても十分魅力的であるようにデザインしなければならない。 
 
 ブランド構築モデル  
 K.Bonita M.（2006）は地域ブランド構築モデルについて、Gobe&Zyman,とHoltの研究成
果を以下のようにまとめた。 
①Gobe&ZymanのEmotional Brandingモデル 
 ツーリスト・マーケターは地域のための基本ブランドを開発したら、さらにもっと進
んだブランド構築について考えたくなるであろう。ツーリズム・マーケターにとって利
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用可能な最新のブランド構築モデルの 1つが、エモーショナル・ブランディング
（Emotional Branding）である。エモーショナル・ブランディングとは、マーケターが特
定のライフスタイル向けのブランドを構築することを提案するものである。例えば観光
客が訪れる高価なデスティネーション向けのエモーショナル・ブランドは、ステータス
とラグジュアリー感を伝達するものとして構築される。荒野に隣接するまちに対するエ
モーショナル・ブランドは、冒険心を呼び覚えますような言葉やイメージを使用するこ
とになる。エモーショナル・ブランディングの目的は、ブランド・エモーションを伝達
するとともに、特定のライフスタイルに魅力を感じでいる消費者との結びつきを新たに
作り出すことである。（Gobe&Zyman,2001）  
②HoltのIconic Brandingモデル 
 もう1つの新しいブランド構築モデルはイコニック・ブランディング（Iconic Branding）
（聖像的ブランディング）である。このモデルはでは、ブランドに対するエモーション
ではなく、ブランドの周りに全アイデンティティを形成するというアイデアによって、
人を新しい地平へと導く。尐なくとも来訪中は、ツーリストは同じアイデンティティに
に浸かることができる。地域は、自分のまちをある特別の人物と結びつけることによっ
て、イコニック・ブランドを開発することができる（Holt,2004）。日本の大河ドラマは
こういったモデルを実用化した実例と見られる。 
 
 ブランド構築キャンペーンの目標は、潜在的観光客の間で、その地域の名前とアイデ
ンティティの認知を確かなものにすることである。このブランド・アイデンティティを
確立する能力は、地域が提供するものと潜在的観光客のツーリストの選考の双方から影
響を受ける。しかしそれは同時に外部環境状況にも影響される。ブランド構築モデルは、
地域が提供すべきものに加え外部環境状況に基礎を置くブランド・アイデンティティの
開発によって成功するものであることを、説明するものとして発達してきた。
Gobe&Zyman,とHoltのモデルから分かることは、地域がポジティブなブランド連想を構
築することができるかどうかは、地域が潜在的観光客に感情的にアピールできるかどう
か、そして特別な人物が存在しているかどうかの2つにかかっている。 
 日本は高いエモーショナル・アピールを持つデスティネーションの数は尐なくないが、
各地域に中国人観光客を引きつける起爆剤となる有名な人物、物語がたりないような印
象は強くある。これらの地域はポジティブにもネガティブにも中国でニュースなどにな
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ることはないので、その結果認知度が低く、潜在的観光客間で話題になることもない。
ブランド構築の目的は、潜在的観光客にこれらの地域の高いエモーショナル・アピール
を認識させると同時に、これらの地域が名声というステータスを得ることができるよう
に、メディアにこれらの地域の名前を登場させることにある。 
 
 ネガティブ・イメージを変える 
 地域ブランドの構築を言及すると、如何に地域のポジティブ・イメージを潜在的観光
客に持たせるような考え方は普通かつ重要である。これと同時に、地域のネガティブ・
イメージを変えるのも大事な作業である。多くの地域が観光客を引きつけるために競争
し、できるだけ観光客のデスティネーションになるように自分自身のブランド構築に努
力している。この大競争ゆえに、ツーリズム・マーケターにとって、ネガティブ・イメ
ージの原因を特定し、ブランド構築を通してそのイメージを改善することがますます重
要となっている。もしその地域がネガティブ・イメージを持っている場合には、そのイ
メージを変えて、エモーショナル・アピールができるようにしなければならない。地域
のイメージにネガティブな影響を与える事項の中には都市規模、政治状況、犯罪発生率、
就業状況、テレビや映画における描写、エンターテイメント、娯楽や文化的な機会、そ
して現実的なまちの景観などが含まれる。（K.Bonita M.,2006） 
 ネガティブ・イメージの根源を特定しなければならないのは無論であるが、地域イメ
ージを変える助けとなる戦略は、いくつか数えられるぐらいしかない。1つの方法は、
広報イベントを主催してメディア関係者に自地域を訪問するよう働きかけることであ
る。メディア関係者の実際の来訪をアレンジできない場合は、メディアのネガティブな
偏見を克服するために、観光局はポジティブな広報メッセージをメディアに配信しなけ
ればならない。ネガティブな認識が深刻な場合、ツーリズム局は地域のブランド・イメ
ージとロゴを変更することを考慮しなければならない。ツーリズム・マーケターはネガ
ティブ・イメージへの反撃方策を講じると同時に、その地域の住民のプライドを高める
必要がある（Avraham,2004）。今の世界中の動向から見ると、3月11日震災後の日本は国
としてのイメージが損なわれているのが現実である。今後、安全・安心な日本のイメー
ジを構築するために、メディアの力が必要となる。 
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５－２ 地域（国）ブランド（イメージ）とメディア環境 
 
 中村（2003）によると、デスティネーション側が主体となって行う各種のマーケテ
ィング活動を直接的な観光拡大策とするならば、メディアを通して発信される情報は、
間接的な観光拡大策と位置づけることができる。デスティネーション側によるマーケ
ティング活動が、自らのデスティネーションへの誘致を図ることを目的としているの
に対して、メディアは情報の発信すること自体をビジネスとしており、必ずしもデス
ティネーションへの誘客を図ることを目的とはしていない。 
 しかし、メディアを通して発信される情報が観光者に影響を与え、観光の拡大にも
寄与していることは否定できないところであり、実質的に観光地のプロモーションに
も大きくかかわっているのである。 
 人々が旅行に出かける際に参考にする情報源として、「テレビ番組」をはじめとする
映像媒体をあげる人は必ずしも多いとはいえないが、旅行しようという意欲を刺激し
たり、特定デスティネーションに対する興味を起こさせるという力は無視できないの
であって、特に近年、その影響力はさらに強くなっていることが指摘されている（前
田、2001）。 
 また、地域の総体として発展させるには、メディアによるイメージ形成というマク
ロ環境も使って実現させていかなければならない。メディア対応には、雑誌や新聞、
テレビ局への対応といったパブリシティのレベルから、映画やドラマのロケを誘致す
るといった大きなレベルまでがある（内田純一、2010）。本稿ではインパクトの大きい
メディアの役割と、そのロケに協力するフィルム・コミッション（FC）の観光客誘致
について検討する。 
 
 メディアの役割 
 地域ブランドは地域のイメージに規定される存在であるため、イメージを形成する機
能を持った様々なメディアから大きいに影響されているといえる。  
 例えば、北海道が舞台になったテレビドラマを誰かが見たことで、北海道に旅行した
い、と思うに至ったとする。このような観光行動は、マスメディア全盛の時代の産物の
ように思われがちだが、実は観光の原点でもある。観光旅行は冒険ではない。だから、
行く先に何があるのかわからない旅をすることはないはずなのである。もちろん、冒険
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的要素があれば観光旅行はより楽しいものになる。しかし、あらかじめどのような観光
資源がそこにあるのかがわからなければ、そもそも人々は旅行に出かけたいとは思わな
い。よって、ガイドブックや紀行文はこうした欲求を人々に駆り立てさせるメディアと
して作用しており、テレビドラマや映画がその役割の一端を担っているのである。つま
り、メディアが観光行動を誘発するわけである。（内田、2006） 
 テレビドラマや映画には物語がある。そこに生きる人々の営みがあり、文化が生き生
きと描かれる。一方、ガイドブック上の人間と文化は、乾いた記述になりがちだ。物語
によって、それまでは見えてこなかったものが、感動とともに潜在的な観光客の心を満
たしていくのだとすれば、その後に湧き出る観光衝動は非常に強いものとなる。どんな
品物でも、いずれは人々に飽きられる。同じように、大量生産型のマス・ツーリズム隆
盛時代を経て、没個性化した観光地は宿泊施設の魅力や温泉の効能などの機能性を訴え
るだけでは、観光客を呼び込めなくなっている。その打開策として注目される手段のひ
とつが、観光地という対象に物語性を持たせることである。単なる機能的便益に、何ら
かの付加価値を与えるために、映画やテレビドラマの物語を利用するのである。（内田、
2008） 
 近年、日本の各市町村に映画やテレビドラマのロケを誘致するためのフィルム・コミ
ッション（FC）活動が活発化し、そのためのオフィスが主要な自治体に設置されはじ
めているが、この背景には、映画やテレビドラマの物語に、あわよくば地域イメージを
重ねあわせてもらうという意図がある。このことは前述の観光客の行動原理からすると、
潜在的な観光客に対して、そこに行きたいというニーズを持たせる強力なきっかけを仕
掛けているということになり、合理的な手段だと評価できる。しかし、その物語が地域
にとって本当に望ましい物語かどうかは開けてみなければわからない。 
 
 メディアが創った地域イメージ 
  観光における訪問地の選択においては、それぞれの観光地の持つイメージが重要で
ある（Tapachai&Waryszak 2000,p.37.）。「古都」「近代の宿場町」「ひなびた温泉地」「雄
大な自然」など、観光地にはそれぞれ特徴的なイメージが付随していて、観光に訪れよ
うとする人々が訪問先を選択する際に、それらのイメージが大きな影響力を持つ。そし
て、観光地イメージの構築にはジョン・アーリ（Urry, 1990）の指摘を待つまでもなく、
観光地が有名になるプロセスにおいて、テレビや映画などのメディアの影響力は甚大で
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ある。かつて、現代の楽園とも言われるハワイが、米国にとってのエスニックな「幻想」
リゾートとして確立するプロセスにおいても、メディアが大きな役割を果たしていた
（中山、1992）ことは、メディアの持つパワーの大きさを示しているといえるだろう。 
 「イメージは人工的に創り出されるものである」とブーアスティンは述べている  
（Boorstin, 1962, 訳書, p.195）。彼は、20 世紀のアメリカでは、メディアが事実を人為
的に創り出すような「現実／イメージ」の境界不明状態にあったと指摘している。現実
がイメージによって部分的に、かつ事後的に捉えられるのではなく、イメージが新しい
現実を生み出すという考え方である。こうした逆転現象の背景には、写真や映像などの
メディアの発達と、そうしたイメージを量産するマス・マーケティングの発達がある。 
 ブーアスティンはまた、観光についても言及しており、「旅行者の没落、観光客の台
頭」という言葉で 20 世紀の傾向を端的に言い表している（Boorstin, 1962, 訳書, p.96）。
つまり、見知らぬ土地へのアドベンチャーとしての旅行ではなく、ガイドつきの観光が
主流になったということである。この説に従えば、現在の観光地という存在は、観光を
消費する装置として社会的に用意されたものであったとさえ言えるのである。  
 イメージが行動を左右する傾向は、現代の観光行動だけに限った話ではないであろう。
ブーアスティンも商品ロゴや企業ブランドにもイメージが介在していることを指摘し
ているし、近年のマーケティングの現場では、優れた製品機能だけで消費意欲を喚起で
きるとは、もはや考えてはいない（石井、1993 及び阿久津・石田、2002）。しかし、第
4 章第 2 節ですでに強調したように、サービスを中核とする観光商品は有形商品などの
事物と違って、場所を手にとって見ることはできないし、販売者が試供品を配布すると
いった手段も取れない。観光客（消費者）はこういった商品を購入する際に、イメージ
だけに頼って購買判断を下すしかないという傾向がある（内田、2010）。 
 観光行動を観光者の気持ちになって考え直してみると、結局は「旅行者が観光地をど
う見る」か、という点に尽きる。例えば、同じ温泉につかっていても、ある人は単に身
体を洗うために来ている人もいるかもしれない。これは機能的側面に極端に偏った例と
しておこう。次に、保養や湯治などの別の目的で来ている温泉客に関しては、泉質に期
待した機能的側面に軸足が置かれつつも、温泉でリラックスするという行動には、多分
に儀式的側面が含まれるであろう。一方で、単純に映画のワンシーンで取り上げられた
温泉風景を追体験したいだけ、という温泉客がいてもおかしくはない。この場合は、温
泉に機能的な便益を全く期待していないという場合もあろう。これが温泉ではなく、名
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所・旧跡を探訪するものであったらどうであろう。旅行会社のパンフレット、テレビの
旅番組、映画やドラマのロケ地、そういったメディアが作ったイメージに大いに影響さ
れ、またはそうしたメディアを「ガイド」として観光を消費していることは多いはずで
ある（内田、2010）。このように、地域（国）のブランド（イメージ）構築する際に、
メディア特にテレビドラマと映画が果たす役割を理解できよう。 
 次節では観光客がテレビドラマや映画などのロケ地を訪れる観光行動―フィルム・ツ
ーリズムを詳しく紹介する。また、2 つの実例分析を通して、日本の観光市場における
中国人観光客の誘致に成功するフィルム・ツーリズムの試みの共通点を明らかにする。
そこで、今後中国人観光客の誘致にあたって、効果のあるフィルム・ツーリズムのあり
方を提言したい。 
 
５－３ フィルム・ツーリズムと中国人観光客 
 
 本節では、観光地のブランド構築に有効な手法となるフィルム・ツーリズムについて
研究しながら、中国人観光客の誘致にあたって、効果のあるフィルム・ツーリズムのあ
り方を提言したい。 
 
５－３－１ フィルム・ツーリズム 
 
 フィルム・ツーリズムとは「映画やテレビドラマなどの撮影地を訪れ、映像の世界を
する観光」である37。中谷（2007）は研究の側からフィルム・ツーリズムに観光経験の
分析を加えており、大変有益な論考をまとめた。本稿執筆に当たり大変参考にさせてい
ただいた。 
 
                                                        
37本稿ではこの形態の観光を「フィルム・ツーリズム」と表現しているが、「エコ・ツーリズム」
「グリーン・ツーリズム」のような定着した名称があるとは言えない。参考文献に挙げている
英文献にあるとおり、むしろこれまでは"film-induced tourism"や"movie induced tourism"、つま
り「映画によって誘発される観光」という表現が多く見られてきた。だが、近年では"film tourism"
という表現も見られるようになり、日本観光協会や日本語の雑誌などにおいても、カタカナで
「フィルム・ツーリズム」という表現が見られるようになってきたことから、本稿でもフィル
ム・ツーリズムという名称を用いる。また、本稿でのフィルムは映画に限定されず、テレビド
ラマ、アニメなどの映像情報も意味合いの中に含めるとする。  
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 フィルム・ツーリズムの発想 
 観光地イメージの構築には観光ガイドブック、旅行雑誌、旅行番組などのメディアの
直接的な影響が大きいと考えられるが、他方でこれら特定の観光地の紹介を本来の目的
とするメディア以外にも、映画やテレビドラマなどにおいて取り上げられることも観光
地イメージの構築に影響を与える。映画やドラマがヒットして注目を浴びることになれ
ば、これらのロケ地となった場所への注目度も高まり、実際にロケ地を訪れようとする
人々の誘致につながる可能性がある。映画やドラマのイメージと結びつきながら、従来
のイメージに加えて新たな観光地イメージが構築されたり、そもそも観光地とは見なさ
れてこなかった場所が、新たに観光地化される可能性をも含んでいる。このような効果
を見込んで、映画やドラマのロケ誘致は、今日では観光の新たな情報発信や地域振興の
手段として評価されつつある。（中谷、2007）  
 フィルム・ツーリズムは「ロケ地めぐり」として行われてきたし、人気の高いシリー
ズ映画・ドラマについては、自治体などによるロケ誘致も行われてきた。日本国内では、
NHK 大河ドラマがロケ地とともにしばしば語られてきた。また海外では、オードリ・
ヘップバーン『ローマの休日』（1953）に登場するローマの街並み、特に「スペイン広
場」「真実の口」などが観光スポットとなった。また韓国ドラマ『冬のソナタ』（2002）
の舞台となったことで韓国北部の町、春川に日本の観光客が押し寄せたことも近年のフ
ィルム・ツーリズムの代表的な事例である。 
 
 フィルム・ツーリズムのフレームワーク 
 フィルム・ツーリズムは世界中で注目されているにもかかわらず、多くの観光組織が
フィルム・ツーリズムの潜在的な経済性の掘り起こし作業が遅れている。その原因とし
て観光組織がフィルム・ツーリズムの潜在的経済性に対する知識、研究、証明の不足が
挙げられる（Simon Hudson and J. R. Brent Ritchie,2006）。この問題を解決するために、
Simon,H and J.R.Brent Ritchie(2006)がフィルム・ツーリズムとデスティネーション・マ
ーケティングの先行研究を踏まえた上で、フィルム・ツーリズムの潜在的経済性を認識
するフレームワークを構築した（図 24）。 
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図 24 フィルム・ツーリズムのフレームワーク 
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出典：Simon Hudson and J. R. Brent Ritchie,（2006）p.258.により 筆者作成 
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 このモデルの中心はプッシュ・モチベーションとプル・モチベーションで映画のロ
ケ地となるデスティネーションを訪れる観光客である。これらのモチベーションは尐
なくでも 3 つの要因に影響さている。 
①デスティネーション・マーケティングの活動 
 これはデスティネーション・マーケティング組織主導の活動で、例えば映画マップ
の製作、映画上映期間中のデスティネーション宣伝活動、ロケツアーの開発、映画製
作班の誘致などの活動が挙げられる。 
②フィルムの固有要因 
 観光客がロケ地への観光モチベーションを高める映画は、ヒットした映画でなけれ
ば効果は限られている。Tooke, N. and Baker, M. (1996)の研究から明らかになっている
ように、ストーリーラインとロケ地の融合度が高く、視聴者に感情経験を与えられる
映画は人とロケ地のつなげる有効性が高い。 
③デスティネーションの属性 
 具体的には景色、施設、背景、イコン、ブランドなどが挙げられる。『The Lord of the 
Rings』（2001-2003）のロケ地の素晴らしい景色は観光客がニュージーランドをデスティネ
ーションとして選ぶ重要な原因となっているのは有名な話である。そして、第 5 章ですで
に論述したように、映画を通して地域のイコニック・ブランディング（Iconic Branding）
モデルの構築で来訪中の観光客は同じアイデンティティに浸かることができるため、
イコンは人とデスティネーションをつながる上で重要な要素となっている。  
 こういった要因を理解することで、効率的に観光客のモチベーションを高め、観光需
要の創造に貢献するのが、フィルム・コミッションの役割である。 
 
 フィルム・コミッション（FC） 
 フィルム・コミッションとは、映画、テレビドラマ、CM などのあらゆるジャンルのロケ
ーション撮影を誘致し、実際のロケをスムーズに進めるための非営利公的機関である38。 
欧米諸国においては、映画等が重要な文化活動と認識され、地域が映画やテレビの撮影
地になることによってその地域の知名度が飛躍的に向上することや、関連産業を通じて
経済効果と雇用の創出に貢献すること、そして、地域の文化育成にもつながることなど
                                                        
38
 ここのフィルム・コミッションの定義、フィルム・コミッションを組織するメリットについ
ては、全国フィルム・コミッション連絡協議会のホームページに依拠している。  
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から、多くの自治体等が、映画やテレビのロケーション誘致に積極的に取り組んでおり、
州あるいは市町村単位で「フィルム・コミッション」という公的機関が設立されている。 
 一方、日本は、世界の主要な映画制作国の１つですが、映画やテレビなどの撮影環境が
必ずしも整っているとは言えない状況にある。従来、日本にはロケーション撮影を誘致し、
撮影に必要な許可を取ったり、関係する各方面との交渉を行ったりといった「撮影に協力
するための組織」がなかった。そこで、この状況を打開すべく、映画・マスコミ関係者が
中心となって、2001 年に全国フィルム・コミッション連絡協議会（以下 JFC）が設立さ
れ、2011 年 6 月時点で 101 の団体が加盟している。2007 年に JFC が行った調査による
と、2006 年に公開された映画の 7 割以上、全国公開作品では 9 割に FC が協力している
という。 
 地方自治体など、ロケの受け入れ側にとっては、フィルム・コミッションを組織する
メリットについて、JFC は以下の 4 点を挙げている。 
 ①当該地域の情報発信のルートが増える。 
 ②撮影隊が支払う「直接的経済効果」が見込まれる。 
 ③作品（映画やドラマ）を通じて観光客が増え、観光客が支払う「間接的経済効果」が
見込まれる。 
 ④映像制作に関わることを通じて、地域文化の創造や向上につながる。 
 このように、ロケ誘致が観光客誘致につながる可能性があることは経験的に理解・期待
されている事項であろう。ただ、すべての場合にそうなるとは限らないことも現実である。
また、地元の地域が映像化され紹介されることは、地元の魅力を再発見につながるととも
に、映像作品をヒントにした新たな地域イベントや地域の特色のアピールに寄与すること
が考えられる。すなわち、フィルム・ツーリズムは観光産業、地域ブランドの構築にもた
らすプラスな効果が目立つである。 
 フィルム・ツーリズム研究の視野 
 ここまでフィルム・コミッション、つまり撮影地対象地域の受入団体の視点からフィ
ルム・ツーリズムを語ってきた。しかしフィルム・ツーリズム研究の視野はこれにとど
まらない。まず、自立したメディアコンテンツとして映像作品への分析視点が重要であ
る。映画やドラマは観光パンフレットなどと異なり、それ独自のストーリー性を持って
いるため、場合によってはロケ地が元々持っていたイメージをまったく異なるものに変
化させてしまうこともありえる。例えば、中谷（2007）の研究で挙げた事例『世界の中
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心で、愛をさけぶ』（香川県）のように、映画の主なロケ地となった庵治町は、『四国本
土最北端の町』『石と魚の町』とされて来たが、映画をきっかけに新たに「純愛の聖地」
（町作成によるロケ地ガイドマップに見られる表現）という地域イメージが付与された
のである。 
 また、非映像メディアとの関連も見過ごせない（『世界の中心で、愛をさけぶ』の場
合には、映画化される以前に、小説としてベストセラーになっていた）。近年では、マ
ンガやアニメの舞台となっている場所を探しあってめぐる「アニメ聖地巡礼」も盛んだ。
寺岡（2010）はこれらを整理して、フィルム・ツーリズム研究に際しては二つの視野が
必要であることを主張している。それぞれは： 
①フィルム・ツーリズムの全過程への視野である。言うまでもなく、フィルム・ツーリ
ズムは映像作品→ロケ地という過程だけでなく。例えば映像作品→ファンのブログでの
感想や情報発信・解釈が常に介在する過程である。さらにフィルム・ツーリズムに関す
る情報を提供する専門のメディアや観光セクターが出現したことで、フィルム・ツーリ
ズムが対象とすべき過程は拡大している。 
②メディアコンテンツ自体への分析的な視野である。イメージや物語性が強いイアリテ
ィを持つとされる現代社会において、各メディア自体がもつ「文法」、他のメディアと
の相乗効果、さらにそうしたコンテンツに対する人々の解釈など、フィルム・ツーリズ
ム研究の広がりと多層性がいっそう認識されなければならない。 
 
５－３－２ 「フィルム」がデスティネーション選択への影響 
 
 研究動向 
 テレビドラマ・映画などの映像情報は観光客のデスティネーション選択への影響に関
する研究は、中村（2003）がある程度まとめている。ここでは彼の研究を参照しながら、
この領域に関する研究の動向を明らかにする。 
 マスメディアによる映像情報として、デスティネーションを紹介する旅行番組が 1980
年代以降に目覚しい発展を遂げたと指摘されている（Seaton,2000）。また、旅行番組は、
場所の様子や音を伝達し、観光客のデスティネーションに対するイメージの形成、訪問
の意志決定に大きな影響を及ぼすとされている（Morgan and Pritchard,1998）。ただし、
こうした観光番組が観光客に与えた影響を測定した研究は必ずしも多くはない。その理
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由としては、第 1 に、旅行番組が特定のデスティネーションを取り上げるのは特定の一
時点に限られることがあげられる。そのため、放映直後の日単位の問い合わせ件数・訪
問者数から効果をある程度見ることある程度みることは可能であるが、月単位・年単位
のデータから分析することが困難であるということが指摘されている。第 2 に、番組を
視聴してから実際に観光に出かけるまでには時間的ズレ（タイム・ラグ）が生じやすい
ことが挙げられる。番組で取り上げるデスティネーションを決めるのは言うまでもなく
送り手側であるが、視聴者が各時点で情報を入手したいと思っているデスティネーショ
ンが番組で放送されるとは限らないのである。つまり、番組を視聴する観光客の意思決
定の状況とは無関係に旅行番組が放映されているという基本的な問題が常に存在して
いるのである。 
 テレビドラマ・映画を対象として、ロケ地・舞台への訪問者数を用いて、マスメディ
アとデスティネーション選択の関連性を分析した研究もいくつか存在する。これらの研
究では、ロケ地・舞台となった場所への訪問者数が、番組の放映・映画の上映を機にど
のように変化したのかを分析することによって行われている。 
 テレビドラマ・映画は旅行番組とは異なり、数ヶ月以上のある程度の期間にわてって、
上映・放映されるので、視聴した時点から実際に観光行動を起こすまでの間にタイム・
ラグが生じたとしても、ロケ地への訪問者数との関係を分析することがある程度は有効
である。こうしたことから、日単位の訪問者データよりも、月単位・年単位のデータを
用いて分析されることが多い。 
 英国で放映されたテレビドラマを対象そして、放映開始後、ロケ地への訪問者が急増
したことを明らかにした研究がある（Tooke and Baker,1996）。また、テレビ番組ではな
いが、映画の上映がロケ地への訪問者数に与えた影響を分析したものとして、Riley and 
Van Doren(1992),Riley,Baker and Van Doren(1998)などの研究がある。Riley and Van Doren
は、映画は市場から観光者をロケ地に誘致する「プル」要因になると結論づけており、
Riley らは、映像は撮影された場所への観光者を生み出すという“Movie Induced 
Tourism”の概念を提起した。これは今の観光研究領域で注目されている「フィルム・
ツーリズム」という概念の前身と見なされてよいであろう。なお、前出の Tooke and Baker
（1996）も映画を対象とした分析をいくつか行っており、 
①映画で撮影された場所のイメージは、長年にわたって、継続する場合もあれば、映画
の効果が長続きしないこともある。 
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②映画の影響によりデスティネーションへ訪問した経験がある人とまだ訪問したこと
のない人が、ともにデスティネーションに対して類似のイメージをもっている、との知
見を示している。 
 ただし、これらの研究で用いられた方法は、因果関係を直接実証できるものではない
という限界がある。つまり、観光者は必ずしもテレビ番組や映画を唯一の情報媒体とし
てデスティネーションの選択を行っているわけではなく、その他の情報媒体などからも
あわせて情報を入手しているのである。 
 
 「フィルム」が日本の観光市場に及ぼす直接な影響―北海道観光ブームと映像メデ
ィア― 
 上述ように、2006年公開映画の7割以上、全国公開作品では9割にFCが協力し、積極
的に「フィルム」を通して、ロケ地となる場所が新たなイメージを獲得し、そして観
光空間を作り上げることで観光客を誘致しようと努力をしている。「与えられた」地域
イメージで観光ブームが起こった北海道の事例39はフィルム・ツーリズムが日本の観光
市場に及ぼす影響を立体的に反映している。 
 北海道の観光地化に当たっては、戦後のメディアが重大な役割を果たしてきた。とり
わけ、映画は北海道を知るための恰好のメディアであった。 
 北海道を舞台にし、そこに住む人々の愛憎をメインテーマに据えた最初の作品が、黒
澤明監督による『白痴』（1951 年）であった。ドデトエフスキーによる『白痴』を原作
に、舞台設定をべテルブルグから札幌に置き換えて脚本化したこの作品は、札幌の上流
階級における家庭のあり方、あるいは札幌の都会的でハイカラな街並みを圧倒的な豪雪
とともに銀幕に映し出し、「北の都」としての印象を決定づけた。 
 札幌以外の都市の舞台した映画の効果に関しては。戦後最大のベストセラーと言われ、
実に 70 万部を売り上げた原田康子の小説が異例のスピードで映画化された『挽歌』
（1957 年）は、封切り後に若者を中心に大きな支持を受け、釧路という地方都市の名
前を一気に有名にした。炭坑・水産・パルプなど当時の道東の産業が活況を呈するなか、
その中心地である釧路は急速に都市としての風格を携えてきていたが、『挽歌』が映画
化されることで、釧路中心市街地の風景や、すぐ近隣にある大湿原や神秘的な湖など、
道東ならではの雄大な自然が映像によって紹介され、その後の道東観光ブームが起きる
                                                        
39
 内田（2009）を参照した。 
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きっかけとなった。 
 また、映画がカラーになってからは『幸福の黄色ハンカチ』（1977 年）が夕張市で撮
影されている。その後にちょっとした撮影地巡り観光のニーズが生まれたが、園に目を
つけた当時の中田鉄治夕張市長は、1990 年に「ゆうばり国際冒険・ファンタスティッ
ク映画祭」（のちに「ゆうばり国際ファンタスティック映画祭」と改称）を開催した。
この映画祭は、夕張市の財政破綻のために 2007 年のみ休止されたが、その後は市民主
体の運営によって復活を遂げ、日本における地方映画祭の先駆けとして現在も高いネー
ムバリューを持つ。 
 1981 年にドラマ化され、その後も 21 年間にわたってコンスタントに長編ドラマが作
られた『北の国から』（フジテレビ）の影響ももちろん大きい。撮影地となった富良野
市内にある麓郷の森や、ドラマを象徴するシーンで効果的に使われたらベンダー畑はと
もに富良野地域を代表するデスティネーションとなった。 
 近年の例では、小樽にアジア人観光客が増えた際には、岩井俊二監督の映画『Love 
Letter』（1995 年）が韓国で大ブームとなったことが大きく影響していた。『Love Letter』
は韓国において、1998 年から徐々に進んだ日本文化の開放政策後に、最初に劇場公開
された映画の 1 つであり、いまだに観光客を押し出す影響力を持っている。海外の映画
の例でも、阿寒湖やオホーツク沿岸など道東全域でロケされた中国映画『狙った恋の落
とし方。』（2008 年）が中国本土で大ヒットし、中国人による空前の道東観光ブームが
訪れている。これについて次の事例研究で詳しく分析する。 
 以上のように、フィルム・ツーリズムはすでに半世紀前から日本で活用され、日本で
実績を持っている。日本では優秀な監督が質の高い映画を創ることによって、地域に新
たなイメージを与えることより、観光客を誘致する能力を持っていることを理解ができ
よう。だが、ここまで挙げてきた映画の事例はほとんど日本の国内市場向け（俳優の選
択、ストーリー性など）で、海外市場においても通用できる作品はまだわずかなのは現
実である。そこで今後、海外市場向けの日本の各地域をロケ地となる映画を創ることで、
海外観光客を誘致できる余地がまだ大きいと推測できる。 
 日本の映画製作組織が海外観光客を誘致することを念頭に置いて、優秀なフィルム作
品を創ることを通して、日本における各地域のブランドを構築し、魅力的な地域イメー
ジを海外へ発信することは日本の観光立国政策の実現に重要な意味を持っている。  
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５－３－３ 中国人と日本のドラマ（アニメ）、映画との「縁」 
 
 中国人は、日本のドラマには深い縁を持っていた。 
 1972 年に日中の国交が回復されたが、80 年代以前は、中国での日本についての情報
は政治的なものに限られており、人々の生活の現状などについての情報はほとんど伝わ
っていなかった。 
 80 年代初期、中国ではテレビが本格的に普及し始めた。当時、番組がまだ尐なかっ
たため、外国から大量のテレビドラマを輸入した。このころに中国は日本のテレビドラ
マの第一次ブームを迎える。 
 日本ドラマが中国で初めて登場のは、1981 年に放送された『姿三四郎』である。そ
の影響で、学校では、「嘉納先生」と自称する男子生徒たちが、「中国流」柔道に熱中す
るほどだった。とにかく、この作品は日本男児のイメージを中国人の脳裏に焼き付けた。 
 1983 年には、日本女子バレーを描いたスポーツ根性系ドラマ『排球女将』（『燃えろ
アタック』）が放送された。今、このドラマを知っている日本人はあまりいないだろう
が、中国では、空前のバレーボールフィーバーが巻き起こった。中国女子バレーが 80
年代初頭から台頭し、世界戦 4 連勝を達成したのも、このドラマが描いた「東洋の魔女」
の姿から刺激を受けたからだと言える。 
 1984 年には、『血疑』（『赤い疑惑』）を始めとし、山口百恵主演の「赤い・・・」シ
リーズが中国で上映された。当時、白黒テレビまだ普及していない中国では、毎日夕飯
を終えた後、家族全員揃って、「幸子」の運命に引き込まれ、テレビに釘付けになった
ことが当時の話題にもなった風景は筆者の親世代の方から耳にしたことがる。27 年経
った今でも、中国で一番よく知られている日本人は、小泉総理大臣ではなく、山口百恵
である。 
 一方、同じく 1984 年に放送された『阿信』（『おしん』）は、中国人にとって、戦争中
の普通の日本人の生活を知り、日本人を見つめ直すきっかけになった。主人公のおしん
が苦難に耐えながら生き抜く姿は、「日本人も大変だったな。よく頑張ったな」と、多
くの中国人に感動を与えた。このドラマは、これまで、中国のテレビ局で何回も再放送
されるほど、大人気を博した。 
 90 年代後半に入ってからは、1995 年に放送された『東京愛情故事』（『東京ラブスト
ーリー』）で、日本ドラマは中国で再び大ブレイクする。第一次ブームとは違い、今回
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は若い世代向けの「偶像劇」、すなわち「アイドルドラマ」が中心になっている。  
 2000 年からは青春ドラマ、友情、愛情を主題するドラマが主題とするドラマが多い。
なかの代表作としては、権力欲にまみれた医療界の実態を描く『白い巨塔(白色巨塔)』、
クラスのいじめられっ子がみるみる人気者に変身する『野ブタ。をプロデュース(野猪
大改進)』、結婚や仕事に悩む 30 代独身 OL の生き方を描く『anego』、秋葉原を徘徊する
オタクが初めての恋を経験する『電車男』など、日本でも高視聴率を博したドラマが、
中国でも同様に人気を集めている。 
 これほどまでに日本のドラマが受け入れられるのには、2 つの理由が挙げられる。 
 まず 1 つ目の理由は、「題材の豊富さ」。従来、中国の視聴者が親しんできたドラマに
比べ、日本のドラマは題材や背景設定が圧倒的に豊富で、テーマも細分化されており、
あらゆる視聴者層のニーズに応えることができるということ。また、その時々の社会の
動きをしっかりとストーリーに反映させており、設定も非常に細やかでリアルであると
いうこと。 
 そして 2 つ目の理由は、「親しみやすく、個性溢れる俳優陣」。中国の TV 俳優や過去
にブームとなった韓流の俳優たちは、とにかく美男美女であることが第一の条件とされ、
リアルな日常のドラマを演じるには違和感を拭えない部分が多かった。それに比べ、日
本の俳優はそれぞれに確立したキャラクターを持ち、視聴者にとっても「血の通った」
親近感を持てる役者が揃っているということ。 
 そのほかに、視聴者の目が成熟してきたという背景も尐なからずあるだろう。以前に比
べ、外国の文化が多量に流入し、それらが若い世代の間で抵抗感なく受け入れられるよう
になっている現在、「近いようで遠い国」日本のドラマはもはや、荒唐無稽な夢物語ではな
く、視聴者にとってリアルな共感を呼ぶストーリーとして位置づけられてきているようだ。 
 ところで、日本発のコンテンツが中国国内で爆発的人気を博したのは、TV ドラマが
初めてではない。「ジャパニメーション」として世界中で熱狂的なファンを生んでいる
日本産のアニメは、多くの中国の若者や子どもの心を捉え、大量の「動漫迷(マンガ・
アニメオタク)」や「コスプレ族」を生んだ。中国の 80 後の大半は『名探偵コナン』、『ナ
ルト』、『One Piece』など日本アニメの名作を観て育ちといっても過言ではないだろう。 
 中国においては、2000 年以後インターネット環境が急速に発展した。テレビドラマ
の見る手段もパソコン、DVD の出現によって若者の人気に拍車をかけた。昔は、テレ
ビ局による放送は一定の時間帯で決まっていたが、放送時間にならないと、なかなか見
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られない、見るペースもテレビ局に従たがわざるを得なかった。メディア技術の発展に
よって、日本では信じられないことであるが、海賊版の DVD、VCD ソフトが氾濫して、
テレビ局が放送しなくても、みんな平気で利用し、自分のペースで日常的に見られる。
音像書店（日本では TSUTAYA みたいなところ）には日本での放送の数日後、中国語に
吹き替えられた日本ドラマが並べられ、レンタルされている。ビテオレンタル店以外で
は、インターネットがもう一つの便利な利用手段である。ビテオレンタル店よりもっと
自由に便利に利用できる。待ち時間がなく、自分の好きな時に好きな場所で好きなドラ
マを無料で見られたり、皆と意見や感想を交換できたりする。 
 中国最大の検索エンジン「Baidu」で「日劇」をキーワードしてみれば、34,500,000 件
の日本のドラマに関するサイトの資料が出てきた。多くのサイトは日本のドラマに関する
資料や紹介などを詳しく載せている。日本のドラマに関する検索がすごく便利で、日本の
ドラマが無料で見られるサイトも数尐なくない存在してある。  
 映画では、『伊豆の踊子』（伊豆的舞嬢）や『ラブレター』（情書）、『おくりびと』（禮
儀師之奏鳴曲）などが人気を誇っており、またアニメではスタジオジブリの作品が神聖
視され、『天空の城ラピュタ』（天空之城）や『となりのトトロ』（龍猫）、『耳をすませ
ば』（夢幻街尐女）といった日本でヒットした作品は、中国でも熱狂的に愛されている。
最近では『らき☆すた』（幸運星）や『涼宮ハルヒの憂鬱』（涼宮春日的憂鬱）などのア
ニメもブームとなっている。 
 『東京ラブストーリー』の影響で、クライマックスのシーンが撮影された愛媛県松山
市の梅津寺駅に多くの人が訪れ、ヒロインの真似をして駅の手すりにハンカチを結ぶと
いうのも、ファンの間では有名な話である。『東京タワー〜オカンとボクと、時々、オ
トン〜』（東京鐵塔：我的母親父親）の影響で東京タワーに憧れ、『ラブジェネレーショ
ン』（恋愛世紀）の影響でお台場とレインボーブリッジを訪れる中国人観光客も尐なく
ない。アニメでも、『らき☆すた』の舞台となった埼玉県の鷲宮町に観光客が殺到する
など、「聖地巡礼」の勢いはとどまるところを知らない。 
 
日本を訪れる中国人観光客が急増する中、日本で撮影された中国の映画やドラマ
のロケ地が注目されている。作品数はまだ尐ないが、映画の舞台になった北海道・阿
寒では中国人観光客が 2 年で 25 倍に急増した。静岡県にも 9 月にツアー客がロケ地巡
りに訪れた。京都などと違い、地方の観光地は海外での知名度がほとんどないため、
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映画やドラマの集客効果に期待が高まっている。 
 日本の作品ではないが、2008 年当時、史上最大のヒットを飛ばした 2008 年末の中国
の正月映画『非誠勿擾 I』（日本語名：狙った恋の落とし方。）が道東を舞台としている
ため、2009 年に北海道を訪れる中国人観光客が前年より倍増したという（北海道庁調
べ）。また、2010 年に『杜拉拉昇職記（Go Lala Go!）』という中国国内で放送されるテ
レビドラマのロケ地に静岡県が選ばれ、ドラマの舞台として静岡の観光名所の映像が広
く中国国内で流されたため、今後中国人観光客の静岡観光が注目される。 
 
 
５－３－４ 事例研究：映画『非誠勿擾 I』とテレビドラマ『杜拉拉昇職記（Go 
Lala Go!）』 
 
 事例：色鮮やかに刷り込まれた新たな北海道のイメージ 
    －映画『非誠勿擾 I』（北海道）－ 
 中国で 2008 年 12 月 22 日から『非誠勿擾 I（フェイチェンウーラオ）』（日本語名『狙
った恋に落とし方』）が、2009 年お正月映画として全国ロードショーが始まり、大ヒッ
トを記録していた。この映画は基本的に中国人従来もっていた北海道のイメージを再
認識させ、より強化する役割を果たした同時に、巨大な観光需要を創造した事例と考
えられる。 
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 図 25 『非誠勿擾 I』映画の PR ポスター 
 
出典：『狙った恋の落としかた。』公式サイド http://nerakoi.com/阿寒湖が写っている。 
 
映画のあらまし 
 この『非誠勿擾 I』というタイトルの言葉は、よく新聞に掲載される結婚相手の募
集広告に「本気でつきあえる人を望む」という意味で使われている。この映画は、中
国の山田洋次監督とも呼ばれる、正月映画の巨匠・馮小剛（フォン・シャオガン）監
督による賀歳片（旧正月に上映する映画）である。過去の作品には、「不見不散（遥か
な想い～チャイニーズ・ドリーム in U.S.A） (1998)」、「手機(2003）」などがあり、そ
こで主演として監督とコンビを組んだ葛優（グォ・ヨウ 秦奮役）が演じるビジネス
マンと馮小剛作品に初登場の舒淇（スー・チー 笑笑役）が演じるスチュワーデスの
ラブコメディー映画である。 
 過去の恋愛で心に傷を持つ主人公の中年男性がホームページ上で結婚を前提に付き
合ってくれる女性を募集し、それに何人もの女性が応募した、やがて訳アリの女性と
心を通わせていくという物語である。この映画の見どころは、そこで繰り広げられる
ユーモアやギャグ。そして、舞台がアメリカ、北京、杭州などに移動し、クライマッ
クスに選ばれたのは北海道の神秘的で雄大な自然である。監督はこの映画を見て「恋
愛したい！」と思ってくれればいいと語っているそうだが、杭州や北海道の美しい風
景を舞台に面白おかしなセリフが飛び交う中、切ないラブストーリーが繰り広げられ
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る。 
 
映画のロケ地 
 映画前半は中国で撮影が行われた。メインのロケ地に選ばれた杭州では、美しい景
色を中心に西湖や西渓湿地など 20 か所以上で 21 日間撮影し、合計 20 分以上映画に映
登場した。そのほかに北京や海口でもロケが行われた。 
 そして後半の撮影は北海道で行われた（図 26）。道東オホーツクを中心に、美幌町の
美幌峠、弟子屈町の屈斜路湖と摩周湖、オホーツク海岸の北浜駅などで撮影が行われ
た。海岸沿いのローカル鉄道、岬の突端、クマが出没するという美しい渓谷、草原に
ある一軒の教会など、北海道のロケ地観光が人気を集める源となっている。 
図 26 『非誠勿擾 I』の北海道ロケ地 
 
出典：『狙った恋の落としかた。』公式サイド http://nerakoi.com/ 
 当該映画の日本語の公式サイドでは、主なロケ地になった観光スポットを 12 箇所に
まとめた。その中に特に人気になっているのは 1 番の網走市の JR 釧網線北浜駅、5 番
の阿寒湖近くの居酒屋「炉ばた浜っ子」、6 番の斜里町の斜里教会、10 番の能取岬、12
番の大空町女満別町道朝日 10 号線などがある。これらの場所は美しい風景である以外
に、すべては映画のストーリーと親密に融合していることで、人気を博した。  
1 番地：JR 釧網線北浜駅 
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図 27 北浜駅 
 
出典：Baidu 図片 
 恋の旅は、この駅から始まった。網走市のＪＲ釧網線北浜駅である。オホーツク海
に臨む小さな無人駅は、主人公の秦奮と笑笑が降り立つ旅のスタート地点である。毎
日新聞（2011 年 1 月 2 日）の報道によって、今は駅舎内の壁や天井には大量の名刺や
メモが張り付けられている。旅行者が残していった旅の思い出だそうだ。そして今は、
中国語の思い出が爆発的な勢いで増えている。駅のすぐ側に立っている赤い中国語の
看板は目立つである。 
5 番地：阿寒湖近くの居酒屋「炉ばた浜っ子」 
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図 28 「炉ばた浜っ子」 
  
出典：Baidu 図片      
 阿寒湖温泉の裏通り。温泉ホテルや土産物店が建ち並ぶメーンストリートから尐し
離れた場所に居酒屋「炉ばた浜っ子」がひっそりとたたずむ。映画では美人４姉妹が
経営する居酒屋として登場する。奥の小上がりにはカラオケもセットされ人気ナンバ
ーワンロケ地とも言われ、多いときには十数人の中国人が一晩に 2巡することもある。
現在では、映画で使われた赤い暖簾や看板のポスターが店内に飾られ、観光客が押し寄せ
ている。映画と同じ「四姉妹」に店名を変更することも検討されている。  
6 番地：斜里町の斜里教会 
図 29 斜里教会 
 
出典：Baidu 図片 
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 斜里教会には、映画が公開されるまで中国からの観光客は皆無だったという。現在
では訪れる中国からの観光客の多くは、映画のシーンを真似て中国語でお祈りし、写
真を撮っていくという。一年間に訪れた観光客は 2400 人以上にのぼる。 
10 番地：能取岬 
図 30 能取岬 
 
出典：Baidu 図片 
 能取岬は物語の中でも主人公たちの熱い思いが込み上げる舞台であり、ヒロインの
笑笑が 3 年前に以前の恋人と約束をした思い出の場所でもある。映画では秦奮と再び
この地を訪れて、新しい人生を始めようとするが、結局このオホーツク海に突き出た、
高さ 40〜50ｍの崖から身を投げた。能取岬に辿り着く中国人女性観光客は笑笑の真似
で、「私、飛びますわ」とじゃれながら、記念写真を撮り、楽しんでいる様子はよく見
られる。 
12 番地：大空町女満別町道朝日 10 号線 
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図 31 朝日 10 号線 
 
出典：Baidu 図片 
 ここはヒロインの笑笑が入院中の病院があり、秦奮と別れた友人のウーさんが、友
情に涙しながら車を走らせる丘陵地帯である。運転しながらウーさんが「知床旅情」
という日本では有名な曲を歌うシーンは、人々の涙を誘った。またどこまでも続くアッ
プダウンの一本道は中国でめったに見られない風景で、中国人観光客を雄大な北海道への
期待と憧れを誘う。  
 
映画の影響  
 2008 年、中国から日本に訪れた観光客数は延べ 100 万人を突破した。観光庁の統計
によると、2009 年 9 月に訪日した中国人は 9 万 8800 人で、08 年同期比 5.2％増加し、
9 月としては過去最高の記録である。その要因のひとつが、『狙った恋の落とし方。』と
もいわれている。在日中国人ジャーナリスト莫邦富（モー･バンフ）氏によると、初め
て訪日する中国人観光客のほとんどは首都や古都を巡る東京～関西コース。その他の
地方へ行ってみようという心と時間の余裕はない。初訪日でいい印象を得た多くの観
光客はリピーターとして再び、新しいスポットを求める。 
 もともと中国では、北海道の認知度は高い。1978 年、初めて「日本映画週間」で、
高倉健出演も『君よ憤怒の河を渉れ』とともに『キタキツネ物語』が上映された。当
時の中国では西側の映画を見る機会が全くなかっただけに熱狂的に迎えられ、雄大な
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北海道の大自然が 40 代以上の中国人の心に刻み込まれただろう。この「心のフィルム」
が色あせ始めた今、新たな北海道のイメージを色鮮やかに一新するきっかけはまさに
この『非誠勿擾 I』である。雄大な自然風景に織り込んだラブ・ストーリーが中国の
若者の心を引き付け、彼らが「純愛の聖地―北海道」訪問にいたる。 
 日本国土交通省北海道運輸局および日本政府観光局はこのような情況を把握し、好
機としてとらえて、北海道観光の PR に力を入れようとした。日本側は北京で映画館を
借りて、北京市民や旅行社の関係者を 2000 人招待し、映画『非誠勿擾 I』を上映した
あと、北海道観光説明会を行い、北海道の魅力的な観光資源の PR に力を注いた。北京
の旅行社による観光客誘致を促し、サポートするため、日本側は『新京報』、『北京娯
楽信報』などに大型観光広告を掲載し、北海道の景観や民俗の魅力を大いに PR した。 
 こういった連鎖の結果、北海道庁の調べによれば、映画の効果が出る前の 07 年度の
中国人来道者は約 2万 7千人だが、08年に北海道を訪れた中国人観光客は 4万 7400人で、
前年の約 1．75 倍。1998 年の中国人観光客数が 2000 人にも満たなかったことを思えば、
まさに隔世の感がある。また、観光庁の調べでは、09 年 7－10 月に中国で発給された日本
の観光ビザ約 4400 件のうち、25％が北海道観光を目的としており、東京（85％）、東京周
辺（50％）、大阪（30％）に次いで多い。京都や広島が 10％にも満たないことからも、北
海道観光の人気が高まっていることがうかがえる。  
 
 事例：愛する人と ふじのくに 
    －テレビドラマ『杜拉拉昇職記（Go Lala Go!）』（静岡県）－ 
 北海道を舞台にした『非誠勿擾 I』が中国で公開され、中国人の中で北海道ブーム
が起き、北海道に中国人が大挙して訪れていることは日本でもニュースにも報道され
ているが、この成功を受けた日本のほか自治体でも、中国人への観光 PR 手段として中
国のテレビドラマや映画のロケ地誘致をして、観光 PR の一つのチャネルとして活用し
ていこうという試みが検討されるようになった。 
 その一つの実現例として、『杜拉拉昇職記（Go Lala Go!）』という中国国内で放送さ
れたテレビドラマのロケ地に静岡県が選ばれたことである。2009 年 12 月上旬から中旬
にかけて、静岡県内各地で中国上海テレビドラマ『杜拉拉升職記』のロケが行われ、
伊豆地域では 2 日間ロケ地として使用された。この作品は、既に中国国内で 100 万冊
を超えるベストセラー小説をドラマ化によるもので、静岡県がインバウンドによる中
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国人旅行客の増加を図るために PR 活動の一環として誘致したもので、FC 伊豆が伊豆
ロケ部分を受け持ち、また他の地域への撮影に関するアドバイスを行った。その結果、
ドラマの舞台として静岡の観光名所の映像が広く中国国内に流れることになった。  
 富士山を知っている中国人は大勢いるが、富士山と隣接する静岡県の知名度は中国
でそれほど高くはない（中国人にとって、富士山が山梨県にあるという認識が根強い）。
日本リサーチセンターと中国の中国社会科学院新聞コミュニケーション研究所調査セ
ンターが共同で 2008 年 11 月に実施した旅行、食の安全性、環境問題に関する調査結
果によると、名所・旧跡の中で最も認知度が高かったのは「富士山」で、約 70%であ
った。今後訪問したい場所でも、1 位「富士山」が挙がった。しかし、静岡県の認知度
は 27%の 16 位、訪問したい都市としては 11%の 11 位であった。日本リサーチセンタ
ーは「富士山は日本に中国人を誘客するための強力なセールスポイントになるのは明
らか」と指摘している。今度ドラマのロケ地となった静岡県は今後富士山と一緒に想
起されることで観光地としての知名度をアップすることを期待できる。『杜拉拉昇職記
（Go Lala Go!）』はその期待を背負っているとも言える。 
図 32 ドラマのロケ地紹介パンフレット 
 
出典：Baidu 図片 
 
映画のあらまし  
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 かつて『王子変青蛙（カエルになった王子様）』などヒット作を出した台湾の名監督 
である陳銘章(チェン・ミンチャン)が手がけた初の大陸ドラマで、王珞丹（ワン・ルオ
ダン）や陳慧珊（フローラ・チャン）、葉童（セシリア・イップ）など中国の有名タレ
ントが主演する『杜拉拉昇職記』は、中国の外資企業で働くホワイトカラーの女性が
主人公のテレビドラマである。ドラマは全 32 話で、うち静岡で撮影したシーンが登場
するのは回想シーンなども含めると全 4 話分程度ある。 
 ドラマでは、主人公の「杜拉拉」（王珞丹）がこれらの観光地を訪れ、職場のストレ
スを発散し、王偉と（李光潔）異国での社内恋愛を繰り広げ、日本の文化を体験した
り、両国の文化の違いを比較したりするなど、様々な出来事が展開されていく。 
 
映画のロケ地 
 撮影ロケ受け入れによる観光 PR の手法は、日本国内では以前から行なわれており、
例えば NHK の大河ドラマによる観光効果が非常に高いのは有名である。だが、『杜拉
拉昇職記』のように特定の外国に向けての観光 PR の目的で、積極的にその国のロケ隊
を受け入れたケースは非常に珍しく、上述の北海道の事例もたまたま制作側がロケ地
を気に入って舞台として選んだのであり、日本側から観光効果を狙って誘致されたわ
けではないようである。従ってこのケースは今後の海外向け観光 PR の先駆けとして非
常に注目される試みとなった。  
 『杜拉拉昇職記』の日本での撮影は、事前に静岡県側が候補地として準備した観光
地を、まずスタッフが事前に確認し、ドラマのストーリーとすりあわせを行ってから
撮影場所を決定した。その後実際に役者と撮影隊が現地へ赴き、撮影に臨むという段
取りで実施された。 
 そして昨年の 12 月に静岡県側の全面的な協力のもと、総勢 30 人ほどの撮影班を迎
え、約 2 週間の滞在日程でドラマ撮影が行なわれた。 
 撮影に際しては中国側の主役二人に対して、エキストラとして地元のアマチュア劇
団の役者などが参加するなど、地元をあげての観光 PR に積極的な協力が得られたとの
こと。  
 撮影地には紅葉映える温泉地修善寺や、富士山の見える駿河湾の海岸、大井川鉄道
の蒸気機関車など、観光 PR を意識した静岡の魅力的な観光地が散りばめられた。 
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図 33 『杜拉拉昇職記』の静岡県ロケ地 
 
出典：JPGUIDE.NET 
http://www.jpguide.net/travel/shizuoka/location/dulala/dulala.html 
 中国語で日本の観光地を紹介する JPGUIDE.NET は『杜拉拉昇職記』の静岡県におけ
るロケ地を 7 箇所にまとめている。それぞれは 1 番は富士山静岡空港、2 番は塩郷の吊
り橋、3 番は静岡市内の居酒屋、4 番はちびまるこちゃんランド、5 番は駿河湾のフェリー
と富士山、6 番は修善寺の紅葉、7 番は富士山本宮浅間大社である。この中で日本特有の風
景とドラマのストーリーを親密に融合している観光地は 2 番、3 番と 7 番が挙げられる。 
2 番地：塩郷の吊り橋 
図 34 塩郷の吊り橋 
 
出典：Baidu 図片 
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 長さ220,4mの「塩郷の吊り橋」は、大井川にかかる一番長い吊り橋で観光客に人気が
ある。ドラマのなかで、王偉は杜拉拉を背負ってこの吊り橋を渡るシーンがたくさんの
視聴者を感動させた。また、女の子は橋の真中で恋を願えば必ず叶うという現地の言い
伝えも中国に伝わり、中国人観光客向けの人気スポットになることが推測できる。  
3番地：静岡市内の居酒屋 
図 35 駅南酒場と門外に掲げている PR 看板 
 
出典：筆者撮影 
 第 2 章で明らかにしたように、近年中国人観光客はますます日本食に興味を持つよ
うになってきた。刺身、寿司、ラーメンのような有名な日本食とは異なり、ドラマの
中で登場したのは静岡名物のおでんである。新奇なものほど興味を持つ中国人は主人
公たちも勧める（李光潔ブログより）静岡のおでんを味わおうとする観光客が殺到す
るのは予想できる。 
7 番地：富士山本宮浅間大社  
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図 36 浅間大社 
 
出典：Baidu 図片 
注：右側の写真は主人公が富士山本宮浅間大社で使用した絵馬。 
  絵馬に書いている内容： 杜拉拉―またいつかここに戻って、雪の降る日に彼と一緒に温泉に入る 
              王偉― 毎年一回、彼女の願いを実現させるように ... 
 ドラマの主人公が恋愛成就を祈祷したのがこの富士山本宮浅間大社である。この浅
間大社は日本国内に約 1300 社ある浅間神社の総本宮である。中国人は何でも第一を争
う深層意識があり、富士山本宮浅間大社はその性質を満たしているといえる。また、
主人公たちは願掛けの絵馬を使って祈祷するシーンも日本特有の文化で、中国の視聴
者を強く引きつけるであろう。よって、観光客は神社で主人公のまねをして、ドラマ
の世界を体験するのは当然である。 
 
 富士山とちびまるこちゃんは元々中国国内で知名度が高いので、今回のドラマのロ
ケ地に選ばれたのは、これらの要素を静岡県と結びつけるのが最大の目的であろう。
今回のドラマにより構築された静岡県のイメージを中国人観光客に発信することで彼
らを誘致することが期待されている。 
 
ドラマの影響 
 2010 年の 7 月 22 日から『杜拉拉昇職記』は中国国内で放送され、早速フィルム・ツ
ーリズムの効果を出たようである（日本側の予想は静岡県内のロケシーンが放送される
2011 年 6 月以降に効果が出る）。 
 静岡県では 2010 年月の観光客数が前年同月比で 16 倍となった。漁船衝突事件でそのと
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ころ中日関係は悪化しているが、テレビドラマや映画のロケ地を訪れてみたいという中国
人旅行客の熱意に影響はなかったようである。（「日本新華僑報」2010 年 10 月 20 日の記事
より） 同年 10 月 1 日、18 人の中国人ツアー客がエスパルスドリームプラザ（静岡市清
水区）内のちびまるこちゃんランドを訪れた。先を争って「ちびまるこちゃん」と一緒に
記念撮影。杭州からの観光客は大のちびまるこちゃんファンで、実写版のちびまるこちゃ
んと同じ風景に大興奮の様子であった。 
 中国の視聴者は高視聴率を記録したテレビドラマ『杜拉拉昇職記』にはまり、ドラ
マに登場する日本のロケ地を訪れてみたいと思い始めている。杜拉拉が恋を射止めた
ちびまる子ちゃんランドには 8 月、前年同月比で 16 倍となる 833 人の中国人ツアー客
が来場した。10 月 4 日にも約 270 人の中国人ツアー客が押し寄せた。2011 年 3 月の大
地震で中国人観光客が訪日を控えているが、今後日本の観光市場、特に静岡観光の復
興に向けて、『杜拉拉昇職記』の経済効果が注目される。 
 中国で知名度がそれほど高くない静岡県は、このドラマを通して、静岡は「富士の
国」というメッセージを繰り返し中国の視聴者に発信し、彼らに向けて改めて静岡の
ブランドイメージを構築した。また、静岡で恋の願いを遂げた主人公を通して、共感
を喚起された視聴者がロケ地へ赴き、恋の物語を体験したいという思いを引き起こす
ことで、中国人観光客の誘致につながる。 
 
この 2 つの「フィルム」に関しては、両方ともに日本語の公式サイトしか運営され
ていない。中国人観光客を対象者とするならば、日本語のものよりも中国語の公式サ
イトを開設したら効果が大きいであろう。 
 
 成功するフィルム・ツーリズム 
上述の二つの事例は日本の観光市場におけるフィルム・ツーリズムを活用して、中
国人観光客の誘致に成功した恰好の事例だと言える。近年、日本でロケを行った数尐
ない中国「フィルム」のほとんどがロケ地ブームを起こさせた。よって、中国人観光
客を誘致するにあたって、フィルム・ツーリズムの有効性を窺える。また、Simon,H and 
J.R.Brent Ritchie(2006)のモデルを参考にしながら、この二つの事例を分析すると、三つ
の共通点がみられる。  
①両方とも地元のデスティネーション・マーケティング組織から支持を得られた。  
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 『非誠勿擾 I』の事例はたまたま制作側がロケ地を気に入って舞台として選んだと
いうことにもかかわらず、日本国土交通省北海道運輸局および日本政府観光局は中国
で北海道ブームが起きた情況把握し、これを好機ととらえて、北海道観光の PR に力を
入れた。また、『杜拉拉昇職記（Go Lala Go!）』では、静岡県が積極的に中国の撮影班
を受け入れ、撮影スタッフの宿泊費など 600 万円を負担するなど、全面的にこのドラ
マの撮影活動に協力した。 
②両方ともヒットした「フィルム」である 
 挙げた例のどちらでもストーリーラインとロケ地の融合度の高く、視聴者に感情経
験を与えられる「フィルム」である。フィルムがヒットするためには、いくつかの条
件が重要である：有能な監督、有名なタレント、有名な脚本。 
 『非誠勿擾 I』も『杜拉拉昇職記（Go Lala Go!）』も、以上のすべての条件を満たし
ている。2009 年 1 月 10 日付「新京報」より、中国のベストセラー（小説部門）のラン
キング 1 位は『杜拉拉昇職記（Go Lala Go!）』、4 位は『非誠勿擾 I』である。そこで、
挙げた二つの例のストーリーラインが事前に視聴者に認可されているとも言える。  
③両方とも素晴らしいデスティネーションの属性も有している 
 北海道も、静岡県も日本を代表する素晴らしい自然風光を有している。優れた環境
に織り込んだラブストーリーは中国の視聴者を魅力し、彼らの「フィルム」追体験行
動を起こしたわけである。 
 
 フィルム・ツーリズムを用いた中国人観光客の誘致において有効性が高いことは日
本の観光組織も気づいているようである。静岡県のように、石川県も北京の製作会社
とともに県内を舞台とする映画を製作するなど、同様の取り組みは秋田県、鳥取県、
栃木県、山梨県など日本全国各地でみられる。無論、これは中国の映画だけでなく、
中国で人気を博した日本の小説のドラマ化・映画化で、中国の視聴者にも類似する効
果を有すると考えられる。なぜなら、文化は国境をなさないものである。  
 しかし、フィルム・ツーリズムの効果を期待し、投下した資本金に見合った PR 効果
は必ずしも得られるとはかぎらない。「フィルム」のヒットを通じた知名度向上策が、
全てのケースにおいて成功するとは限らないからである。確実に言えるのは、ポジテ
ィブ、感動などの要素を含んだ「フィルム」は成功に近い。 
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 2 つの事例から理解できるように、「フィルム」はロケ地となる地域のブランド（イ
メージ）の構築に大きな影響力を及ぼすことができる。マーケティング手法で緻密に
企画されたロケ地映画を通して、日本の地方にポジティブなイメージを与え、あるい
はネガティブなイメージを変更することで中国人観光客の来訪を促せる。すなわち、
フィルム・ツーリズムは中国人観光客に有効性が高い。知名度の低い地域の地域ブラ
ンドづくりから日本全国のブランド直しまで、震災後の日本の観光市場にとっては、
フィルム・ツーリズムの試みが期待に値する。 
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６．震災後の日本の観光市場 
 
 本節は震災後の日本の観光市場の現状を明らかにするため、アンケート調査を通して
中国人が震災後の対日イメージを検討し、日本の観光市場の復興に提案する。  
 
６－１ 大震災後の日本の観光市場 
 
  2011年 3月 11日、宮城県牡鹿半島沖を震源として発生した東北地方太平洋沖地震は、
日本の観測史上最大のマグニチュード（Mw）9.0 を記録し、地震による大津波の発生は
東北地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をもたらした。地震と津波による被害をうけた
東京電力福島第一原子力発電所では、全電源を喪失して原子炉を冷却できなくなり、大
量の放射性物質の放出をともなう重大な原始力事故に発展した。これにより、周辺一帯
の住民は長期の避難を強いられていると同時に、全国の各分野で多大な影響が生じ、
様々な活動の自粛等もあった。観光に関しても、直接の被害があった地域だけでなく、
それ以外の観光地においても旅行者が著しく減尐するなど、各地域にとって深刻な状況
となっている。訪日外国人は大震災後の 3 月 12～31 日に限れば、前年同期の 73％減だ
った。震災で観光地や交通機関が大きな被害を受けたのに加え、東京電力の福島第一原
子力発電所の事故で一部の国が日本への渡航自粛を呼びかけたため、全国の観光地を敬
遠する動きが広がった。 
 
 地震・津波が観光業界に与えた直接的な影響 
 Travel vision のまとめによると、観光業界でその影響が最初に目に見えるのは、航空
や新幹線など交通機関への影響だ。地震発生後、東北地方と関東地方などの各空港が閉
鎖。羽田空港や成田空港など、安全確認がなされ、運用に支障がない空港から順次再開
したものの、国土交通省によると当日午後 11 時点で、913 便が欠航、325 便が遅延とな
った。 
 鉄道は、在来線が翌日の 12 日から、運行に支障のない路線で本数を減尐させて順次
再開。一方、東北新幹線、山形新幹線、秋田新幹線は 12 日以降も運休。東北新幹線や
秋田新幹線は一部区間で再開したものの、山形新幹線は現在も運行を見合わせている。
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また、高速バスも首都圏／東北間の高速道路の閉鎖に伴い運行を中止していたが、3 月
18 日以降、順次再開。3 月 22 日以降、一般車両も通行禁止区間以外は通行が可能とな
った。このほか、各観光地、観光施設も被災し、全国からの集客力のある東京ディズニ
ーリゾートが地震発生後、施設の点検作業を理由に営業を停止した。  
 交通や施設の営業状況にあわせ、旅行会社は旅行商品の取扱いについて発表した。大
手旅行会社の多くが、海外ツアーについては利用予定航空便の運航状況に応じて催行可
否を決めるとし、地震の影響で空港に集合できない場合には取消料を徴収しないことを
決定した。国内ツアーは、具体的な内容は会社によって異なるものの、各社とも被災し
た方面への催行中止を決定した。一方で、地震後見合わせていた高速バスツアーを 3 月
25 日以降、一部再開するなど、状況にあわせてツアー催行を実施している。  
 ツアーキャンセルの対応と同時に旅行会社が最優先事項としたのは、被災地域を訪れ
ていた旅行者への対応である。しかし、確認作業が難航し、日本旅行業協会（JATA）
の聞き取り調査で判明したのは、3 月 18 日時点で計 17 社の約 6400 人。観光庁による
と、残念なことに 3 月 25 日現在で 4 人の死亡が確認されたという。また、外国人旅行
者の被害報告は現時点ではないが、在京公館や日本政府観光局（JNTO）で引き続き、
確認作業を実施している。 
 一方で、被災地域の観光施設、被災した旅行会社の数は、明らかになっていない。た
だし、JATA 東北支部によると、正確には把握できていないものの、支部会員 35 社は全
て被災しているという。 
 
 原発事故が与えた影響 
 今回の災害の大きな特徴は、地震と津波に加え、これが誘発された原発事故による三
次被害があることである。事故が収まるまでその影響の実態はわからないが、現在のと
ころ、旅行業界には国際線の運航変更と訪日需要の激減という影響が出ている。  
 もともと、大規模な地震の発生を受け、日本への渡航の自粛や注意を促す諸外国政府
があり、訪日旅行への影響は懸念されていた。しかし、さらに原発事故が報じられると
海外各国で退避勧告や注意喚起が出され、日通旅行では 4 月から 5 月のツアーでも被災
地域へのツアーのみならず約 9 割がキャンセルとなった。風評被害も出ており、全日本
通訳案内士連盟（JFG）でも、西日本や東京都内を回るツアーを中心に約 90 件の通訳案
内士業務のキャンセルがあったという。こうした状況下で、観光庁はビジット・ジャパ
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ン・キャンペーン（VJC）関連事業を当分の間、自粛することを決定した。 
 国際線では、各国政府が救援機の派遣を決定。国交省は 24 時間体制でこれに対応し、
ピーク時には平均で 1 日 4、5 便程度の運航申請があったという。定期便では特に長距
離方面のフライトを中心に、東京での乗務員のオーバーナイトを避けるため、中部や関
空のほか仁川や北京で給油と乗務員交代をするための大幅なスケジュール変更も実施
された。航空会社の多くが地震の影響による払戻しや手数料無料での変更などの特別措
置を実施していたが、スケジュール変更を理由にした特別措置も実施。航空会社はもち
ろん、旅行会社も手配した旅行者への対応が必要となった。 
 さらに需要動向に応じて、運航スケジュールの変更も出ている。中国国際航空（CA）
の成田／成都、武漢へのプログラムチャーター中止や、イースター航空（ZE）の新千
歳／仁川線航の延期といった新規路線やインバウンドの強い路線をはじめ、デルタ航空
（DL）の羽田線運休のように、出発地の需要が重複する路線を統合するケースもある。
夏期からの増便予定を撤回したシンガポール航空（SQ）の関空線のように、被災地か
ら離れた路線でも、供給量を調整する動きも見られる。 
 
 震災直後の日本の観光市場におけるインバウンド 
 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響で、訪日旅行のキャンセルや延期
が続いている。日本政府観光局（JNTO）によると、海外事務所からの情報ではほとん
どの訪日旅行がキャンセルになっているという。地震の影響に加え、原発事故により、
訪日旅行主要 15 市場をはじめ海外各国で退避勧告や注意喚起が発出された影響が訪日
需要に響いたとの考えだ。また、在日外国人の国外退避も進んでおり、JNTO が外国人
向けに設置している 24 時間案内ダイヤルへの問い合わせも多いという。 
 旅行会社でも訪日旅行のキャンセルが相次いでいる。日通旅行によると 3 月は日本に
到着してもそのまま自国に帰国するケースもあり、カナダからの学生ツアーで、成田空
港が利用できず他空港に到着したが、ツアーを中止しカナダに引き返したケースもあっ
た。東北地方に加え、関東近郊でも地震や計画停電による道路交通網の状況を考慮しツ
アーを中止する場合もでており、30 人から 40 人規模のツアー数本がキャンセルとなっ
たという。4 月から 5 月までのツアーでも約 9 割がキャンセルとなった。｢地震という
より原発の影響」（日通旅行広報担当者）で風評被害も出ており、日本国内全方面のツ
アーでキャンセルが発生しているという。 
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 阪急交通社でも顧客が「東北というよりも、日本全体を避けている」（阪急交通社広
報担当者）ことで、日本国内の全方面でキャンセルが発生。トップツアーでも、訪日旅
行のキャンセルや延期が起きており、顧客からの問い合わせも多い。東北方面以外の地
域の現状について質問する顧客が多く、現地の正確な状況を求めるニーズが高いようで
ある。  
 
 大震災が日本の観光市場に与えた影響はもういうまでもなく甚大である。その中に、
訪日客に関しては、具体的にどのような変化が起こっているのか。ここでは日本政府観
光局（JNTO）が発表する資料に基づいて、東北地方太平洋沖地震後の日本の観光市場
におけるインバウンドの変動状況とその原因を概観したい。 
 
 震災直後の訪日客数の変動とその原因 
 2011 年 3 月 352,800 人 （前年同月比 50.3％減、356,900 人減） 
 3 月の訪日外客数は、これまで 3 月として過去最高を記録していた 2008 年（731,619
人）と比べ、約 378,800 人尐なかった。3 月の訪日外客数は、実数としては 1999 年 3
月（353,512 人）の水準にまで減尐した。訪日外客数の前年同月比の減尐幅を過去 50 年
間の全ての月と比較すると、2011 年 3 月（前年同月比 50.3％減）は、これまで最大で
あった 1971 年 8 月（同 41.8％減）を上回り、最大となった。月 
別では、2009 年 10 月以来、17 か月ぶりの前年同月比減となった。なお、東北地方太平
洋沖地震の影響を受けていない期間（3 月 1 日～11 日）と受けた期間（3 月 12 日～31
日） 
の訪日外客数は各々、およそ 215,000 人（前年同期比 4％増）、137,000 人（同 73％ 
減）になったものとみられる。 
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図 37 訪日外国人の推移 
 
出典：（読売新聞 2011 年 4 月 15 日の記事より 
http://www.yomiuri.co.jp/atmoney/news/20110414-OYT1T00957.htm） 
【要因：東北地方太平洋沖地震により、訪日旅行の回避が顕著化】 
① 3 月 11 日に東北地方太平洋沖地震が発生し、また、これに伴って福島第一原子力
発電所の事故が起きた。大震災の状況が時々刻々と、全世界へ大々的に報じられ、世界
の人々に衝撃を与えた。特に原子力発電所事故により、旅行の前提となる安全・安心に
対する懸念が高まった。 
② 同震災発生後、訪日旅行の主要送り出し国（地域）政府は一斉に、被災地や日本  
全体への渡航の自粛、延期を求める勧告を発出したほか、一部の国は、日本に滞在する
自国民に対して、出国を求める勧告も発出した。 
③ 同震災発生後、日本と諸外国を結ぶ航空便の一部で運航が取り消された。但し、  
日本を旅行中、または日本に滞在中の外国人などが、日本から母国、第三国へ出国する
需要が急増したため、3 月 11 日以降、一部の航空会社で一時的に臨時便を運航する措
置が取られた。 
④ 津波の被害により仙台空港が閉鎖され、韓国、中国、台湾の諸空港を結ぶ航空便  
が 3 月 11 日以降、全面的に運休した。 
⑤ 同震災の影響により、3 月 11 日以降、団体旅行、個人旅行とも訪日旅行のキャン
セルが相次ぎ、新規予約も含め、訪日旅行が日本全域にわたって大幅に手控えられるよ
うになった。 
⑥ 海外の旅行会社各社は、特に福島第一原子力発電所事故による影響の推移に注目  
しており、収束の目処がつくまでは、訪日旅行商品の企画・販売に慎重な態度を示す会
社がほとんどである。 
 143 
⑦ 例年、3 月下旬には、世界的にも広く知られ、人気の高い「日本への桜観賞旅行」 
の時期を迎え、訪日旅行需要が増加するが、本年 3 月はこの需要を取り込むことができ
なかった。また、近年人気が出ている中国から九州へのクルーズ旅行が、同震災の影響
により全て取り消された。訪日教育旅行も全て延期・中止された。 
 
2011 年 4 月 295,800 人（前年同月比 62.5％減、492,400 減）  
 4 月の訪日外客数は、これまで 4 月として過去最高を記録していた 2010 年（788,212
人）と比べ、約 492,400 人尐なかった。4 月の訪日外客数は、実数としては 1991 年 4 月
（308,949 人）の水準を下回った。また、4 月の訪日外客数の減尐幅は、前年同月比 62.5％
減となった。震災発生後の 3 月 12 日から 3 月末までの 73％減（前年同期比減）よりは
減尐幅が縮小したものの、月次ベースでは、過去 50 年間の全ての月のうち、これまで
最大であった前月（本年 3 月）の同 50.3％減を上回り、最大となった。なお、単月の訪
日外客数として 30 万人を割ったのは、SARS 流行の影響を受けた 2003 年 5 月（288,562
人）以来、7 年 11 か月ぶりとなった。 
  
【要因：東大震災により、訪日旅行の回避が継続】 
① 上文①の要因で。団体旅行、個人旅行とも訪日旅行のキャンセルが相次ぎ、新規予
約も含め、訪日旅行が日本全域にわたって大幅に手控えられるようになった。なお、4 月
の訪日旅行計画は 3 月中に組まれることもあることから、原子力発電所事故だけでな
く、地震や津波も著しい阻害要因となった。 
② 福島第一原子力発電所の事故に関し、原子力安全・保安院が 4 月 12 日、事故の大
きさを示す評価を暫定的に最大の「レベル 7」に引き上げたことや、4 月 4 日から 4 月
11 日まで、汚染水が海に放出されたことが、全世界へ一斉に報じられ、国外の一般消
費者の恐怖心をあおる結果となった。 
③ 同震災の影響に鑑み、訪日旅行の主要送り出し国（地域）政府は 4 月にも、被災 
地や日本全体への渡航の自粛、延期を求める勧告を継続した。但し、一部の勧告につい
ては、4 月にその内容が緩和された。 
④ 同震災の影響により、4 月にも、日本と諸外国を結ぶ航空便の一部で運航が縮小 
された。また、仙台空港の津波の被害により、仙台と韓国、中国、台湾の諸空港を結ぶ
航空便が、4 月にも全面的に運休した。 
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⑤ 諸外国の一部の旅行会社では、4 月に訪日旅行を催行したところもあるが、福島 
第一原子力発電所事故への警戒心による販売の自粛や、集客状況の不調などが影響し、
4 月は訪日旅行商品の販売実績が極めて低調であった。 
⑥ 例年 4 月は、桜前線の北上に伴って、世界的に人気のある「日本への桜観賞旅行」 
の需要が発生するが、本年 4 月はこの需要を取り込むことができなかった。また、近年
人気が出ている中国から九州への 4 月分のクルーズ旅行が、同震災の影響により全て取
り消された。訪日教育旅行も全て延期・中止された。 
⑦ 一方、同震災発生直後の 3 月内に、留学、研修、駐在などの目的で日本に一時的 
に滞在する外国人が、日本から母国や第三国へ避難する現象が見られたが、4 月にはそ
の人々の一部が再来日した。 
2011 年 5 月 358,000 人 （前年同月比 50.4％減、363,300 人減） 
 5 月の訪日外客数は、これまで 5 月として過去最高を記録していた 2008 年 
（736,122 人）と比べ、約 378,100 人尐なかった。また、本年 5 月の訪日外客数の減尐
幅は、前年同月比 50.4％減となった。東北地方太平洋沖地震の発生後、減尐幅は徐々に
縮まっているものの、依然として半減の状態である。 
【要因：福島第一原子力発電所事故が収束しておらず、訪日旅行への不安が継続】  
① 東北地方太平洋沖地震の影響により、5 月にも訪日旅行が敬遠された。特に、福島
第一原 
子力発電所事故が完全に収束しておらず、世界のマスコミによってその状況が随時報じ
られている。旅行の前提となる安全・安心に対する懸念が、世界各地で依然、高い状態
にある。 
② 同震災の発生後、日本と諸外国を結ぶ航空便が縮小している。 
③ 同震災の発生後、訪日旅行の主要送り出し国（地域）政府は、被災地や日本全体 
への渡航の自粛、延期、退避を求める勧告を継続していたが、5 月までの間に、その内
容が緩和された。 
④ 一方、4 月以降、訪日団体ツアーが限定的ながらも再開している。福島第一原子  
力発電所事故への警戒心もあり、集客状況は同震災以前のように好調ではないものの、
集客のため、旅行会社が訪日団体ツアーを割安料金で販売したことなどが功を奏した。 
⑤ 近年人気が出ている中国から九州への 5 月分のクルーズ旅行が、同震災の影響に 
より全て中止された。訪日教育旅行も全て延期・中止された。 
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⑥ なお、同震災発生直後の 3 月内に、留学、研修、駐在などの目的で日本に一時的 
に滞在する外国人が、日本から母国や第三国へ避難する現象が見られ、4 月には、その
人々の多くが再来日した。5 月には、この人々の再来日は多くなかったものとみられる。 
            図 38 平成 23 年訪日客数  (単位：人 / Unit: Persons) 
 
出典：日本政府観光局（JNTO） 
 
 震災直後の中国人観光客の動きとその原因 
 東北地方太平洋沖地震とそれに伴う大津波や原発放射能漏れ事故が発生した後、多く
の在日中国人が続々と帰国した。上海は、彼らの多くが戻ってきた都市のひとつだ。中
国人訪日旅行を扱う大陸旅行では、予約の 100％がキャンセル、もしくは延期。大陸旅
行によると、地震や福島第一原発の事故により日本のイメージダウンが起きているとい
う。また、3 月 14 日から 18 日にかけて訪日中国人の帰国ラッシュがあり、成田発の航
空券が取れなかったため、大阪や福岡から中国に帰国した顧客もいたという。  
 「日本新華僑報」記者が、震災後の中日路線や旅客出入国の状況について、上海虹橋
空港税関を取材した。 
 虹橋出入国検査所によると、大震災発生直後の一週間は、在日中国人の帰国ラッシュ
となり、中日路線の各便はかなり混み合ったという。その翌週以降は、虹橋空港から中
国に入国する日本人旅客の数が普段より 2 割減尐、中国に帰国する中国人旅客は震災前
の 2 週間に比べ 150％増加した。その後も、余震などの影響で、中日路線の各便の旅客
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数は激減した。 
 3 月 11 日から 4 月 11 日までの間に、虹橋空港を離発着した中日路線各便の旅客数は
計 4 万 7 千人、うち日本に向かった中国人はわずか 4800 人と、震災発生前に比べ 30％
減尐した。これに対し、中国に戻る中国人旅客は 7100 人と、震災発生前に比べ 50％増
加した。 震災発生前の 1 カ月間に日本を訪れた団体ツアー客は計 300 人以上に上った
が、震災後の 1 カ月には、わずか 1 団体・10 人だけだった。 
  JNTO の統計によると、東北地方太平洋沖地震の影響により、2011 年 3 月、4 月、5
月の中国人訪日観光客はそれぞれ 62,500 人、76,200 人、58,700 人となり、いずれも大
幅に減尐した。（表 8） 
    表 8 2011 年 3～5 月 訪日中国人客数（JNTO 推定値）  (単位：人 / Unit: Persons) 
 総数               総数   
国・地
域 
2010
年 
3 月 
2011
年 
3 月 
伸 率
（％） 
2010
年 
4 月 
2011
年 
4 月 
伸 率
（％） 
2010
年 
5 月 
2011
年 
5 月 
伸 率
（％） 
2010
年 
1 ～ 5
月 
2011
年 
1 ～ 5
月 
伸率 
（％） 
中国 123,31
4 
62,500 -49.3 150,7
88 
76,20
0 
-49.5 112,55
8 
58,700 -47.8 600,2
74 
401,8
00 
-33.1 
出典：日本政府観光局（JNTO）の資料より筆者作成 
注：上記の 2010 年の数値は確定値、2011 年の数値は JNTO が独自に算出した推計値である。 
 
 これは上述の、各国共通の原因以外には、中国におけるもっと具体的な原因も幾つが
挙げられる。 
 3 月 11 日に東北地方太平洋沖地震が発生後、日中航空便の一部で運行が取り消され
た。また、仙台空港の津波被害により、北京、長春、大連、上海（浦東）空港との間の
航空便が休航した。これに加えて、中国外交部と中国国家は、被災地への渡航の自粛や
延期、被災地からの退避を求める勧告を発出するとともに、日本への渡航に注意を促す
勧告も発出したことは 3 月訪日中国人客数が激減する主な理由になる。 
 4 月下旬に、深刻な被災地を除いて渡航自粛勧告を注意喚起へと緩和した。だが、子
供は大人よりも放射線被曝の影響が大きいという報道が中国でなされたことから、一人
っ子政策により特に子供の安全を重視する中国では、訪日教育旅行が敬遠されている。 
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６－２ 観光市場の復興に向けて 
 
 東北地方太平洋沖地震で日本の観光市場が苦境に陥り、とりわけ中国大陸部観光客が
激減、日本政府が以前に設定した訪日外国人観光客目標数の実現は困難となってきた。
原発事故の収束後に勧告が解除されても、訪日を控える傾向が当面続くのは確実とみら
れるため、観光庁は 3 月 25 日、1200 万人近くを目指していた今年の訪日外国人の目標
を下方修正する方針を明らかにした。 
 しかしながら、溝畑長官は「観光は日本の経済成長に依然重要な役割を発揮しており、
『観光立国』の方針に変わりはない」と強調し、「将来的には 3,000 万人」の目標は依
然として変わりがない。 
 
 中国人観光客が急回復の兆しと日本国内の対応 
中国人観光客は対日観光の回復  
 5 月に入ると、 東北地方太平洋沖地震と東京電力福島第一発電所の事故の影響で途
絶えていた中国からの観光客が戻りつつある。 
  中国政府は震災後、日本への渡航を自粛するよう呼びかけ、団体旅行のビザの発給も
停止していた。しかし、2011 年 5 月 21～22 日に開かれた日中韓 3 カ国首脳会談のため
来日した温家宝首相が「中日間の観光交流を回復し拡大させたい」と表明したことで中
国内に「安心感」が広がってきた。 
 4 月 29 日、環球時報が震災後初の中国人訪日のニュースを報じた。今回の中国西安
市からの中国人観光客は、29 日に福岡に到着。日本の観光庁も福岡の空港に駆けつけ、
歓迎ムードを演出した。西安市からの観光客約 40 人には、旅行会社の関係者とその家
族が多く、西日本旅行の安全を中国国内に身をもってアピールする狙いが強い。また、
4 月 30 日には中国武漢市からも、70 人の旅行会社職員とその家族が、大阪に到着した。   
 5 月 20 日、東北地方太平洋沖地震以降では初めてとなる関東地方への中国本土から
の観光団が東京に到着した。空港では溝畑宏観光庁長官が一行を出迎えた。この観光団
はガイド 1人と観光客 12人からなり、20日に全日空機で瀋陽から成田空港に到着した。
一行は東京などを４日間、観光するという。日本の観光庁、政府観光局などの政府機関
と旅行業関係者が空港の到着ホールで熱烈な歓迎式を行い、観光客に記念品を贈った。 
  溝畑長官は次のように述べた「東京が震災後としては初めての中国本土からの観光客
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を迎えたことは、日本の観光業が復興に向けて第一歩を踏み出したことを意味する。本
日の観光客は 13 人だけだが、これは 2500 万人の海外観光客を誘致する目標を実現する
ための第一歩だと考えている。」 
 5 月 29 日、震災後最大規模の日本ツアーが天津から出発すると伝えた。（中国新華網）
このツアーは、旅客船"燕京"を利用した 80 人規模のツアーで目的地は関西エリアだ。
このツアーには、北京、天津、河北、山西にある大手マスメディアも同行し様々な取材
が予定されている。大阪、京都、神戸、奈良などをまわり、関西旅行の安全性と魅力を
中国のメディアが報道すると予想される。日本での中国人観光客復活への期待もさるこ
とながら、中国の旅行会社も高い人気を維持する日本ツアー再開を待ち望んでいたため、
今回の 80 人ツアーには各社が期待を込めている。 
 
  瀋陽の日本総領事館によると、6 月には約 700 人のツアー客が訪日する予定で、募集
中のツアーにも約 200 人が集まっているという。政府観光局は「ツアーの募集広告を見
て参加する、一般の観光客が訪日するにはもう尐し時間がかかるでしょう」としながら
も、「震災直後 1 年は回復できないと思っていました。V 字回復とはいかないまでも、
まずは夏場に向けて期待していますし、温首相のひと言は大きな後押しになっていると
思います」と話している。 
  
中国人観光客を受け入れる国内の準備 
 東北地方太平洋沖地震直後の 2011 年 3 月 27 日に北京便が就航した富山県。5 月 8 日、
富山県の石井隆一知事は北京を訪れ、中国の国家旅行局や大手旅行代理店の幹部らと面
会しトップセールスを展開した。 
 「訪中は震災前から予定していましたから、結果としてそういった場になったという
ことですが、富山へツアーをとしっかりアピールしてきました」（観光課）と話した。
現在、上海を中心にツアーを募集しているという。 
 山梨県内には、2010 年に延べ 23 万 8450 人の中国人観光客が宿泊した。富士山や八ヶ
岳、石和温泉などを訪れ、夏にピークを迎える。観光課は「なんとか盛り返していきた
い」と力を込める。 
 長崎県と、大型リゾート施設のハウステンボスと子会社の HTB クルーズは、来春開
設する長崎‐上海航路の運行計画を 5 月 30 日に発表した。長崎県と上海市の交流 15 周
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年記念事業の一環として第 1 便を 11 月 3 日に試験運航。その後、中国人観光客が増え
る旧正月にあわせて、12 年 1 月からは週 1～2 往復の不定期の営業運航を実施する。 
  政府は沖縄県を訪れる中国人観光客に対して、一定期間（90 日）、何度でも日本に来
ることを認める「観光数次ビザ」の発給を決め、7 月 1 日から導入する。沖縄県の振興
策の一環でもあるが、「観光数次ビザ」の発給は日本では初めての試みだ。  
 
 低価格日本ツアーにおける問題点 
 東日本大震災とそれに続く津波の発生後、日本への観光旅行ツアーがほぼゼロに激減
した。5 月 12 日に開幕した上海観光資源博覧会には、日本の旅行会社が一団となって
出展し、低価格ツアーで観光客を呼び込み、再び日本観光市場をにぎわそうとする姿勢
を示した。来月には震災後初のチャーター機も運航する予定だ。ある業界関係者による
と、日本ツアーは早ければ夏休みの時期に復活し、主な行き先は関西地区と九州地区に
なる見込みだという。「上海商報」が伝えた。 
 日本ツアーが大幅に値下がりしている。これまでは 5500 元前後（約 68,750 円）だっ
た九州 4 日間の旅が現在は 3999 元（約 49,987 円）に値下がりし、その他の路線も 30％
以上値下がりして、日本ツアーの最安値を更新した。 
 日本ツアーを大幅値下げする現象について、中国国家観光局大阪駐在事務所の鄭保壘
所長は、値下げは一時的な現象に過ぎないとし、中国人観光客に低価格だけを重視しな
いよう注意を促した。中国網日本語版（チャイナネット）が報じた。  
 中国でこのほど、低価格の日本ツアーが登場し、北京では 4 日間のツアーが 1980 元
と 2980 元で売り出された。鄭保壘所長は『新華社』の独占取材に応じ、「一時的な販売
促進としては理解できるが、長期的な視点で見れば、日本の消費レベルに基づくとこの
価格は合理的ではない」と述べた。 
 1980 元は日本円にするとわずか 24,750 円で、往復の航空券代にもならない（北京・
東京区間の往復格安航空券の値段は 30,000 円前後）。旅行社は安い航空券が手に入ると
しても、観光客の 4 日間の食費、宿泊費、交通費には足りず、観光の質に影響すること
は間違いない。 
 鄭保壘所長は、過去に香港などの安いツアーで起きた問題を戒めとすべきだと警告し
た。日本旅行は安ければ安いほど良いというものではない。低価格であれば観光の質を
維持できないだけでなく、観光客が食事や宿泊に満足できない、自費項目が多い、旅行
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社との間で問題が発生するなど、旅行の楽しみが大幅に減ることにもなりかねない。 
 旅行中に何か気に障ることがあると、日本観光への自信を回復するどころか、反感を
生むことになる。旅行会社の値下げで日本観光市場を刺激するのは一時的なことでしか
ない。日本のホテルや航空チケットの値下げでツアー料金は安くなっている。長期間、
旅行会社に低コストを強いると、ツアーのクオリティーが下がり、結局は自業自得とな
る。 
 市場の自信はその業界や関係者への信頼と関係がある。天災の予知は難しいため、人
に期待するしかない。 
 
 アンケート調査からみた震災後の中国人が日本に対するイメージ 
 筆者は東北地方太平洋沖地震後（5 月月末）、中国国内の友人に依頼して、中国の若
者と代表する大学在籍の学生を中心に、震災後の中国人は日本に対するイメージに関す
る簡単なアンケート調査を行った。全部 126 サンプルの回答から見ると、原発事故をめ
ぐって、訪日観光上においては、身の安全と食品の安全に不安を抱いている人の比率が
高い。そして、ショッピングを最大な目的として訪日している観光客とは異なる、調査
対象者はわりと日本の伝統文化、自然風景などに関心が高い。また、日本に入国するに
は査証が必要であり、発給条件、提出書類などに関しての負担が大きいと感ずる学生数
は尐なくない（図 39）。 
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図 39 中国人が震災後の対日イメージ（部分） 
ア                       イ  
 
ウ          エ                                                                           
 
オ                    カ                      
  
注：サンプル数 126 男性：70 人 女性：56 人 
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ア）福島の原発問題が危険と思う人は 99 人で、全体の 78.6%を占める 
イ）日本観光中の食品安全について、危険と思う人は 85 人で、全体の 67.5%を占める 
ウ）日本の自然風景に興味を持つ人は 87 人で、全体の 69％を占める 
エ）日本の伝統文化に興味を持つ人は 69 人で、全体の 54.8％を占める 
オ）日本でのショッピングに興味を持つ人は 68 人で、全体の 53.9％を占める 
カ）訪日ビザの申請について、不満を抱く人は 61 人で、全体の 48.4％を占める 
出典：筆者作成 
 
 したがって、日本の観光産業は今後中国人観光客を誘致する上に、中国人入国規制の
緩和が要求される同時に、福島の原発問題がもたらす安全問題の解決と積極的に日本の
ソフト・パワーの発信が急務となる。入国規制の緩和が国の政策として実施に至ればと
くに問題がない。そして、今後「日本は安全」、「日本は魅力的」というイメージを海外
観光客に伝播するために、観光デザインと地域ブランドの構築（再構築）が重要である
と筆者が考える。第 5 章で言及したように、構築されたブランド（イメージ）はフィル
ム・ツーリズムを通して海外へ発信することは、中国人観光客の誘致に有効性が高い。
今後もっと実践するべきことである。 
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７．おわりに ―今後の課題と展望― 
 
本章ではこれまでに述べてきたことを整理し、そこから今後のための課題と展望を導
き出すことを目的とする。 
本稿では 1 つの点を課題としてきた。それは、日本が「観光立国」を実現するために、
重点市場となる中国人観光客を誘致する方法について考察することであった。このため
に、本稿ではまず、日本の観光市場の変遷、日本の観光立国政策、日本の観光市場の状
況及び中国人観光客について詳しく分析した。とくに観光活動の主体となる中国人観光
客に対しては、中国人の視点で、歴史、特徴、現状などの面から彼らの観光行動を解釈
した。そして、研究の理論ベースとして、本稿は観光学における先行研究を考察すると
同時に、観光とマーケティングを融合する学問領域における先行研究も考察した。 
21 世紀最大の産業となっていく中で、観光産業に関する研究は世界規模で盛んであ
る。「観光」と「ツーリズム」という 2 つのキーワードが日本の観光研究領域で頻繁か
つ混同して使われている。これらの言葉の定義を明確にしなければ、国際レベルで研究
を行う場合に支障を生ずる恐れがあるため、本稿は今までの「観光」の定義に関する議
論を整理し、それぞれの定義の問題点を明らかにした上で、最も分かりやすく、しかも
妥当であるものを導き出した。また、観光研究の歩みをレビューして、本稿の観光研究
の位置づけを明確にし、観光産業がもたらす効果を明らかにすることで観光産業の重要
性を再認識した。 
本稿では、マーケティングの視点で日本の観光市場における問題を解決しようとして
いる。観光を商品として取り扱う時に、無形の商品（サービス）と有形の商品（デステ
ィネーション）の 2 種類に分けられる。したがって、観光という商品を分析するにあた
って、サービス・マーケティングとデスティネーション・マーケティングの捉え方が重
要である。本稿ではサービスとデスティネーションの固有の性質を把握したうえで、特
定のサービスやデスティネーションを消費者に優先的に選択してもらうためには、観光
のデザインとデスティネーションにおけるブランド構築は有力な戦略であることを明
らかにした。したがって、フィルム・ツーリズムを通じて、地域ブランド（イメージ）
を構築および発信することが、中国人観光客を誘致するにあたって、有効性が高いとい
える。 
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本稿はフィルム・ツーリズムの活用によって中国人観光客を誘致する方法が有効であ
ることを主張してきた。だが、フィルム・ツーリズムの効果を期待し、投下した資本金
に見合った PR 効果は必ずしも得られるとはかぎらない。「フィルム」のヒットを通じ
た知名度向上策が、全てのケースにおいて成功するとはかぎらない。フィルム・ツーリ
ズムだけを頼りにするのは、どうしても物足りない感が強い。そもそも、本論で取り上
げた 2 つの事例に関しては、映画の『非誠勿擾』はたまたま成功したもので、テレビド
ラマの『杜拉拉昇職記（Go Lala Go!）』の中国国内放映後、もっとも効果が出ると予測
されている時期は 2011 年 6 月以降になる。大地震の影響で、『非誠勿擾』のような効果
はまだ現れていない。観光客を誘致するために、フィルム・ツーリズムの有効性を証明
し、成功するフィルム・ツーリズムのあり方を探すにあたって、今後はこういった成功
事例をもっと集めて分析を重ねる必要があると考える。 
また、日本の観光市場の情報を効率よく中国に発信するにあたり、今とくに注目す
べきことは、中国最大のミニブログ―「シナ・ウェイボー」である。「シナ・ウェイボ
ー」の公式アカウント認証業務は、2011 年 7 月 1 日から日本の企業、自治体、個人向
けに開始した。中国で 1 億 4000 万人が登録している「シナ・ウェイボー」は今後、中
国からの観光客を呼び込みたい地方自治体や、中国国内への浸透を図っていきたい日
本企業や日本のタレントが、公式アカウントを通じて情報発信することの支援効果を
期待できる。無論、ここまで論述してきた「フィルム」もこのミニブログを媒体とし
て、伝播していくこともあり得る。 
 
 本稿ですでに明らかにしたように、現在の訪日中国人観光客の大半は団体旅行で、
ほとんどは初めて日本を訪問している。今後は個人旅行ブームの到来、リピーター客
の増加などの事態を先読みし、事前にそれに対応できる姿勢を整える必要がある。中
国人観光客が世界中の観光地に押し寄せている中、経営コンサルティング会社のボス
トンコンサルティンググループ(BCG)が、世界の観光業界の中国人観光客受け入れの準
備不足を指摘する報告を公開し話題を呼んでいる。 
 BCG が発表した報告書によると、中国経済の急速な成長や国民 1 人あたりの所得増
加などによって、消費力が 2020 年には日本を上回り、世界最大の観光消費国となると
している。 
 BCG は向こう 9 年間、中国の観光ビジネス市場は年平均 14％ずつ増加し、5 兆 5,000
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億元(約 71 兆 5,000 億円)規模のビジネス市場を形成するとしている。これは、2010 年
の 1 兆 5,000 億元(約 19 兆 5,000 億円)の約 4 倍の規模となり、海外旅行マーケットだけ
を見ても、381％以上の増加が見込まれる。 
 しかし、市場規模の成長に対し、中国を含む世界の観光業界が中国人観光客受け入
れの準備が出来ているかとの問いに対しては、BCG は"No"としている。 
 報告書では、例として、レストラン、ホテル、空港などでの案内ボードやメニュー
への中国語対応の有無をあげている。マーケティングの一貫として、レストランやホ
テルは、まだまだ海外旅行経験の尐ない中国人観光客に対しての取り組みを強化する
必要性を強調している。 
 取り組みの好例として、バーバリーやクラブメッドの事例をあげている。  
 バーバリーは、ヨーロッパに押し寄せる中国人観光客のために、中国語対応が出来
るスタッフを雇用し接客に力を注いでいる。 
 フランス大手リゾート業のクラブメッドは、中国北部のスキー場に多額の出資をす
る一方、北京・上海などの大都市の旅行会社と協力し中国人スキーヤー募集に取り組
んだ。また、有名人を活用して各種イベントを開催し、中国の高額消費者を取り込む
マーケティングを展開しているとしている。 
日本の観光業界は中国人観光客を誘致することに力を入れているが、中国人観光客
を厚くもてなして迎えるような準備ができているとは言いがたい。今後効率よく中国
人観光客を誘致すると同時に、個人客、リピーター（質の高い観光客）の満足度を向
上させることで、彼らのポジティブな口コミによって、さらなる数の中国人観光客が
日本をデスティネーションとして選択することであろう。その対応としては、複数の
方策を打ち出す必要がある。例えば、中国のマスコミの協力を得て、中国国内で日本
のデスティネーションを紹介する番組を放送する、異なる客層のニーズを満たす観光
デザインの進化によって日本観光を多彩化する、中国人観光客が心地よく観光できる
ように町中に中国語の標識やガイドブックを整備すること、などが挙げられる。  
日本の観光市場では、中国人観光客の受け入れに関しては、ホスト―ゲスト関係の不
調和という事態がある。 
 日本政府は、2010 年 7 月 1 日より、中国人の個人観光客に対するビザの発行要件を
大幅に緩和することを決定した。これによって、団体観光客だけではなく、個人観光客
数も大幅に増加することが予測できる。大量に入ってくる中国人観光客は経済面におい
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てメリットがたくさんあるが、風習、文化の違いなどの原因で、日本の地域環境の脅威
になる可能性が尐なくない。ネット上では、日本では中国人観光客のマナー問題に対す
る批判的な書き込みが尐なくない。日本の受け入れ側として大切なことは、中国人観光
客に支持される態勢を作ることである。世界中で、日本人は礼儀正しいという定評があ
る。多くの中国人観光客が日本を来訪し、日中交流を促進すると同時に、日本側による
中国人観光客への旅行の事前教育や、中国人観光客の日本での体験などを通じて、中国
人のマナーの改善につながることも筆者の願いである。 
次世代ツーリズムの時代に突入している日本の観光市場はもはや観光客の誘致だけに
目をむけてはならない、持続可能な観光の実現も常に念頭におくべきである。ここで「持
続可能な観光」とは、生活の快適さが、経済発展だけではなく、地域社会を成り立たせ
る経済、自然環境、社会文化のバランスの良い最適化から実現する、ということを意味
している。今後、観光マーケティングの体系化に向けて、様々な学問領域にわたる研究
をまとめ、整理することと同時に、「持続可能な観光」の実現に関する研究を進めるこ
とが求められるだろう。 
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はじめ、本稿の作成にあたって、多くのアドバイスをいただいた。特に、中間指導と
最終指導の時に、論文の構成に関して、多くのヒントをいただいた。それから、守口
剛先生からも、本稿の作成にあたって、多くのアドバイスをいただいた。特に、文献
の収集方法や実証調査の方法などに関して、貴重なご意見をいただき、大変勉強にな
った。さらに、亀井昭宏先生、恩蔵直人先生、嶋村和恵先生をはじめ、早稲田大学商
学研究科の先生方から、授業やら文献やら、ご指導をいただき、勉強の能力と研究の
能力を身につけることができた。御礼を申し上げる。 
さらに、目白大学の加藤祥子先生に、本稿の作成の早期から、文献や論文の書き方
に関する貴重なアドバイスをいただき、繁忙の期末にもかかわらず、一字一句を漏れ
ずに日本語をご訂正していただいた。御礼を申し上げる。無論、ゼミの方々にも御礼
を申し上げたい。博士課程の畠山先輩は、本稿の作成にあたって、多くの文献を貸し
ていただき、論文の書き方に関する多くのアドバイスをいただいた。スミレ先輩は、
本稿の作成にあたって、読むべき文献を多く薦めていただき、多くのヒントをいただ
いた。御礼を申し上げる。修士課程の井上さん、馬さん、武谷君、藤林君は論文の初
稿の日本語の訂正に手伝っていただいた。御礼を申し上げる。さらに、早稲田大学大
学院商学研究科に進学してから、励ましあってきた同窓生の方々に御礼を申し上げる。
皆さんのおかげで、充実した大学院生活を送ることができた。 
